


森 林 計 画 学 入 門

－１９９６年版－

田 中 和 博

森林計画学会出版局



Shinrin Keikakugaku Nyumon

1996

Kazuhiro TANAKA

Published in June 1996

by

Japan Society of Forest Planning Press

Faculty of Agriculture,

Tokyo University of Agriculture and Technology,

3-5-8 Saiwai-cho, Fuchu 183, Japan

Copyright 1996 by Kazuhiro TANAKA. All Rights Reserved.

Printed in Japan.

This book, or parts thereof, may not be reproduced

in any form without permission of the author.

ISBN 4-915870-13-8



はじめに

その昔、人類はエネルギー源を専ら薪炭に依存し、また、建築物をはじめ、船、

馬車、家具から諸道具に至るまで、多くの物は木材で作られていた。したがって、

その当時の森林資源は、現在の石油資源に匹敵するか、それ以上に重要な資源で

あり、その枯渇は国の命運をも左右しかねないものであった。こうした背景のも

と、林学は、今から 200年位前に、ドイツで、官房学として、資源政策学あるい

はエネルギー政策学として誕生した。

森林は再生産が可能な資源である。よって、昔から、いろいろな人が、森林を

持続的に利用するための方策について考えてきた。特に、封建領主は領民のため

に建築用材や薪炭材を毎年持続的に供給する責任があったので、森林を持続的に

経営することが森林経営における最大の課題であった。林学ではsustainability

という言葉は「保続」と訳されており、「保続原則」は森林経営における最も重

要な原則とされてきた。

森林は、木材などの林産物を生産するだけでなく、国土の保全や水源のかん養

など様々な公益的な機能を持っており、地域の環境を形成する重要な要素のひと

つである。よって、森林を適切に維持管理していくことは、単に、林業家だけの

問題ではなく、地域社会全体に関わる問題である。

一般に、森林の公益的機能を貨幣価値で表すことは難しく、そのため、森林は

不当な扱いを受けてきた。いまや、森林の減少や劣化が地球的な規模で進んでい

る。地域の環境や森林をどの様に整備・保全していくかは、基本的には地域住民

自身が決める問題であろう。

この本は、三重大学生物資源学部森林資源学コース３年生の森林計画学の教科

書として書いたものである。上記の理由により、森林を経営するための森林計画

学ではなくて、地域の森林を維持管理していくための森林計画学として書いた。

森林計画の考え方や手法が、少しでも多くの人に理解され、地域の森林管理に役

立つことがあればよいと願っている。

もとより内容には不十分な点が多々あるが、講義内容の実態を公開することに

よって、自己点検の証としたい。ご批判、ご教示を賜れば幸いである。
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第１章 森林資源と私たちの暮らし

第１章 森林資源と私たちの暮らし

１．森林の多様な機能

１－１．生産資源としての森林

太古より木材は、煮炊きや暖をとるための燃材、住居や家具の用材として人類

に役立ってきた。また、近代以降は紙の原料としても重要な資源である。その他

に、樹脂や抽出成分が工業原料や医薬品に使われている。森林は、これらの林産

物を生産するだけでなく、動植物に生息地を与え、それらの動植物の一部は、狩

猟や採取という形で、人間に利用されてきた。このように、森林は、人類に直接

の効用をもたらしている。ここで直接という言葉を用いたのは、ここで述べたよ

うな林産物などは、市場での取り引きが可能な産物であり、貨幣価値でその生産

高を計ることができるものである、という理由による。

１－２．環境資源としての森林

一方、森林には、貨幣価値で表すことが困難な機能がある。それらの機能は森

林が十分に存在しているときは、あまり意識されないものであるが、地域の環境

の質を左右するものであって、公益的な機能と呼ばれている。公益的な機能には、

図－１に示したように、水源かん養、国土の保全、快適な環境の形成などがある。

公益的な機能は、市場では取り引きされないので、経済学では、外部経済と呼ば

れている。公共経済学という学問分野もあるが、一般の経済活動では、外部経済

は無視されることが多い。ここに、森林が不当に取り扱われ、破壊されていった

原因の一つがある。いまや、森林破壊や環境汚染は地球規模で進行しており、今

までの経済価値観を早急に変える必要に迫られている。

なお、地域の環境形成について森林が果たす最も重要な役割は、土壌をつくる

ことである、と要約することができる。森林は営々として少しづつ土壌を形成し、

そのようにして形成された土壌がより豊かな森林を育むという循環を成している。
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１．森林の多様な機能

１－３．文化資源としての森林

文明が技術的な活動の所産を表す概念であって、一般性のあるもの、普遍的な

ものを指向しているのに対して、文化とは、精神的な活動の所産を表す概念であ

って、自然との関わりの中で築いてきた生活様式などに関するものである。近年

は、文化的な豊かさよりも、文明的な豊かさを追求しすぎた面があり、その歪が

随所に表れてきている。

自然は多様であり、地域ごとに異なる。より豊かな生活環境を整備していくた

めには、まず、その地域の特性を知ることから始めなければならないが、森林は、

そうした自然学習の場を提供してくれる。また、ストレスの多い現代社会におい

ては、レクリエーションの場としても利用されている。

生産資源 物質生産 木材生産、特用林産物生産

農産物生産、生化学物質生産

環境資源 水資源かん養 水の貯留、水質浄化

河川の流量の平準化

国土保全

侵食防止・軽減 水食防止、風食防止、雪食防止

自然災害防止・軽減 山崩れ防止、水害の防止

快適な環境の形成

気象緩和 気象緩和、地温緩和、湿度調節等

大気浄化 ＣＯ 吸収、Ｏ 供給、塵埃吸着等２ ２

生活環境の形成 木陰、騒音防止・軽減、風致等

文化資源 自然学習、野生生物の保護、芸術、宗教、レクリエーション

図－１ 森林の多様な機能

西川匡英のみどり資源の分類（・住侑司編「日本の大都市近郊林」(1995)）を

参考にした。西川は、みどり資源を、生物資源、環境資源、文化資源に大別した。
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第１章 森林資源と私たちの暮らし

２．世界の森林資源

現在、地球規模の環境破壊として懸念されている問題には、熱帯林の減少、野

生生物種の絶滅、砂漠化、酸性雨、廃棄物の不法投棄による汚染、地球の温暖化、

オゾン層の破壊、海洋汚染などがある。これらの問題のうち、はじめの６つの問

題には森林が何らかの形で関係している。まず最初に、世界の森林資源の現状と

問題点について概観してみよう。

２－１．世界の森林面積

地球上の陸地総面積はおよそ 130億haである。ＦＡＯによれば、森林の面積は

約30億haであり、疎林を含めた場合の森林面積は約40億haであって、陸地面積の

３分の１弱を占めるものと推定されている。この統計で定義されている森林は、

地表の大部分が高木（樹高７ｍ以上）によって覆われている土地をいい、疎林と

は、木がまばらに生えている森林であって、高木が地表の10％以上覆っている土

地をいう。森林以外の面積の約半分は農地であり、別の半分は砂漠やツンドラな

どの荒野と市街地などで占められている。すなわち、森林と農地とその他の土地

は、ほぼ３分の１ずつ陸地を占めている。

森林の面積は、開墾などの理由により年々減少しており、有史以来、約20億ha

減少したと推定されている。1980年から1990年の10年間に、世界の森林面積は、

41.01億haから40.28億haへと7300万ha減少しており、この面積は日本の国土面積

の約２倍の広さに相当する。森林の減少は熱帯林で著しく、1980年の森林面積を

100とした場合の1990年の指数は、 世界全体では98.2であるが、熱帯林は91.9と

なっている。ちなみに、先進国の森林面積は僅かながら増加しており、その指数

は101.7である。

一方では、人工的に苗木を植えることによって、森林面積を増加させる努力も

続けられている。以前は商業目的の人工植栽が多かったが、近年は、地域住民の

生活に必要な樹木も植えられるようになってきている。しかし、年平均人工林純

増加面積と年平均森林減少面積の比率は、約１：8.5 にすぎない。
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２．世界の森林資源

２－２．世界の森林蓄積

木材の容積を材積という。樹木の幹の部分の材積を幹材積（かんざいせき）と

いうが、単に材積ということも多い。森林は立木（りゅうぼく）によって構成さ

れているが、ある森林についての立木幹材積の和を蓄積という。蓄積は英語では

growing stock といい、生きている樹木の材積和を表す概念である。一方、材積

は volume であって、立木にも、伐倒木にも、製材した木材にも使われる概念で

ある。蓄積も材積も、どちらも、m を基本単位としている。３

森林調査には、多くの労力と時間と経費を要するので、通常の蓄積調査の場合

は、サンプリング（標本調査）の手法を用いて推定している。しかし、発展途上

国の天然林、たとえば熱帯林などでは、森林調査が困難であること、樹種や森林

構成が多様であることなどの理由により、推定誤差も大きく、正確なところはな

かなか分かっていないのが実状である。

少し古いが、1980年のＦＡＯの資料によれば、世界の森林の面積と蓄積は表－

１のように推定されている。1980年の森林面積は後で修正されているので、森林

蓄積についても、何らかの修正が必要な数値であることを念頭においておく必要

があるが、世界全体で約 3､000億m の蓄積があると推定されている。３

針葉樹は温帯から寒帯にかけて多く分布し、広葉樹は熱帯から温帯にかけて多

く分布している。よって、針葉樹の蓄積の90％以上が先進諸国に、広葉樹の蓄積

の80％以上が発展途上国に存在している。

森林蓄積は、森林の成長に伴い増加する。十分に成長した後の森林蓄積は、樹

種や土地の生産力などによって異なるが、ha当たり 1,000m を優に越える。それ３

が、世界平均で 100m 以下であるということは、森林の劣化が進んでいること、３

老齢な森林が少なくなり、若い森林が多くなっていることを物語っている。

表－１ 世界の森林面積と森林蓄積 FAO:1980より作成

針 葉 樹 広 葉 樹 合 計

＊面 積 （ha） 14億6360万 28億5690万 43億2050万

蓄 積 （m ） 1,120億 1,890億 3,010億３

ha当たり蓄積（m ／ha） 76.5 66.2 69.7３

* 1980年の森林面積は、後で、41億100万haに修正されている。
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第１章 森林資源と私たちの暮らし

３．世界の木材消費

３－１．世界の年間木材消費量

木材に対する需要は、経済の発展や人口の増加とともに増大しており、第１時

石油危機（1973）後の景気後退時に一時的な減少が見られたものの、趨勢として

は増加の傾向にある。

ＦＡＯによれば、1991年の世界の丸太消費量は、34億3,000万m であり、この３

うち産業用材の消費量が約16億m 、薪炭材が18億3,000万m となっている。ここ３ ３

で注意を要するのは、自家用に消費している燃材の量などは、正確には把握でき

ていないことである。よって、薪炭材の消費量はもう少し多いものと思われる。

なお、世界の木材生産量は、世界の木材消費量にほぼ等しいと考えてよい。た

だし、傷が生じた丸太などが現地に野ざらしにされていることもあるので、それ

らの丸太が統計に入れられているかどうか、注意を要する。

３－２．一人当たりの年間木材消費量

世界の木材生産量や消費量は、年々増加しているが、その増加傾向を見極める

ためには、一人当たりの年間木材消費量に着目するとよい。話を簡単にするため

に、世界の人口を50億人とすると、一人当たりの年間消費量は約 0.7m となる。３

ただしこれは、先進地域も発展途上地域も一緒にした値である。先進地域での一

人当たりの年間消費量は約 1.2m である。日本は、新聞紙などの古紙の回収シス３

テムが発達しているので、１m 弱である。紙の消費は文化のバロメータであると３

言われているが、今後、発展途上地域の生活水準が向上し、また、人口もしばら

くは増加傾向が続くであろうことを考えあわせると、木材の消費量がまだまだ増

加することは容易に想像できる。ちなみに、1983年時点での一人当たり年間消費

量は世界平均で約 0.6m であった。３

木材の消費量は、用材、燃材とも増加しているが、特に、発展途上地域での薪

炭材の需要増加が著しい。これは、人口が急激に増加しているためで、現在でも、

10億人以上の人が薪炭材に不足していると言われている。
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３．世界の木材消費

３－３．伐採強度

森林蓄積量に対する伐採量の比率のことを伐採強度という。世界の森林蓄積を

3,000億m と見積もると、伐採強度は1.14％になる。これは、毎年、蓄積量の約３

87分の１を伐採していることに相当する。森林らしい森林を育てるには最低でも

100年はかかるので、 そのことを考えると、すでに世界の森林は質の面でも劣化

していくという悪循環に陥っている。

３－４．林産物の消費に見られる南北の相違

林産物の消費内容は、先進地域と発展途上地域とで対照的である。表－２には

世界の人口の４分の１しかいない先進地域が、世界の総生産の82％を生産し、林

産物でも、用材の80％以上を消費していることを示している。これに対して、発

展途上地域では、大部分の木材が燃材として消費されている。

表－２ 林産物の消費に見られる南北の相違

先 進 地 域 発展途上地域

人 口 ２６％ ７４％

国内総生産 ８２％ １８％

針葉樹の蓄積 ９０％以上 １０％以下

広葉樹の蓄積 ２０％以下 ８０％以上

一人当たり年間消費量 １.２ｍ ０.５ｍ 以下３ ３

消費の内容 ８９％が用材 ８５％が燃材

製材品 ８０％ ２０％

木質パネル ８８％ １２％

紙・板紙 ８４％ １６％

燃材 １４％ ８６％

外務省・農林水産省・林野庁監修「世界の森林と緑の国際協力」(1986)の中で

引用されているF.C.HUMMEL ed. "Forest Policy"(1984)より作成
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第１章 森林資源と私たちの暮らし

４．熱帯林の現状

４－１．火入れによる熱帯林の破壊と地球の温暖化

大気中の二酸化炭素などの濃度が上昇すると温室効果により地球が温暖化する。

森林は光合成により二酸化炭素を吸収するので、森林の造成は地球の温暖化の抑

制につながる。しかし、現実は、森林の伐採や火入れなどにより、今まで樹木に

固定されていた炭素が二酸化炭素として放出されるので、地球の温暖化を促進す

る原因の一つになっている。特に、農地や放牧地の造成を目的として熱帯林で大

規模に行われている火入れは問題である。しかも、それらの火入れ跡地での農業

や牧畜業は失敗に終わることが多く、放棄されたままの不毛な土地が増えている。

４－２．野生生物の生息地の破壊と遺伝子資源の消失

森林などの自然環境は、野生生物の生息地になっている。特に、熱帯林は、温

度や湿度の条件に恵まれているから、生物の種類が多く、遺伝子資源の宝庫にな

っている。未利用な生物資源が、将来、医学や薬学、あるいは農業や工業の分野

に及ぼす影響については、計り知れないものがある。熱帯林の破壊により、野生

生物種が数十万種の単位で絶滅しているのではないかと推測されている。

４－３．土壌流亡と洪水・渇水の発生

熱帯地域は、温度や湿度などの条件に恵まれているため、土壌中の養分の大部

分は植物によって利用されている。よって、森林が伐採され木材が搬出されると、

養分が土に還元されなくなる。加えて、熱帯地域の厳しい日射や大粒の雨滴など

が、土壌の流亡などを招き、伐採跡地や火入れ跡地での植物の生育を困難なもの

にし、それらの土地を痩せ地の草原に変えてしまう。その結果、森林の保水機能

がなくなり、下流域では、洪水や渇水が多発するようになる。

かつてラワン（フタバガキ科の高木）の宝庫であったフィリピンは、第二次大

戦後、外貨獲得のため乱伐し、森林面積を大幅に減少させた。その結果、現在で

は、国土の約３分の１が洪水や土砂崩れ、表土流出の危機に直面しているという。
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４．熱帯林の現状

４－４．薪炭の不足と砂漠化の悪循環

人口の増加と森林の減少は薪炭の不足を招き、薪炭材の過剰伐採を引き起こす。

それがまた森林破壊につながる。干ばつが起こると、遊牧民は緑を求めて家畜と

ともに移動するが、移動先の草原や森林の葉も家畜が食い尽くしてしまうような

事態になると、ますます森林破壊が進行するという悪循環に陥る。そして、最終

的には砂漠地帯が拡大する結果となり、それがまた気象条件をより過酷にしてい

く。特に、サハラ砂漠南縁では、砂漠化の進行が憂慮されている。

４－５．伝統的な焼畑と非循環的な焼畑

火入れが、熱帯林減少の直接の元凶であると非難されているが、伝統的な焼畑

と、農地や放牧地の造成を最終目的とした一時的な焼畑とを区別する必要がある。

大昔から続いている焼畑移動耕作は、小面積の森林を燃やし、その灰を肥料に

してそこで数年間農業を行い、その後その土地を放置し、そこに森林が再生する

のをまって、また焼畑を行うという循環的なものであり、自然の遷移を利用した

非常に合理的な農業形態である。ただ、こうした農法で養うことができる人口は、

１ha当たり0.5人以下であるといわれている。

４－６．熱帯林林業の問題点

熱帯林は、一般に、樹種が多様である。しかし、多様性に富むということは、

１樹種当たりの本数が少ないということである。よって、熱帯林は、同じ種類の

ものを大量に生産するという近代的な経営には、本来向かないものである。温帯

林の林業は、スギ林のように、同一樹種の森林を人工的に育てたものが中心であ

るが、そうした温帯林の林業技術は、そのままでは熱帯林林業に適用できない。

４－７．ソーシャル・フォレストリィとアグロ・フォレストリィ

最近、熱帯地域では、商品価値のある木だけを造林するのではなく、地域住民

の日常生活に必要な木を植えるソーシャル・フォレストリィや、幼樹の間は農業

と複合させるアグロ・フォレストリィが広がりつつある。
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第１章 森林資源と私たちの暮らし

５．酸性雨と先進国の森林

５－１．酸性雨とは

硫黄酸化物や窒素酸化物によって汚染され、pH5.65以下の酸性の雨を酸性雨と

いう。雨は空気中の二酸化炭素などを吸収し、通常でも酸性であるが、二酸化炭

素を満度に吸収した場合のpHが5.65であるので、それよりも強い酸性を示す雨は、

二酸化炭素以外の酸化物を含んでいると考えられる。

酸性雨の原因は、主に、自動車の排気ガスや工場の排煙に含まれる硫黄酸化物

や窒素酸化物であると考えられている。酸性雨の問題は、工業化社会の発達に伴

い、石炭や石油などの化石燃料が大量に消費されるようになり、自然の浄化能力

を超えてしまったことに由来する。

５－２．酸性雨による被害

酸性雨による被害としては、

①森林や農作物の成長減退や枯死

②土壌肥沃度の低下

③湖沼の酸性化と、魚類の減少や死滅

④歴史的な建造物やブロンズ像のただれ

⑤人体への影響

などが報告されている。

酸性雨は、まず、ヨーロッパや北米東北部で問題にされた。特に、北欧の湖沼

に魚がいなくなったことは衝撃を与えた。酸性化した湖沼には石灰を加えるなど

中和が試みられている。酸性雨による魚類の減少は、小動物や鳥類の減少をもた

らす恐れがあり、やがて自然生態系全体へ影響が及ぶのではないかと懸念されて

いる。ＦＡＯによると、1983年現在で、旧西ドイツの森林面積の約３分の１が、

酸性雨によって何らかの被害を受けていると見積もられている。

酸性雨は、国境を越えて、広範囲の地域の様々な分野に被害を及ぼしている。

汚染物質の発生地と被害地とが異なることが多いので国際的な協力が必要である。
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５．酸性雨と先進国の森林

５－３．酸性雨と森林被害

酸性雨と森林被害との因果関係については、まだ、分かっていないことも多い。

酸性雨が植物に及ぼす影響については、アサガオの葉が黄変するなど顕著な例も

あるので、何らかの影響を直接に及ぼしていることは事実であろう。しかし、樹

木については、人工的に作った酸性雨を直接散布しても、特に目立った変化は観

察されないようである。

樹木の成長が減退したり、枯死したりするのは、土壌が変化したからではない

２＋ ２＋ ＋ ３＋かと考えられている。酸性雨が降ることにより、土壌中のCa 、Mg 、K 、Al

などが溶脱するが、アルミニウムイオンが根端に作用し、根の伸長成長を阻害す

るので、成長が減退するという説もある。

５－４．関東地方におけるスギ林の成長減退

日本でも酸性雨は観測されており、平均すれば、太平洋側でpH4.2、 日本海側

でpH4.9という報告もある。欧米並の値を示しているが、雨の降り始めを除けば、

日本は雨が多いこともあって濃度が薄くなるので、今のところ目立った森林被害

はあまり報告されていない。関東地方北西部では、スギ林の成長が減退しており、

酸性雨の影響であるとも考えられているが、標高100m以下に被害が分布している

こと、老齢大径木に被害が集中していることもあり、地下水位の低下など他の要

因の影響であるという説もある。恐らく、実際は、いろいろな要因が複合的に作

用しているのであろう。現実の環境問題の中には、原因を特定することが困難な

問題が多い。原因を実証できなくても、事態を改善するために、総合的に対処す

る必要がある。

５－５．酸性霧

雨は、降り始めほど、小さな雨滴ほど酸性が強い。赤城山系では、標高1,000m

～1,400mのシラカバの葉が一様に黄変するという被害があったが、これは霧がよ

く発生する地帯と一致するので、酸性霧の影響ではないかと考えられている。酸

性霧によると思われる森林被害は、丹沢、乗鞍などでも報告されている。
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第１章 森林資源と私たちの暮らし

６．日本の森林資源

６－１．日本の森林面積

日本の森林面積は、 約2,500万haであって、国土のほぼ３分の２に相当する。

このうち、人工林は約1,000万ha、天然林は約1,400万haであり、 残りの約100万

haは、伐採跡地や岩石地、崩壊地などである。また、 国有林は約800万ha存在し、

森林面積の約30％、国土面積の約20％を占めている。

一方、国民一人当たりの森林面積について見てみると、日本は人口が多いので

0.2haと少なく、世界平均の0.7haの約３分の１にすぎない。

日本は、先進国で、かつ、人口密度が高い国でありながら、森林面積が国土の

約３分の２を占めるという大変特異な森林国である。江戸時代の森林政策、明治

以降の砂防工事などにより、日本の森林が守られてきたという歴史があり、これ

はこれで大いに誇りにしてよい。しかし、日本人だけが森林を守る努力をしてき

たからであるというような勘違いをしてはいけない。日本の森林は、主に、山間

地に存在し、傾斜が急であるとか、放牧地には適さないという理由によって、今

まで開発が見送られてきたにすぎない。日本の森林は大部分が山林なのである。

６－２．日本の森林蓄積

日本の森林蓄積は、1990年３月末現在で、約31億m である。このうち人工林の３

蓄積は約16億m 、天然林の蓄積は約15億m である。日本の森林蓄積は、世界の森３ ３

林蓄積の約１％を占めている。

日本の森林蓄積は、人工林、天然林とも、年々増加しており、1986年から1990

年までの４年間では、年平均で約7,000万m 増加していた。 人工林は、第二次大３

戦後に植林した森林が成長の旺盛な時期に入っているため、過去４年間に、年平

均で約6,000万m 増加していた。 天然林は、かつての薪炭林の広葉樹林を中心と３

して、過去４年間に、年平均で約1,000万m 増加していた。３

人工林の年成長量は、日本の製材の年需要量にほぼ匹敵する量である。ただし、

森林蓄積の増加は、帳簿上の話であり、森林が健全に育っていればの話である。
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６．日本の森林資源

６－３．日本の林業の現状

戦後に植林したスギ、ヒノキの人工林が、そろそろ伐採時期に達してくるので、

国産材時代が到来すると言われている。しかし、日本の森林資源の管理を担って

いる林業は、外材の大量輸入による産業の空洞化のため、大いに疲弊している。

現代の日本林業が抱える主な問題点は、

①木材価格の低迷（外材主導の価格形成、円高の影響、代替材の進出）

②経営コストの上昇に伴う収益性・採算性の悪化

③経営意欲の減退と林業生産活動の停滞

④不十分な森林管理（間伐・枝打ちの遅れや中止）による森林の質の低下

⑤他産業分野との所得格差の拡大

⑥林業就業者の減少と高齢化、および後継者不足

⑦不在村森林所有者の増加

⑧山村の過疎化と地域社会崩壊の懸念

などである。これらの問題は、日本が経済大国になったことに伴う産業構造の転

換の波として押し寄せてきているものであり、林業関係者の努力だけでは如何と

もしがたいものが多い。木材が必要であれば、安い外材を輸入すればよいではな

いか、という論理は、次の二つの視点を欠いた暴論である。一つは、外材が安い

のは為替レートの関係や、木材輸出国で略奪的な林業が横行しているためであり、

もう一つは、森林は木材を生産するだけでなく、環境財としての公益的な役割も

果たしており、環境は輸入できないということが見過ごされていることである。

６－４．日本の木材輸入

現在、日本の木材自給率は約25％にまで低下している。熱帯地域から輸入され

るものは南洋材、北米からのものは米材、ロシアからのものは北洋材と呼ばれて

いる。日本は世界最大の木材輸入国であり、外国からは、日本は自国の森林資源

を温存して世界の森林資源を食い荒らしていると見られている向きもある。しか

し、温存でないことは上述の通りである。外材の大量輸入は、木材輸出国の森林

や環境を破壊しているだけでなく、日本の森林も劣化させている。
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第２章 森林計画の基礎概念

第２章 森林計画の基礎概念

１．森林計画とは

第１章に示したように、森林には多様な機能がある。近年は、特に、森林の公

益的な機能を高度に発揮することが求められている。森林の大切さについては、

既に多くの人によって理解されていることと思う。しかし、世界の森林資源の現

状を見てみると、発展途上国では森林の開発や破壊が進み、先進国では酸性雨や

手入れ不足による森林の劣化が進行している。森林を破壊した結果、環境破壊の

悪循環に陥ってしまっている地域もある。これらの現実は、森林を計画的に持続

的に利用することが、如何に難しいことであるかを物語っている。第２章からは、

森林計画の考え方と技術を学ぶ。

１－１．森林計画が必要とされる理由

森林や林業には以下のような特徴があるので、森林を適切に計画的に維持管理

し、その資源や機能を有効に利用する必要がある。

①森林は生態系の中心を成し、周辺の環境に大きな影響を及ぼしている。

②森林が持っている国土保全や水資源のかん養などの公益的な機能は、地域

社会の生活や経済と密接に結びついている。

③森林が成長するまでには長い年月がかかるので、森林の取り扱いを誤ると、

その影響は長期に及ぶ。

④森林は再生可能な資源なので、適切に取り扱うことにより、森林資源を持

続的に利用することができる。

⑤林業では、栄養体である幹を収穫するが、幹の成熟期は自然には定まらな

いので、経営者が伐採時期を決定しなければならない。

⑥林業では、伐採してよい木と、残しておくべき木との区別が明瞭ではない

ので、目先の利益を優先した無秩序な伐採が行われやすい。
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１．森林計画とは

１－２．森林計画の課題

森林計画では、森林を一から造成するための計画を作成することはまずない。

既に存在する複数の森林を、どの様に利用し、どの様な形で次の世代に引き継い

でいくかという計画を立てることが多い。

林業は自然の力を利用して樹木を育てる仕事なので、農業のように肥料を撒い

たり潅漑したりすることはほとんど行われていない。どこにどの様な樹木を植え

たらよいかということは、その土地の自然条件に応じてほぼ決まっていると言っ

てよい。また、どの様な森林に仕立てるのかについても、その場所が林道から遠

いか近いか、傾斜が急か緩やかかといった立地条件や作業条件に応じておおよそ

決まってくる。したがって、育林計画については森林経営者が選択できる余地は

少ない。通常、森林経営者は、それぞれの条件に即した育林計画を用意しており、

それらは育林体系、または施業体系、あるいは保育形式と呼ばれている。

森林を伐採した跡地は、翌年には植林され、その後は育林体系に従って育林が

行われるのが普通である。よって、伐採時期を定めてやると伐採跡地に植林する

森林の育林計画の開始時期が定まり、その森林の将来の計画はほぼ決まってしま

う。したがって、森林計画を作成する場合は、「いつ」、「どこを」、「どれだ

け」伐採するかを決めることが要点となる。

森林計画の中心課題は、伐採を計画的に行い、森林資源を食い潰さないように

することにある。これを「収穫規整」または「収穫予定」という。20世紀の初頭

に活躍したドイツの林学者ワーグナーWagnerは、「森林経理学の任務は、森林を

場所的に時間的に秩序づけることである」といっているが、この言葉に、森林計

画の課題は要約されている。なお、森林経理学とは、森林計画学の昔の名称であ

る、と取りあえず言っておこう。実は、両者の名称の間には微妙な意味の違いが

あるのだが、これについては後で説明する。

森林計画の中心課題は、伐採計画を立てること、すなわち「収穫規整」
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１－３．森林計画の実践

森林を管理するには、森林計画を立てるだけでは不十分である。計画は実行さ

れなければならないし、実行可能なものでなくてはならない。そして、実行され

ているかどうか、適切な計画であったかどうか、定期的に点検し、見直されねば

ならない。この点検、見直しを「照査」という。

森林管理の実践は、調査、評価、予測、計画、実行、照査を計画期間ごとに繰

り返していくことである。そして、このなかで照査が一番大切な役割を果たす。

森林のように基本的に重要であり、広域かつ長期に影響が及ぶものの取り扱いは

慎重の上にも慎重を期さねばならない。少しずつ実行し、経験を積み重ねていく

ことが大切である。なお、調査とは、Forest Inventoryと呼ばれるものであり、

森林資源の現況調査のことである。 Inventoryとは棚卸しという意味である。ま

た、計画期間の長さは、５年が一般的である。

１－４．森林計画の階層構造と計画期間

国家百年の大計という言葉がある。森林計画の場合も、森林の成長が遅いこと

と、森林の重要性を考えると、百年、あるいはそれ以上の大計である必要がある。

しかし、百年の大計を百年間忠実に実行するのかというとそうではない。森林計

画は、定期的に見直され、修正されていくものである。

森林計画では、計画を、長期、中期、短期の３段階に分けている。

長期計画は、100年後、200年後といった長期的な見通しを与えるものであって、

100年後なら100年後の目標状態を設定し、それを実現するための伐採面積や伐採

量の大枠を定めるものである。中期計画は、長期計画で定めた伐採面積や伐採量

を基準にして、伐採箇所を具体的に定めるものである。中期計画の計画期間は、

次の照査が行われるまでの期間であって、通常５年間である。短期計画は、業務

計画や労務計画に関する詳細な計画であって、実行者を具体的に定めるものであ

る。週あるいは旬単位の計画が毎年作成される。

長期計画と中期計画は、一定期間（通常５年）ごとに、照査や森林調査の結果

をふまえて作成される。短期計画の作成は、現場に一任するのが一般的である。
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１－５．森林計画の指導原則

長期計画の目標は、森林経営の目的や、時代や地域社会の要請に応じて変わっ

てくる。特に、森林には各種の機能があるので、どの機能に重点をおくかによっ

て異なってくる。しかし、森林計画を作成するにあたっては、考慮すべき幾つか

の原則があり、それらは指導原則と呼ばれている。代表的なものは、保続原則と

収益性原則である。

【保続原則】林学では以前からsustainabilityを保続と訳してきた。保続原則

とは、一言で言うと、森林を持続的に利用するべしという原則である。保続の思

想は既に16世紀のドイツの森林令に見られ、18世紀初頭には保続という用語が用

いられるようになった。保続原則は、林業経営では、毎年の収穫量をほぼ均等に

し、これを永久に保ち続けることと理解されてきた。近年は、木材収穫以外の社

会的な効用についても、将来にわたり持続的にかつ最適に利用できるようにする

ことと解釈されている。

【収益性原則】林業経営も経営である以上、他の経営体と同様、利潤の最大化

を志向するべきであるという原則である。一般に、資本を有効に使っているかど

うかの尺度である資本利益率で評価される。なお、収益と利益を混同しないこと。

経常利益 収益（売上高） － 費用
総資本経常利益率＝ ＝

総資本 総資本

【経済性原則】林業では、林地や生育途上の森林の評価が難しいので総資本を

きちんと把握することが困難である。よって、資本利益率の代わりに費用収益率

を使うことがある。総資本回転率＝費用／総資本が一定の場合は、費用収益率の

極大は資本利益率の極大に一致する。［練習問題］このことを証明しなさい。

収益（売上高）
費用収益率＝

費 用

【その他の原則】その他の指導原則としては、労働生産性原則、土地生産性原

則、公共性原則、合自然性原則などがある。公共性原則とは、国民経済学の立場

に立ち、国民または地元住民の経済的福祉の増進を最大限度に達成しようとする

原則である。
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《ちょっと考えてみよう》

差と比
資本利益率や費用収益率、あるいは労働生産性などは、いずれも比の値の

極大化を志向しているが、なぜ、比なのであろうか。差ではいけないのだろ

うか。以下の例で、少し考えてみよう。

費用収益率で考えることにする。いま、２種類の経営があったとしよう。

それらを経営Ａ、経営Ｂとし、その内容は次の表の通りであるとする。

経営体 費 用 収 益 利 益 費用収益率

Ａ 10万円 1,000万円 990万円 100倍

Ｂ 1,000万円 10,000万円 9,000万円 10倍

経営Ｂは、経営Ａと比較すると、費用収益率は小さいが、実際の利益は大き

い。どちらの経営の方が望ましいのであろうか。費用収益率だけで判断する

と、経営Ａの方が望ましいことになる。本当にこれでいいのであろうか。

実は、この例では、費用が異なるので、単純に比較する訳にはいかない。

いま、経営者の立場になったとして、費用に最大 1,000万円までつぎ込める

ことができるとしよう。経営Ａを選択した場合、残りの 990万円をどう使う

かがキーポイントとなる。仮に、残金 990万円が 8,010万円以上の利益をあ

げられないのなら、経営Ｂを選択する方が有利となる。

資本利益率や費用収益率は、資本や費用を効率的に使うための指標にすぎ

ず、絶対的なものではない。また、これらの比率は、生産活動における金銭

の入力と出力だけに関するものであり、いわゆるフローを解析することがで

きても、ストックについては無力である。森林はその存在自体に多大の価値

がある。そのストックを評価することなく、フローだけで経営方針を選択す

るのは、全体への配慮や慎重さを欠いた意思決定であるといえる。
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１－６．森林経理学と森林計画学

森林経理学とはForsteinrichtungの訳語である。ドイツ語の辞書を見てみると

Einrichtungは、処理、手配、配置、整理、家具の備え付け、組織すること、調

整などの意味がのっている。つまり、部屋に家具や調度をしつらえるように、生

活や仕事の、環境やファンダメンタルズを最適な状態に調整したり、組織化する

ことである。一方、経理という言葉を国語辞典で引いてみると、おさめ整えるこ

と、特に、金銭・財産の事務処理や管理、とのっている。よって、森林経理学と

いう訳語は、森林をおさめ整えることという意味を表しており、真に、適切な訳

であったといえる。

しかし、経理という言葉は、現代では、もっぱら、金銭・財産の事務処理や管

理という意味で使われており、森林経理学という名称では、その実体が伝わらず、

誤解を招きかねないというのも事実である。その理由によるのであろうか、幾つ

かの大学では、昨今の機構改革で、森林経理学という講座名が、森林計画学など

に変更になっている。仕方がないと思う反面、残念である。

森林経理学と森林計画学とでは、その意味するところが微妙に違う。既に述べ

たように、森林管理の実践は、調査、評価、予測、計画、実行、照査を計画期間

ごとに繰り返すことであって、計画だけでは、成り立たない。ところが、森林計

画学という名称では、森林計画を作成するための技術的な側面ばかりが強調され

るような気がして心配している。最初の森林計画をしっかりと立てることも大切

であるが、計画の対象となる森林は生物であり絶えず変化しているので、アフタ

ーケアが一層重要である。やはり、照査まで含んだものでなくてはならない。

林学は、もともと、官房学として始まった。つまり、王様や封建領主の森林を

守り、管理するためのものであった。当時は、森林は日常生活と密接に結びつい

ていたので、殿様は領民の生活を安定させるためには、森林を適切に管理しなけ

ればならなかった。保続原則が生まれたのも、当然のことであった。森林経理学

というのは、まさに、森林をおさめ整えるための理論と技術を追求するもので、

総合的なものであり、典型的な実学である。本書の題名は、森林計画学入門であ

るが、中身は、森林経理学入門のつもりで書いている。
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２．森林の種類と分類

一口に森林と言っても、森林には実に様々な種類がある。それは、森林を構成

する樹木に多くの種類があり、また、それらの種の組み合わせ方が多様であると

ともに、森林の育林方法や伐採方法、さらに、森林の利用目的と利用方法などが

多様であるからである。この節では、森林計画の基礎として、森林の種類とその

名称の代表的なものを紹介する。以下、各種の基準にしたがって、日本の森林を

分類してみよう。

２－１．森林の生物学的分類

【針葉樹林、広葉樹林】森林は、針葉樹林と広葉樹林に大きく二分されるが、

進化の歴史では、針葉樹が先に出現し、広葉樹が後である。針葉樹と広葉樹とで

は、枝葉の展開の仕方に大きな違いがあり、針葉樹が幹や枝を愚直にまっすぐに

伸ばしていくのに対して、広葉樹は空いている空間に向かって臨機応変に枝を伸

ばしていく。よって、まっすぐな丸太を生産するには針葉樹の方が都合がよい。

また、一般に、材質は、針葉樹は軟らかく、広葉樹は硬い。針葉樹と広葉樹がま

ざりあって生育している森林は針広混交林と呼ばれている。

【照葉樹林、夏緑樹林】気候帯で区分すると、日本の森林は、亜熱帯林、暖帯

林、温帯林、亜寒帯林に分けられるが、温度条件ばかりでなく水分条件も考慮に

いれて、亜熱帯多雨林、照葉樹林、夏緑樹林、針葉樹林の４つの群系に区分する

のが一般的である。照葉樹林はタブノキ、スダジイ、アカガシなどの常緑広葉樹

林を優占種とする森林であり、夏緑樹林はブナ、ミズナラなどの落葉広葉樹を優

占種とする森林である。

【常緑広葉樹林、落葉広葉樹林】広葉樹林は常緑広葉樹林と落葉広葉樹林に二

分されるが、常緑広葉樹林には、熱帯雨林、照葉樹林、硬葉樹林がある。気候は

大陸の東側と西側とでは異なり、大陸の東側には照葉樹林が、西側には硬葉樹林

が分布する。落葉広葉樹林は、温度条件の良い夏に葉をつける夏緑樹林と、水分

条件の良い雨期に葉をつける雨緑樹林に類別される。
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２－２．森林の林学的分類

つぎに、人為の影響や林業と関連させて、森林を分類する。

【人工林、天然林】森林は、成立の仕方によって、人工林と天然林に大きく二

分される。人工林は、植林したり、種を蒔いたり、挿し木をしたりして、人工的

に成立させた森林である。一方、天然の力を利用して後継樹を成立させることを

天然更新というが、天然更新によって成立した森林を天然林という。天然更新に

は、自然に落下した種から発芽する天然下種（てんねんかしゅ）更新、切株から

芽が出る萌芽（ぼうが）更新などがある。なお、天然林を手入れしたものは育成

天然林と呼ばれ、人工林とはしない。

【原生林、天然生林】天然林は、原生林と天然生林に分かれる。天然生林とは、

一部の樹木が伐採、利用されたあと、自然の力で回復した森林のことであって、

大部分の天然林はこれに分類される。二次林とは、伐採や火災などで一度森林が

破壊されたあとに、自然に再生し、二次遷移の過程にある森林のことをいう。

【単純林、混交林】森林を樹種構成に応じて分類すると、同一の樹種だけから

構成される単純林と、複数の樹種によって構成される混交林に分けられる。

【同齢林、異齢林】樹齢の構成に応じて、同齢林と異齢林に分けられる。

【若齢林、高齢林】森林の年齢を林齢というが、これは森林が成立してからの

経過年数を表す。植栽林の場合は植栽した年を１年として数え始めるので、苗木

の年齢（苗齢）と林齢との和が樹齢となる。幼齢林、若齢林、壮齢林、高齢林、

老齢林などの言葉もあるが、林齢によって分類するのではなく、成長の旺盛さに

よって区分している。山火事のあとに一斉に再生した森林（山火再生林）や植栽

林では林齢は明確であるが、天然生林などでは林齢という概念は存在しない。

【単層林、複層林】樹木の上部に広がる枝葉の集まりを樹冠というが、樹冠は

光合成が行われる大切な部分なので、その階層構造の違いに基づいて森林を分類

することがある。単一な樹冠層を持つ森林は単層林と呼ばれ、複数の樹冠層から

構成されている森林は複層林と呼ばれる。複層林は二段林や多段林の総称である。

【一斉林、不斉林】一斉林は、樹冠の高さに大きな差がなく林冠がほぼ一様で

ある森林のことをいう。そうでない森林は不斉林と呼ばれている。
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【皆伐林、漸伐林、択伐林】森林を伐採方法で分類した場合は、一般に、皆伐

林、漸伐林、択伐林の３通りに区分される。

皆伐とは、森林内のすべての樹木を一度に伐採して収穫する方法であり、伐採

跡地が直ちに更新されることを前提としている。更新は人工植栽するのが一般的

である。経済的には最も効率がよい伐採方法であり、大部分の林業では、この方

法で伐採が行われている。ただし、大面積の皆伐は、環境への影響が大きい。

漸伐とは、成熟木を数回に分けて伐採して収穫する方法であって、その間に天

然下種更新を図り、母樹の庇護下で稚樹を育て、稚樹がある程度大きくなった段

階ですべての母樹を伐採する。日本では、ほとんど例を見ない。

択伐は、つねに、森林内の一部の樹木のみを伐採して収穫する方法であって、

高度な技術と集約な管理を必要とし、伐出経費もかさむが、環境への影響が小さ

い方法である。一般に、天然林や複層林で用いられる伐採方法である。

【高林、低林】森林を育林目標、あるいは、その具体的な内容である育林作業

法でわけた場合は、高林、中林、低林、および竹林に分類される。

高林は、柱や板などに使われる用材の生産を目的とした森林である。背の高く

なる木で構成され、高齢になってから伐採される。喬林（きょうりん）ともいう。

低林は、萌芽更新による森林のことで、矮林（わいりん）ともいう。一般には、

薪や炭に使われる燃材の生産を目的とする森林であって、背の低い木で構成され、

20年から30年という短い周期で皆伐が繰り返される。

中林は、高林と低林を組み合わせた森林であるが、ほとんど例を見ない。

竹林は、地下茎更新によるものであり、成長が早いという特徴を有する。

【同齢単純林、異齢混交林】スギやヒノキの人工林は同齢単純林であり、一斉

林で単層林であって、普通は皆伐高林である。北海道にあるような天然林は異齢

混交林であることが多く、複層林であって、一般には、択伐高林である。

里山や都市近郊林の中には、昔の薪炭林が放置されたままになっているものが

多いが、それらの森林は同齢の天然林であって広葉樹の混交林である。しかし、

長い間利用されていないので、実態としては、異齢林へ、複層林へと、少しずつ

植生の遷移が進んでいる。
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２．森林の種類と分類

２－３．森林の社会学的分類

最後に、人間社会との関係で森林を分類する。

【国有林、民有林】所有形態の違いによる区分では、国有林と民有林に大きく

二分される。民有林は、都道府県有林や市町村有林などの公有林や、個人や会社、

各種団体、組合などが所有する私有林などからなる。よって、民有林と私有林は

区別して使う必要がある。

【制限林、普通林】森林法や都市計画法などの法令により立木の伐採が制限さ

れている森林を制限林という。民有林では、制限林に指定されていない森林を普

通林という。

【国土保全林、木材生産林】国有林では、森林を、その機能によって、国土保

全林、自然維持林、森林空間利用林、木材生産林の４つに区分しており、水源か

ん養機能はすべての森林が保持するものとしている。

【自然休養林】国有林のレクリエーションの森には、自然休養林などがある。

【保安林】公益的機能に関連する森林の名称としては、水源かん養保安林や土

砂流出防備保安林など17種類の保安林があげられるが、水源林や防風林といった

言葉も一般によく使われている。

【分収林】森林経営において、土地所有者と造林者および費用の負担者が異な

る場合があり、関係者の間で将来の収益を分かちあう契約を結ぶことがあるが、

そのような森林を分収林という。分収契約では収益の分配率を定めるが、その理

由は、森林の成長には長い年月を要するので前もって収益の分配額を確定してお

くことは実際問題としては難しいからである。

【入会林】入会（いりあい）林野とは、一定地域の住民の間で林野を共同利用

する権利、すなわち入会権が認められている特定の山林原野のことである。入会

権は昔からの慣習であるので、近代化の名のもとに、所有権等の権利関係を整備

するための法律が定められている。

【里山林、都市近郊林】第四次全国総合開発計画（四全総）の中では、森林は

人間生活との関わりによって、奥山天然林、人工林、里山林、都市近郊林の４種

類に分類されている。
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第２章 森林計画の基礎概念

３．森林計画における場所の概念

【森林】森林は樹木が集団で生育している所と理解されているが、厳密な定義

は以外に難しい。樹木がまばらに生えている場所を疎林というが、疎林を森林に

含めるかどうかで森林資源量なども大きく変わってくる。

森林法では、林地と林木を合わせて森林と定義している。なお、林木とは、森

林内に生育する樹木のことであって、立木（りゅうぼく）ともいう。林地のみの

場合でも、伐採跡地のように森林として利用される予定の土地は森林に含める。

しかし、岩石地、崩壊地、林道敷などは除地といい、森林に含めない。

【林地】林地は、立木地と無立木地に大きく二分され、無立木地は、さらに、

伐採跡地と未立木地に分けられる。未立木地とは、樹木がまばらにはえている土

地であって、樹冠を地面に投影したときの面積割合が30％未満の土地である。

なお、樹冠が隙間なく地面を覆っている状態をうっ閉（ぺい）しているという。

【林相】森林の形態や様相を林相という。

【林分】林相がほぼ一様であって、周囲の森林と区別される森林を林分（りん

ぶん）という。林分は森林を管理する場合の基本単位となる。

【事業区】森林計画では、森林は、事業区、林班（りんぱん）、小班（しょう

はん）に区画される。事業区は独立して事業を営む区域であり、森林計画は事業

区ごとに作成される。

【林班】林班は森林を半永久的に固定的に区分するときの区画であり、一般に、

尾根や沢などの天然の地形線や道路などを境界とする。

【小班】小班は林班の内部を一時的に区分するときの区画である。本来は林分

ごとに小班を割り当てるべきであるが、小班の内部をさらに区分して枝番号を割

り振り、それを林分と対応させていることも多い。小班は一時的な林相区分なの

で、細分や合併も可能である。一般に、皆伐の時の伐採の単位とする。

【伐区】伐採している、あるいは、伐採しようとしている区域。

【伐採列区】森林を風害から保護するために、一連の伐区や林分を主風の方向

に林齢の勾配をつけて配列させたもの。風上に、より若い林分を配置させる。
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４．森林計画における時間の概念

４．森林計画における時間の概念

【林齢】森林の年齢。植栽林の場合は植栽した年を１年として数え始める。

【齢級】森林の寿命は長いので、林齢をある一定の年齢階ごとにまとめた齢級

が使われることも多い。齢級の幅は普通は５年である。齢級はローマ数字で表示

し、１年生から５年生までをⅠ齢級とする。

【分期】森林計画は長期の計画なので、全計画期間をいくつかの期間に分けて、

その期間ごとに伐採量などの数量を定める。この分割された期間を分期という。

分期の長さは、齢級の幅と一致させるので、普通は５年である。

【伐期齢】林業では幹などの栄養体を収穫するので、種子を収穫する米作など

と異なり、自然の収穫期というものがない。よって、皆伐作業や漸伐作業の場合、

森林経営者は、伐採時期を経営者自身の責任において決定しなければならない。

林木が順調に成長している場合の、伐採が予定されている林齢を伐期齢という。

【伐採齢】実際に伐採されたときの林齢を伐採齢という。

【輪伐期】皆伐あるいは漸伐された森林が更新され、再度伐採されるまでの期

間をいう。普通は、同じ種類の森林の平均値で表す。分期の倍数にすると計画を

立てやすい。皆伐高林作業では、伐期齢と更新期間の和が輪伐期となるが、一般

に、伐採の翌年には植林されるので、輪伐期と伐期齢は一致することが多い。

【回帰年】択伐林において、同一の森林区画が再度択伐されるまでの期間をい

う。択伐された林分が、択伐直前と同程度の状態に回復するまでの期間の平均値

を基準とする。回帰年の長さは、択伐の内容に応じて変わる。

伐期齢の決め方については、様々な考え方がある。代表的なものの名前を

あげると、生理的伐期齢、工芸的伐期齢、材積収穫量最多の伐期齢、土地純

収益最高の伐期齢、森林純収益最高の伐期齢、収益率最高の伐期齢、労働生

産性最高の伐期齢などがある。それぞれの伐期齢は、後述するように、森林

経営の目標や経営者の立場の違いに応じて適切に使い分ける必要がある。
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第２章 森林計画の基礎概念

５．森林施業

５－１．森林施業の内容

【施業】（せぎょう）。森林を育てたり管理するために、保育や伐採などの人

手を加えることを施業という。その作業や、森林の取り扱いそのものを、施業と

いうこともある。林業は自然の力を利用して樹木を育成しているので、自然への

働きかけという意味で、施業という言葉が使われている。

【保育】森林が成林するように育てることを保育という。保育には、地拵え、

植栽、補植、下刈り、蔓切り、除伐、枝打ち、間伐などがある。以下に、皆伐高

林の場合について概説する。

【地拵え】（じごしらえ）。これは植栽の下準備であって、雑木や雑草を刈り

払い、植栽や下刈りなどの邪魔になるものを整理する作業である。

【植栽】春または秋に行う。スギやヒノキの場合は、一般に３年生の苗を植え

る。植栽密度は育林目的によって異なるが、普通は、ha当たり3,000本～6,000本。

【補植】一般に、植栽の翌年に行われるもので、枯れた苗や、兎や鹿にかじら

れてしまった苗を植え替える。

【下刈り】（したがり）。幼木への日当たりと風通しをよくするために、また、

幼木の根曲がりを防ぐために、下草などを刈り取ること。通常、夏に２回行われ

る。植栽後の数年間にわたって、苗木の高さが草丈より高くなるまで実施される。

全刈り、条刈り（すじかり）、坪刈り（つぼかり）などの方法がある。

【蔓切り】（つるきり）。葛などの蔓性の植物が絡まっているのを取り除く。

【除伐】（じょばつ）。形質の悪い木や侵入木など、不用な木を取り除く作業。

【枝打ち】（えだうち）下枝や枯枝を切り落とす作業。節のない付加価値の高

い材を得るために行われる。立木当たりの葉量を減少させることになるので、年

輪幅を狭くする効果もある。

【間伐】（かんばつ）。いわゆる間引きであって、立木密度を疎にすることに

よって、成長競争を緩和し、残存木の成長を促すものである。立木当たりの生育

面積が増加するので、年輪幅を広くする効果がある。
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６．作業級

【主伐】（しゅばつ）。伐期に達した森林を伐採し、収穫すること。

【育林体系】施業方針に対応して、一定の保育形式が採用されるが、それを体

系的のまとめあげたもの。施業体系ともいう。

５－２．優良材の条件

優良材の条件は、丸太の径級によって、若干異なるが、①完満（かんまん）、

②通直（つうちょく）、③真円（しんえん）、④無節（むぶし）、⑤均一な年輪

幅（2～3mm）、⑥色・つや、である。なお、完満とは、丸太の元口と末口で直径

の差があまりないものをいい、小径の柱材生産では、通直や真円とともに重要視

される条件である。大径材になるにしたがい、通直性などの重要度は小さくなる。

６．作業級

【作業法】森林の伐採、更新、保育などに関する森林の取り扱い方法、ならび

に、その体系を作業法という。大別すると、伐採方法には、皆伐、漸伐、択伐の

３種類があり、更新方法には、人工更新と天然更新がある。

【作業種】伐採方法や更新方法などの作業の組み合わせに対応して森林の形態

が異なるので、林型によって作業法を分類したものを作業種という。作業種には、

大別すると、高林作業、中林作業、低林作業の３種類があるが、これを伐採方法

によって細分し、皆伐高林作業、択伐高林作業、皆伐低林作業などと表現する。

【作業級】樹種、作業法、輪伐期の３要素がほぼ等しく、森林を管理するとき

に同一の取り扱いができる林分の集団を作業級という。作業級は、森林施業の基

礎単位であり、作業級ごとに森林を保続するのが原則である。

作業級とは、樹種、作業法、輪伐期の３要素がほぼ等しく、施業上同一の

取り扱いができる林分群のこと。保続の単位。
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第３章 収穫規整

第３章 収穫規整

前章で述べたように、森林計画の中心課題は、伐採を計画的に行い、森林資源

を食い潰さないようにすることにあった。これを収穫規整または収穫予定という。

林学における持続の概念、および、それの具体的な実行方法である収穫規整法は、

過去 200年余りの林学の歴史の中で、失敗を繰り返しながらも、より実行可能な

ものへ、より確実なものへと変化してきた。本章は、その流れを整理して、林学

における持続の概念ならびに収穫規整法の発展経過を紹介する。

なお、最適な育林体系や輪伐期は既に求めてあるものとして話を進める。育林

体系については、後で、成長予測に関連して概説し、輪伐期論は次章で展開する。

１．区画輪伐法

区画輪伐法は、最も単純で、最も古い収穫規整法である。すでに14世紀の古文

書には記録されており、18世紀の半ばまで広く行われていたという。この方法は、

森林面積 haを、森林が伐採されてから再び成林し伐採されるまでの年数、すなＦ

わち、輪伐期の年数 年に等分し、毎年一区画（ ha）ずつ順番に伐採してｕ Ｆ／ｕ

いく方法である。おもに薪炭林などの広葉樹林に対して適用された。広葉樹は根

株から萌芽更新をするので、伐採跡地は自然の力で数十年後には森林に回復した。

区画輪伐法の特徴は、１年間に利用する森林の場所と面積を厳格に定めて固定

化したことと、萌芽更新を利用していたために、森林の再生がほぼ確実であった

ことにある。また、伐採が許されている森林の所在が誰の目にも明らかであった

ので、違法な伐採を発見しやすいという利点もあった。しかし、土地の地味など

の条件の違いにより、毎年の収穫量は一定ではなかったし、また、数十年先の伐

採箇所が予め定められているという硬直的な計画であったため、人口の増加に伴

う需要の増大に対応することは到底不可能であった。

区画輪伐法と同様の考え方は世界各地にあり、日本には番山制度などがあった。
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２．材積配分法

２．材積配分法

中世の頃までは、まだ身近に天然林が残っており、森の中から有用な木を伐り

出してくるという林業が主であった。森林には大小様々な大きさの木が生えてお

り、燃材として利用する場合は、立木の径級の違いはほとんど気にならないが、

用材として利用する場合は、一定の大きさ以上の立木がどのくらいあって、毎年、

どれだけの量を伐採してよいかが問題となった。有用な大径木は森の中に散在し

ているので、区画輪伐法のような伐採箇所の指定だけでは、適切な伐採割り当て

を行うことは難しかった。また、そのような大径木は数が少なく、たちまち過伐

になるという傾向があった。

ベックマン（Beckmann）は、林木を、収穫可能な成木と、そうでない未成木と

に分け、少なくとも、現在の未成木が成木に成長するまでの期間は、現在の成木

を伐り尽くさないようにしなければならないと考え、次のような「材積配分法」

（1759）を提案した。いま、現在の成木の蓄積を m とし、これが毎年一定の成Ｖ ３

長率 で成長するものと仮定する。現在の成木を一定期間（ 年）内に毎年均等ｐ ｕ

な量（ m ）ずつ収穫するとすれば、毎年の収穫量はＥ ３

uＶ･ｐ･(１＋ｐ)
Ｅ＝ u(１＋ｐ) －１

で与えられる。この方法では、現在の成木はちょうど 年後に伐採され尽くしてｕ

しまうが、その後には、現在の未成木の一部が成木に達していると考えている。

材積配分法は、成長率 を一定にし、数列の和の公式を適用しているなど、形ｐ

式的な面もあるが、毎年の許容伐採量に理論的な根拠を与えたという点で、高く

評価できる。実際の年標準伐採量は、この数値を参考にして、経営者が決める。

V(1＋p)－E証明 １年目の終わりの蓄積は

（V(1＋p)－E）(1＋p)－E２年目の終わりの蓄積は

……………………… ……………………

uｕ年目の終わりの蓄積は E((1＋p) －1)uV(1＋p) － ＝ ０
p
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３．平分法

３－１．分期

産業革命の進展により、製鉄所や製塩所、ガラス製造所等で、石炭が燃料とし

て使われるようになると、薪や木炭といった燃材の需要が減り、替わりに炭坑の

坑木や鉄道の枕木等に使われる用材の需要が増大した。燃材の場合は量が問題に

されるが、用材の場合は丸太の長さと太さが問題になる。しかし、各々の森林か

ら収穫される用材の質や量は、森林によって、さらに、森林の成長段階によって、

大きく異なるので、用材の収穫量を毎年均等にすることは非常に困難であった。

よって、収穫量の年変動はやむを得ないものとし、ある一定期間内の用材の収穫

量を一定にしようとした。この一定期間は「分期」と呼ばれた。分期の期間の長

さは、当初は20年であったが、現在では５年が普通である。

また、伐採箇所についても、区画輪伐法のように固定的に機械的に指定するの

ではなく、各々の森林を森林資源の内容に応じて各分期に割り当てた。

持続の概念は、この時代以降、毎年の量を均等にするという考え方から、分期

ごとの量を均等にするという「平分法」の考え方に変化したのである。

３－２．材積平分法

各分期の材積収穫量を均等にするということは、実際には、なかなかの難問で

あった。なぜなら、用材の量は林齢によって異なるので、その林分をいつ伐採す

るかで収穫量が変わってくるし、また、森林を伐採せずに残しておいた場合と、

伐採跡地に植林した場合とでは成長量も変わってくるからである。

1795年に、ハルティッヒ（Hartig）は、それまで試みられていた方法を体系化

し、「材積平分法」と呼ばれる収穫規整法を発表した。この方法は、以下のよう

な方法で、分期ごとの収穫量を均等にしようとしたものである。

まず、各林分を適正な伐期齢で伐採することにし、現在の林齢に応じて各分期

に割り振る。つぎに、各林分の成長量も加味して、各分期の収穫量を計算する。

当然、各分期の収穫量は異なるので、一部の林分の伐採分期を繰り上げたり繰り
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下げたりすることによって調整し、分期ごとの収穫量が出来る限り均等になるよ

うにする。この場合、各林分の成長を予測する必要があるが、いずれも分期の中

央で伐採されるものと仮定して計算する。これらの計算を試行錯誤的に行うので

あるが、年標準伐採量 m ／yrの目安を、Ｅ ３

Ｖ Ｚ
Ｅ＝ ＋

ｕ ２

とした。ただし、 は蓄積の合計量、 は輪伐期、 は成長量の合計量である。Ｖ ｕ Ｚ

この式の誘導については、後で、法正蓄積法のところで説明する。

1819年、プロシア国国有林は材積平分法を採用した。

３－３．面積平分法

材積平分法は、計算が面倒であったばかりでなく、成長量をどの様に査定する

かで、年標準伐採量も大きく変化した。ザクセン州のコッタ（Cotta）は、 面積

を基礎にした収穫規整法の方が、より実践的で、保続もより確実であると考え、

1804年に「面積平分法」を提唱した。この方法は、老齢な林分から順に伐採する

という方針のもとに、分期ごとの伐採面積を均等にしようとしたものである。

面積平分法は、最初の輪伐期間は収穫量が必ずしも均等にはならないという欠

点があったものの、計算は簡単であり、また、１輪伐期後には、常に伐期齢で伐

採されることになるので分期ごとの収穫量が安定するという長所があった。

３－４．折衷平分法

なお、19世紀に広く用いられた方法は「折衷平分法」であり、この方法は、面

積平分法を用いて各分期の伐採面積を定めた上で、第１分期と第２分期の収穫量

が均等になるように調整したものであった。

ハルティッヒの考え方はあまりに理想的であり、その方法は実行可能性に欠け

るものであった。一方、コッタは、収穫量を持続させる代わりに伐採面積を持続

させるという割り切った考え方を示した。そのため面積平分法は実践性に富み、

多くの支持を得て折衷平分法へと引き継がれていったのである。
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４．齢級法

面積平分法や折衷平分法では、高齢な森林から順に伐採に割り当てることが多

かった。よって、計画立案者の関心は、各々の森林を各分期に機械的に割り当て

る長期計画よりも、第１分期の伐採計画等を具体的に定める中期計画に注がれた。

保続の確保については森林の年齢構成などに関して将来の見通しがついていれば

よしとし、むしろ、森林の現況を考慮に入れて中期計画を主体とする森林計画を

分期ごとに作り直すことの方が重要であると考えたのである。このような考え方

に基づく収穫規整法は「齢級法」と呼ばれた。

齢級法は、1811年、コッタ自身によって提唱されたことに始まる。中期計画で

は、林分の適正配置に特に注意が払われた。というのも、対象となった森林はト

ウヒの針葉樹高林であって、風害を受けやすかったからである。森林を場所的に

秩序付けることが目標に加えられ、伐採列区を作るための伐採が優先された。

齢級法の登場により、森林計画は、実践的な中期計画を分期ごとに作り直して

いくという考え方に変わっていった。その時代背景としては、産業革命の進行に

伴い、長期計画を策定した前提条件が著しく変化していったことにあると思われ

る。折衷平分法も、こうした流れに沿って登場してきたものであろう。

《区画輪伐法・面積平分法・齢級法の比較》

いま、全森林面積を ha、輪伐期を 年とすると、年標準伐採面積は、Ｆ ｕ

区画輪伐法、面積平分法、齢級法、いずれの場合も haとなる。では、Ｆ／ｕ

これら３つの方法の違いはどこにあるのであろうか。区画輪伐法では、遠い

将来に至るまで、どの森林を伐採するかが決められており、伐採箇所の面積

は haである。面積平分法では１輪伐期間の伐採箇所が指定されているＦ／ｕ

ｎが、伐採箇所は分散しており、１分期間の伐採面積の和は、分期の長さを

とすると、 haである。 齢級法では１分期間の伐採箇所だけが指定ｎ･Ｆ／ｕ

されており、それらの伐採面積の和は haである。ｎ･Ｆ／ｕ
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５．林分経済法

５．林分経済法

19世紀も後半になると、資本主義の発達に伴い、林業においても収益性が重視

されるようになった。老齢林が多い森林に齢級法を適用すると、一部の老齢林は

第２分期まで伐採されずに残る。老齢林は成長が衰えているので、そのような森

林はなるべく早く伐採して、成長の旺盛な若い森林に置き換えた方が、経済的に

は有利である。1871年に、ユーダイヒ（Judeich）は、 個々の森林を経済的に最

も有利な時期に伐採することを原則とする「林分経済法」を発表した。

林分経済法では、伐採の優先順位を次のように定めている。

①離伐：ある林分の風上に、より高齢な林分がある場合は、その高齢林の風

下側の一部を伐採し、跡地に幼齢林を成立させる。こうした目的の

ための伐採を「離伐」という。離伐が行われ幼齢林が成立した後で

あれば、高齢林の残りを全部伐採しても、風が、風下の林分に直接

吹き込むことは軽減される。

②明らかに成熟期に達している林分

③森林の場所的秩序付けのために必要な伐採。たとえば、伐採列区の造成。

④成熟しているかどうかがはっきりしない林分。指率で判定する。

ここで、「指率」とは、林分の伐採時期の判定に使われる指標であって、その

考え方は、その林分をそのまま成長させたときの利回りが、経営者が念頭に置い

ている利回りよりも小さい場合は伐採するというものである。いま、林齢 年のｔ

時の立木価格を 、 年の時の立木価格を 、林地の価格を 、管理資Ａ ｔ＋ｎ Ａ Ｂt t+n

本を とすれば、 年間の複利による利回り は、次式で与えられる。Ｖ ｎ ｗ

n
Ａ ＋Ｂ＋Ｖt+n

ｗ＝ － １
Ａ ＋Ｂ＋Ｖt

林分経済法では、伐採跡地が再造林してあれば森林の保続は守られていると見

なしていた。ユーダイヒは、小面積の私有林経営には林分経済法を適用して構わ

ないが、大面積の場合は木材市場や労務を配慮する必要があると述べている。
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６．法正林

森林計画を作成する場合、目標となる森林を設定する必要があるが、当時の人

々が考えていた理想的な森林は、法正林と呼ばれるものであった。この節では、

法正林の概念について説明し、次の節では、現実の森林を法正林に近づけるため

の収穫規整法について説明する。

６－１．法正林

森林資源は再生可能な資源であるので、上手に維持管理すれば、持続的に利用

することができる。毎年、一定量の木材を永久に供給し続けることができる森林

は「法正林」と呼ばれている。法正林は理想像であって、現実には、ほとんど存

在しないものであるが、19世紀のドイツを中心とした林学者達は、法正林の性質

や、現実の森林を法正林に誘導するための方法について、いろいろと研究した。

19世紀に考えられていた法正林は、

森林面積ha 伐期に至るまでの各林齢の林分が等

面積ずつ存在する森林であった。こ

の条件を法正齢級分配という。左の

現 図に示したように、伐期 年で皆伐ｕ

在 された林分は直ちに植栽されて翌年

には１年生の林分となり、その他の

林分は１年間に一つずつ歳を取るの

で、１年生であった林分は２年生に

なり、２年生であった林分は３年生

に、そして －１年生であった林分ｕ

翌 は 年生になるので、１年後も法正ｕ

年 林が実現することになる。これを永

久に繰り返せば、毎年一定量の木材
１ ２ ３ 年 林齢ｕ

を永久に収穫できることになる。
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６－２．法正林の条件

法正林の内容を具体的に表す条件として、以下のようなものが考えられていた。

①法正齢級分配：伐期に至るまでの各林齢の林分が等面積ずつ存在すること。

②法正林分配置：各林分の位置関係が適切であること。特に、伐出、更新、

保護（風害、寒害）等の面で、適正に配置されていること。

③法 正 蓄 積 ：各林分がその林齢に相応する正常な蓄積を持っていること。

④法正成長量 ：各林分がその林齢に相応する正常な成長をしていること。

３m

こうした条件を満たしている森林

材 は法正状態にあると呼ばれていた。

左の図に示したように、法正状態で

は、各林分の成長量を合計したもの

は、最高齢（ 年）の蓄積量に等しｕ

積 く、それはすなわち、毎年の収穫量

に等しいことになる。よって、毎年

成長量だけを収穫し、これを永久に

繰り返すことができる。

１ ２ ３ 年 林齢ｕ

６－３．法正林思想

法正林の条件のうち、法正齢級分配は、区画輪伐法や、面積平分法、そして、

齢級法で１輪伐期が経過した後に一応達成されるものである。よって、法正林の

概念は、持続的な林業経営をするための目標状態として、古くから念頭に置かれ

ていたものであった。 1826年、フンデスハーゲン（Hundeshagen）は法正林につ

いて理論的な基礎研究を発表し、1841年、カール・ハイエル（Carl Heyer）は法

正林の概念を明確にし、法正林思想を完成させた。
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７．法正蓄積法

７－１．法正蓄積法とは

区画輪伐法、材積平分法、面積平分法、折衷平分法、齢級法、林分経済法など、

これまで説明してきた収穫規整法の多くは、収穫時期と収穫量ならびに伐採箇所

を指定するものであった。しかし、一方では、これらの収穫規整法とは全く別系

統の収穫規整法として、法正蓄積法があった。

法正蓄積法は、法正林の蓄積および成長量と、現実林の蓄積および成長量との

関係を表す公式を想定し、現実林を法正林に導くよう毎年の標準伐採量を定める

収穫規整法の総称である。

法正蓄積法を今までの収穫規整法と比較してみると、次の二つの特徴をあげる

ことができる。一つは、森林の現有蓄積と法正蓄積とを比較することによって年

標準伐採量を定めていることであり、このことは、現有蓄積が予想外の変化をす

れば年標準伐採量を見直すということであって、森林経営は経営環境の変動に対

してより柔軟に対応できるようになっていた。もう一つの特徴は、伐採の対象と

なる森林の選定を現場に任せた点にある。森林は多様で一律に取り扱えないもの

であるから、現場の判断を重視したのである。

法正林が実現すれば持続的な林業経営ができるということが、理論や計算では

示されたが、実際に、現実の森林を法正林に改造しようとすると、長い年月を要

し、また、その途中で、災害や病虫害によって森林が破壊されるであろうことは

容易に想像されたので、法正林を築くことは、実際には不可能なことであった。

また、森林の齢級構成が著しく偏っている場合、老齢林を伐採しないとか、ある

いは、若齢林を伐採するといった経済的な犠牲も大きかった。そこで、現実林の

蓄積を、法正林の蓄積に近付けることが森林経営の目標にされたのである。

法正蓄積法は、多くの人によって、いろいろな方法が提唱されてきたが、法正

林と現実林とを比較する方法で分類すると、差で比較する方法と、比で比較する

方法との、２系統に大別することができる。本書では、それぞれの代表的な方法

について、その基本的な考え方を説明する。
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７－２．法正蓄積の定義

法正林が持っていると考えられる理想的な蓄積を法正蓄積という。いま、輪伐

期 年の法正林が haあるとする。すなわち、各林齢の森林が１haずつあるとすｕ ｕ

る。林齢 年の蓄積が m /haであるとすれば、この法正林の法正蓄積 m は、ｔ ｖ Ｖ３ ３

t N

Ｖ ＝ ｖ ＋ｖ ＋ｖ ＋ ……… ＋ｖ ＋ｖN 1 2 3 u-1 u

で与えられる。ただし、これは haの法正林の場合である。この様に、法正蓄積ｕ

は輪伐期の長さによって異なる。上の式は、 年目の成長が終了している場合なｕ

ので、秋の法正蓄積と呼ばれている。 年目の蓄積 を入れない場合を春の法ｕ ｖu

正蓄積という。普通は、春と秋の平均値である夏の法正蓄積を用いる。

７－３．法正蓄積の求め方

法正蓄積の求め方としては、次の３つの方法がある。

①ha当たりの伐期収穫による方法

法正蓄積は、材積成長曲線を原点から林齢 年まで積分した場合の面積にｕ

相当するが、これを、横 年、縦 m /haの三角形の面積で近似した推定法ｕ ｖ ３

u

ｕ Ｖ ＝ ｕ･ｖ ／２である。すなわち、 haの法正蓄積 N u

②ha当たり伐期平均成長量 による方法ｚ

ha当たり伐期平均成長量 が推定できていれば、それを 倍したものが、ｚ ｕ

ha当たりの伐期収穫になるので、上記①の方法を適用する。

③収穫表による方法

収穫表とは、森林の成長経過を表に示したものである。間伐の時に間伐さ

れる木を副林木、残される木を主林木というが、いま、収穫表が 年毎に記ｎ

載されているとし、 齢階の主林木材積を 、副林木材積を 、主副林in ｖ ｄin in

木材積合計を とすれば、 haの夏の法正蓄積 は、次式で表される。ｍ ｕ Ｖin NS

ｖ ｄ ＋ｄ ＋…＋ｄu 1n 2n uＶ ＝ ｎ（ｖ ＋ｖ ＋… ＋ｖ ＋ ＋ ）NS 1n 2n u-n ２ ２

ｍ ｄ ＋ｄ ＋…＋ｄu 1n 2n u-n＝ ｎ（ｍ ＋ｍ ＋… ＋ｍ ＋ － ）1n 2n u-n ２ ２
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７－４．カメラルタキセ法

林学は、もともと、官房学として始まったが、1788年には、オーストリア皇室

法の中に、森林の評価基準として、カメラルタキセ法が制定された。この方法は、

その後、収穫規整法としてドイツに紹介され、広く応用されるようになった。

カメラルタキセ法の年標準伐採量 m ／年はＥ ３

Ｗ ＮＶ － Ｖ
Ｅ ＝ Ｚ ＋

ａ

で与えられる。ここで、 は年当たりの成長量を全森林について合計したものでＺ

あり、 は現実林の蓄積の合計、 は法正蓄積である。また、 は改良期と呼Ｖ Ｖ ａＷ Ｎ

ばれ、 年後に現実林の蓄積の合計が法正蓄積になることを目指している。ａ

全森林の年当たりの成長量 については、当初は、伐期平均成長量の和とされＺ

ていたが、現在では、伐期平均成長量の和とする説と、毎年の成長量（連年成長

量という）の和とする説の２説がある。伐期平均成長量は伐期収穫を伐採年で割

ることによって得られるので、比較的簡単に、実績に基づいて直接的に推定でき

る。一方、連年成長量は林齢によって変化するので推定は難しい。通常、連年成

長量は収穫表から推定されるが、収穫表を使うという点で間接的であり、また、

収穫表そのものの精度もあまり高くないので、計算が面倒な割には、推定精度が

高いとは言えない。連年成長量を用いる方法を採用すると、若齢林が多い場合は、

伐期平均成長量を用いる方法よりも伐採量が多くなり、老齢林が多い場合は、よ

り少なくなるので、年標準伐採量の変動は大きくなる。どちらが正しいとは言え

ないが、どちらを使うにせよ、法正蓄積を伐期平均成長量から推定したのであれ

ば、成長量も伐期平均成長量を使うというように、統一をとるべきである。

７－５．数式平分法

伐期平均成長量を使うカメラルタキセ法で、改良期 を輪伐期 に等しくするａ ｕ

と次式の数式平分法が導かれる。［練習問題］このことを証明しなさい。

Ｖ ＺＷ

Ｅ ＝ ＋
ｕ ２
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７．法正蓄積法

７－６．フンデスハーゲン法

1826年、法正林を研究していたフンデスハーゲン（Hundeshagen）は、 以下の

ような公式を発表した。

ＮＥ
Ｅ ＝ Ｖ ×Ｗ

ＮＶ

ここで、 は現実林の蓄積の合計、 は収穫表から求めた法正蓄積、 は収Ｖ Ｖ ＥＷ Ｎ Ｎ

穫表の伐期林分材積から求めた、法正林の毎年の収穫量である。なお、法正林の

特性により、 は法正成長量に等しい。この式は、現実林の利用率（ の にＥ Ｅ ＶＮ Ｗ

対する比）を、法正林の利用率（ の に対する比）に等しくするという仮定Ｅ ＶＮ Ｎ

から導き出される。

フンデスハーゲン法は、現実林の成長量を予測する必要がないので、きわめて

簡単な収穫規整法である。しかし、法正状態にいつ到達するかは明らかでない。

この方法は、理論上の興味の対象として有名になったが、実地に応用されること

はほとんどなかったようである。

なお、この方法は既に1787年に パウルゼン（Paulsen）によって発表されてい

たが、フンデスハーゲンはそのことを知らずに発表したようである。

７－７．マンテル法

1852年、マンテル（Mantel）は、フンデスハーゲン法の法正蓄積や法正収穫量

に、伐期平均成長量から求めた推定式を代入し、次式を得た。

ＷＶ
Ｅ ＝

ｕ

２

この方法によれば、毎年の標準伐採量は、現存蓄積を輪伐期の半分の長さで割

ったものとして与えられる。フンデスハーゲン法と同様、現実林の成長量を査定

する必要がないこと、ならびに、法正蓄積などが式に表れてこないので収穫表が

ない場合でも適用できるという利点があり、簡便さもあって、広く応用されたよ

うである。［練習問題］マンテル法の式を誘導しなさい。
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第３章 収穫規整

８．成長量法

カメラルタキセ法では、毎年の標準伐採量は、全森林の年当たりの成長量と、

現実林の蓄積合計を法正蓄積に誘導するための修正項との和として表されていた。

ここで、現実林の蓄積合計が法正蓄積にほぼ等しい場合を考えてみると、毎年の

標準伐採量は、全森林の年当たりの成長量にほぼ等しいことになる。よって、森

林の齢級構成が著しく不法正でない場合は、成長量を、収穫量の基準に据えるこ

とができる。

成長量法とは、森林の現状にほぼ満足しており、その状態を維持しながら森林

を持続的に利用したい場合の収穫規整法であって、成長量に見合った量を伐採し

ようとするものである。

８－１．マルティン法

マルティン（Martin）は、1836年、以下のような年齢平均成長量法を発表した。

いま、各林分の現在の材積を 、各林分の林齢を 、各林分のその年齢におけｖ ｔi i

る平均成長量を とすると、森林全体の年齢平均成長量 は、ｚ Ｚi

ｖ ｖ ｖ1 2 3
Ｚ ＝ ＋ ＋ ＋ …………

ｔ ｔ ｔ1 2 3

＝ ｚ ＋ ｚ ＋ ｚ ＋ …………
1 2 3

で与えられるので、これを毎年の標準伐採量とするものである。

この方法は、輪伐期や法正蓄積を必要とせず、計算も簡単であるが、各林分の

現存調査を必要とする。したがって、各林分の蓄積調査がきちんと実行してあれ

ば、それぞれの林分の成長状況を反映した結果になるので、有効な収穫規整法に

なりうる。しかし、収穫表の値を用いて算定したとするならば、求めた結果は机

上のものであり、他の法正蓄積法よりも特に優れている訳ではない。

年齢平均成長量は、老齢林が多い場合は、実際の連年成長量の和よりも大きく

なり、逆に、若齢林が多い場合は、小さくなるので、現実林の蓄積合計は、どち

らの場合も、法正蓄積に近づいていくことになる。
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８．成長量法

８－２．成長率法

この方法は、現実林の蓄積合計 に成長率 をかけたものを成長量 とし、Ｖ ｐ Ｚｗ

これを標準伐採量とするものである。すなわち、

Ｚ ＝ Ｖ × ｐｗ

である。成長率法は、択伐林や複層林によく適用されている。

ここで、成長率は、標準的な立木の年輪幅をサンプル調査し、その結果から立

木の枯損率などを差し引くことによって査定される。年輪幅の解析方法としては、

樹幹解析法や成長錐用いる査定法などがある。

この方法も、輪伐期や法正蓄積などを必要とせず、計算も簡単であり、皆伐林

にも択伐林にも適用できるという利点があるので、幅広く応用されている。しか

し、年輪幅の解析は、立木の破壊や損傷を伴うものであるので、そう度々は実行

できない。よって、どうしても、以前に求めた成長率を流用しがちである。した

がって、この方法も、成長率の採用が恣意的になりやすく、そういう意味では安

全弁がなく、机上の空論に陥りやすい。

また、成長率は、成長段階や成育環境に応じて変化するものであるから、一般

的に言って、その査定は難しい。

８－３．照査法

この方法は、1880年に、ビオレイ（Biolly）がスイスの択伐林に適用した方法

であって、定期的な森林調査とそこから得られた経験に基づいて、個々の林分の

伐採量を定めるものである。いま、ある林分の期首の蓄積を 、 期末の蓄積をＶB

、 その期間内に伐採された材積を とすれば、その期間の実際の成長量はＶ ＮE

Ｚ ＝ Ｖ － Ｖ ＋ ＮE B

で与えられるが、この実績をもとに、次期の伐採量を決定する。

従来の収穫規整法が、伐期平均成長量や収穫表などから予想される見込みの成

長量をもとに、毎年の標準伐採量を決めていたのに対して、照査法は、その林分

の過去における成長の実績を重視しており、この点が、いままでの収穫規整法と

決定的に異なる。なお、照査法は重要なので、第５章で詳しく説明する。
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第４章 最適輪伐期論

第４章 最適輪伐期論

前章の収穫規整法では、輪伐期 は既知のものとして取り扱ってきた。しかし、ｕ

輪伐期にどの様な値を採用するかによって、毎年の標準伐採量や伐採面積あるい

は法正蓄積は大きく変わってくる。輪伐期の決定はそれほど重要な問題である。

輪伐期には、幾つかの種類があり、それぞれの経営目的や考え方がある。特に

問題になるのは、経済的に合理的な最適輪伐期の決め方である。これについては、

約150年にも渡り、 論争が続いており、未だに決着はついていない。その理由は

価値観に関わる問題であるからである。

１．生理的輪伐期

自然的輪伐期ともいう。林木の寿命が生理的につきる直前の年齢を伐期齢とす

るものである。個々の林木の寿命にはばらつきがあり、それを正確に予測するこ

とは不可能であるが、種レベルでは、おおよその平均寿命が知られているので、

これを参考にして、平均寿命よりも短めの、区切りの良い数字を伐期齢とする。

また、別の考え方として、天然更新に最適な林齢を伐期齢とする場合もある。

すなわち、発芽力が旺盛な種子が生産される林齢や、萌芽力が旺盛な林齢を、伐

期齢とするものである。

２．工芸的輪伐期

利用的輪伐期ともいう。目的とする用途に対して、最も適当な大きさあるいは

材質に達する林齢を伐期齢とするものである。ただし、林木の成長にはどうして

もばらつきが生じ、挿し木苗のように同じ遺伝子を持つ場合でも、個々の林木に

優劣が生じるので、全体のうちの何パーセントの林木が基準の大きさに達した時

点を工芸的輪伐期にするのかという問題が常につきまとう。
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３．材積収穫量最多の輪伐期

３．材積収穫量最多の輪伐期

一定の林地から供給される木材の総収穫量を最多にする林齢を輪伐期とするも

のである。これは、単位面積当たりの、年当たりの平均成長量を最大にする林齢

に等しい。なぜならば、その林地で、その樹種で、その作業法で、永久に育林と

収穫を繰り返していく場合、総収穫量を最多にすることは、単位面積当たりの平

均成長量を最大に保つことと等しいからである。

材積収穫量最多の輪伐期を求めるための図解法は以下の通りである。すなわち、

横軸に林齢、縦軸に単位面積当たりの

材積をとった平面に、材積成長曲線を

単 描き、原点から材積成長曲線に接線を

位 引く。接点のｘ座標を表す林齢が、求

面 める伐期齢である。なぜなら、平均成

積 長量は、単位面積当たりの材積 を林Ｖ

当 齢 で割ったものであるから、これをｕ

た で表すことにすれば、tanθ

Ｖ Ｖり
tanθ＝

ｕ材

積 となり、平均成長量 の大小は、tanθ

原点からの角度 の大小と対応するのθ

で、角度 が最大になる林齢が、平均θ θ

成長量最大の林齢になる。すなわち、

林齢 原点から材積成長曲線に接線を引いたｕ

ときの角度が最大になるからである。

材積収穫量最多の輪伐期は、木材を持続的にできる限り最大に供給しようとす

るものであり、国民経済的な立場に立つ輪伐期である。日本の林野庁は、この輪

伐期を採用しており、良質な木材を安価に大量に供給することを目的としている。
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第４章 最適輪伐期論

４．利子計算に使われる諸公式

純収益などの経済的な指標を最大にする輪伐期について考察する場合には、利

子計算や割引率に関する基礎知識が必要になる。ここでは、利子計算に使われる

諸公式について説明する。

４－１．単利算と複利算

最初の元金に対してだけ利子を計算し、その利子に対しては利子をつけない場

合を単利算、一定期間ごとに利子を元金に繰り入れ、その元利合計に対して利子

を計算する場合を複利算という。いま、最初の元金が 円、利子率 、期間を 、Ｖ ｐ ｎ

元利合計を 円とすると、それぞれ次の式で表される。Ｎ

Ｎ＝Ｖ（１＋ｎ×ｐ）単利算の元利合計

nＮ＝Ｖ（１＋ｐ）複利算の元利合計

４－２．後価式と前価式

資金を一定期間複利で運用した場合の元利合計 を後価といい、その時の最初Ｎ

の資金 を前価という。上記の複利算の公式そのままであるが、Ｖ

nＮ＝Ｖ（１＋ｐ）後価式

nＶ＝Ｎ／（１＋ｐ）前価式

４－３．有限定期利子の後価合計と前価合計

現在から 年毎に の利子があり、それが 回続いたときの後価合計 は、ｍ Ｒ ｎ ＳＮ

級数の公式より、

m･nＲ（（1＋p） －１）
Ｓ ＝Ｎ m（1＋p） －１

となり、その前価合計 は、利率 で 年割り引いた次式となる。Ｓ ｐ ｍ×ｎＶ

m･n
ＮＲ（（1＋p） －１） Ｓ

Ｓ ＝ ＝Ｖ m･n m m･n（1＋p） （（1＋p） －１） （1＋p）
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４．利子計算に使われる諸公式

４－４．有限連年利子の後価合計と前価合計

毎年の終わりに の利子があり、それが 年間続いたときの後価合計 は、ｒ ｎ ＳＮ

上記の有限定期利子の式で ＝１とおいた場合である。ｍ

nｒ（（1＋p） －１）
Ｓ ＝Ｎ

ｐ

また、その前価合計 も同様に次式で表される。ＳＶ

nｒ（（1＋p） －１）
Ｓ ＝Ｖ n（1＋p） ×ｐ

４－５．無限連年利子の前価合計

毎年の終わりに の利子が永久にある場合の前価合計 は、 つぎの様に考えｒ ＳＶ

る。 前価合計 を年利率 で１年間運用したときの利子が であり、その利子Ｓ ｐ ｒＶ

を受け取ってしまい、元金に繰り入れないとすると、毎年 の利子を永久に受ｒ ｒ

け取ることができるから、

Ｓ ×ｐ＝ｒＶ

よって、

ｒ
Ｓ ＝Ｖ

ｐ

この式は、毎年一定の収益が得られる資本価を求めるものであるから、資本価式

あるいは還元価式と呼ばれ、大変重要な式である。

４－６．無限定期利子の前価合計

ｍ Ｒ Ｓ Ｓ ｐ年毎に の利子が永久にある場合の前価合計 は、前価合計 を年利率Ｖ Ｖ

で 年間運用したときの利子が であるから、ｍ Ｒ

mＳ ×（（１＋ｐ） －１）＝ＲＶ

よって、

Ｒ
Ｓ ＝Ｖ m（１＋ｐ） －１
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第４章 最適輪伐期論

５．土地純収益最高の輪伐期

５－１．土地純収益説誕生までの歴史

産業革命が進行し、燃料源が木炭から石炭に替わるにつれ、森林経理の目的も、

燃材の保続生産から、用材販売による収益の追求へと変化していった。燃材生産

の場合は、萌芽更新による低林作業が主であったので、造林費を必要としなかっ

たし、封建制度の下では、植林する場合でも、領民に夫役（ぶやく）として植え

させることができたので、造林費はほとんど問題にならなかった。しかし、用材

需要の高まりから針葉樹の一斉造林が盛んになると、貨幣経済や市場経済が発達

してきたこともあって、造林費を無視することができなくなってきた。

林業の収益性については、まず、コッタが1804年に簡単な複利計算を導入して

基礎を築いた。ハルティッヒは1812年に将来の収穫に対する前価を単利計算によ

って求めている。 1813年、ケーニヒ（Konig）は土地収穫価を発表し、「林価算

法」と呼ばれる理論の創始者となった。1819年、コッタは前価計算に複利計算を

用いた。1830年頃から、複利計算が一般に用いられるようになり、1842年にはケ

ーニヒによって数学書が発行された。1849年には ファウストマン（Faustmann）

によって、ケーニヒの土地収穫価を改正した土地期望価の理論が発表されるにい

たった。1858年にはグスタフ・ハイエル（Gustav Heyer）が論文の中で、1859年

にはプレスラー（Pressler）が著書の中で、土地からの純収益が最大になるよう

に経営すべきであるという土地純収益説を唱え、ファウストマンの土地期望価を

最大にするような輪伐期が最も合理的であると主張した。

５－２．土地期望価

林業は造林と伐採を繰り返すものである。伐期までに得た総収入から生産費の

総額を差し引いたものは、その期間にその土地から得られた純収益であり、これ

は輪伐期ごとに得られる。この純収益をもとに複利計算によって前価を算出した

ものが土地期望価である。いま、林齢 年における主伐収入を 、 林齢 年にｕ Ａu ａ

おける間伐収入を 、 造林費の前価合計を 、年管理費を 、年利率を とすＤa Ｃ ｖ ｐ
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５．土地純収益最高の輪伐期

ると、土地期望価 は次のような数式で表される。Ｂu

すなわち、林齢 年時点での純収益を求め、これを無限定期利子とみなして、ｕ

その前価合計を求める。 uｖ（(1＋p) －１）u-a uＡu ＋ ∑Ｄa(1＋p) － Ｃ(1＋p) － ｐ
Ｂu ＝ u(１＋ｐ) －１

u-a uＡu ＋ ∑Ｄa(1＋p) － Ｃ(1＋p) ｖ
＝ －u(１＋ｐ) －１ ｐ

５－３．土地純収益説

土地純収益説は、林地から最大の純収益をあげるように経営すべきであるとい

う説であり、言い換えれば、林地に帰属すると考えられる純収益の前価、すなわ

ち、土地期望価が最大になるように経営しなければならないという説である。土

地純収穫説ともいう。この様にして求められた伐期齢は理財的伐期齢ともいう。

上の式に示されている通り、土地期望価 は年利率 の影響を大きく受け、Ｂu ｐ

年利率が大きくなるにしたがい、土地期望価が最大となる輪伐期 は短くなる。ｕ

よって、森林経営者は、輪伐期を決める前に、年利率を決める必要に迫られるこ

とになる。しかし、どのような年利率が適切であるかの判断は難しい。この年利

率は、正しくは割引率と呼ばれるもので、林学では特に林業利率と言っている。

林業利率の決め方については後で詳しく検討するが、一般には林業利率が恣意的

に決められる恐れがあり、この点が第一に問題となる。

第二の問題は、林業利率を常識的な値に定めたとしても、一般に、土地純収益

説による輪伐期は常識的な輪伐期よりも短伐期になるという点である。

1865年のドイツ農林業者大会で、ユーダイヒ（Judeich）は プレスラーの土地

純収益説を支持する演説をしたが、会場の賛同はほとんど得られなかったという。

土地純収益説は、純粋な理論としては高く評価されたが、現実に適用しようとす

ると、あまりに短伐期になりすぎ、その結果として伐採量が増えすぎるので、支

持されなかったのである。その後、森林純収益説との間で、純収穫論争が 100年

以上の長きにわたって展開することになる。
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第４章 最適輪伐期論

６．森林純収益最高の輪伐期

森林純収益説は、森林純収穫説とも呼ばれ、次式で示される値を最大にするよ

うな林齢を輪伐期とする説である。ただし、記号は、土地純収益説と同じである。

Ａu＋∑Ｄa－Ｃ－ｕ×ｖ

ｕ

土地純収益説と比較すると、利子計算が含まれていないのが特徴である。この

式の内容は極めて素朴なので、実際のところ、この式がいつの時代から使い始め

られたのかは不明であるが、19世紀後半には、この簡素な式が、意識的にボルク

グレーヴェ（Borggreve, 1878）らによって提唱された。 その理由は、法正林で

はこの式が経済的にも合理的であるからである。

すなわち、いま、輪伐期 年の法正林が haあるとする。法正林からの毎年のｕ ｕ

収入は、主伐収入の と、間伐収入の和 である。一方、毎年の支出は、造Ａu ∑Ｄa

林費 と haの年管理費 である。これだけの収入と支出が haの法正林にＣ ｕ ｕ×ｖ ｕ

対して生じるので、単位面積当たりの純収益は上の式で与えられることになる。

法正林では、毎年、収入と支出があるので、年利率による利子を考慮する必要が

ない。以上が、森林純収益説の論拠である。

森林純収益説では、林業利率が使われていないので、輪伐期が客観的に定まる

という利点がある。森林純収益説の輪伐期は、一般に長伐期であって、 100年以

上になる。現実に採用されている輪伐期よりも長くなる傾向があるが、理想とす

る法正林の輪伐期であるので、概ね好意的に受け取られ、現場の森林官や林業家

から多数の支持を得た。

以上見てきた通り、土地純収益説、森林純収益説の両説とも、十分に納得がい

き、合理的なものである。しかしながら、最適な輪伐期は、前者が極端な短伐期

になり、後者が極端な長伐期になるという大きな違いがあった。よって、妥協す

ることもできずに、論争がずっと続き、なかなか決着がつかないでいる。土地純

収益説は、裸地に造林したものを収穫するという、林分を単位とした説であり、

森林純収益説は、法正林という森林を想定した説であるので、本来土俵が異なる。
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７．森林純収益率最高の輪伐期

７．森林純収益率最高の輪伐期

これは、法正林の森林資本に対する、法正林からの純収益の比率を最高にする

輪伐期である。単に、収益率最高の輪伐期とも呼ばれる。いま、輪伐期が 年で、ｕ

haからなる法正林があるとする。ha当たりの地価を とすると、 haの地価はｕ Ｂ ｕ

となり、これに法正蓄積の価格 を加えたものが、法正林の森林資本となｕ×Ｂ Ｎ

る。一方、法正林からの純収益は、森林純収益説と同様に考えればよい。よって、

Ａu＋∑Ｄa－Ｃ－ｕ×ｖ

ｕ×Ｂ＋Ｎ

を最大にするような輪伐期が収益率最高の輪伐期となる。なお、一般の森林につ

いても同様に考えることができるが、実際には森林価の評価が難しい。

資本に対する純収益の比を大きくするには、分子の純収益を大きくするように

努力するのが正当な経営であるが、分母の資本を小さくすることで達成しようと

する場合があるので注意を要する。この輪伐期は、一般に、短伐期になる。

８．労働生産性最高の輪伐期

シュパイデル（Speidel，1967）は、 投入労働量当たりの純収益が最大となる

年齢を伐期齢とする説を唱えた。これは、次式を最大にするような輪伐期である。

Ａu'＋∑Ｄa'－Ｖ－Ａ

ｕ×∑ｔ

ただし、 は市場価で表した主伐収益、 は市場価で表した間伐収益の合Ａu' ∑Ｄa'

計、 は物財費で、材料など他産業から購入した品の価格、 は機械・設備の減Ｖ Ａ

価償却費、 はha当たりで表した純労働時間の伐期までの総和、 は輪伐期で∑ｔ ｕ

ある。

林業では、投入労働力は幼齢時に多く壮齢期以降は少ないので、この輪伐期は

一般に高伐期になる。労働生産性という新しい尺度を導入した点は高く評価でき

るが、機械・設備の進歩に伴い労働生産性も変化するので、なお検討を要する。
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９．森林総収益最高の輪伐期

９－１．金員総収益最高の輪伐期

総収益額、すなわち、総粗収益を最高にする輪伐期である。造林費が不要であ

ったり、夫役や自家労働で造林した場合の式である。いま、林齢 年における主ｕ

伐収入を 、 林齢 年における間伐収入を とすると、Ａu ａ Ｄa

Ａu＋∑Ｄa

ｕ

を最大にするような輪伐期である。これは、材積収穫量最多の輪伐期において、

材積量を販売額、すなわち、材積量×材積単価に置き換えた場合の式に相当する。

９－２．国民経済的輪伐期

金員総収益最高の輪伐期では、費用が考慮されていないという問題がある。し

かし、費用は、それを支払う立場からすれば支出であるが、受け取る立場からす

れば収入であり、販売額であるので、全生産過程を通しての純収益は、最終製品

の粗収益に一致する。林業の場合は、最終製品は木材市場で取引される丸太であ

ると考えられるので、いま、市場価で表した主伐収益を 、市場価で表した間Ａu'

伐収益の合計を とすれば、∑Ｄa'

Ａu'＋∑Ｄa'

ｕ

を最大にするような輪伐期は、国民経済的に意味のある輪伐期となる。このよう

にして求めた輪伐期を、レンメル（Lemmel, 1925）は、国民経済的輪伐期と呼び、

シュパイデル（Speidel, 1967）は、社会経済的輪伐期と呼んだ。

９－３．森林総収益最高の輪伐期

金員総収益最高の輪伐期と国民経済的輪伐期は、数式としての表現は形式的に

同じであり、ともに、森林総収益最高の輪伐期と呼ばれている。前者は封建制度

等のもとで、後者は丸太の市場価で考えた場合に、初めて経済学的な意味をもつ。
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１０．林業利潤率最高の輪伐期

１０．林業利潤率最高の輪伐期

平田種男は「林業とは、森林において、計画的・連年的に丸太を伐出（販売）

し、立木を育成するわれわれの営みである。」（1983）ととらえ、輪伐期を、丸

太販売の過程までも含めて考えるべきであると主張している。

従来の森林純収益説は、立木売りの林業経営の場合の式であるので、これを丸

太売りの場合に直すと次式のように表される。

Ｅu＋∑Ｅa－Ｃ－ｕ×ｖ－ｔ

ｕ

ただし、 は林齢 年における主伐による丸太収入、 は林齢 年における間Ｅu ｕ Ｅa ａ

伐による丸太収入、 は造林費の前価合計、 は年管理費、 は伐出費である。Ｃ ｖ ｔ

ところで、 haの法正林を経営するには、毎年、 の費用を要すｕ Ｃ＋ｕ×ｖ＋ｔ

るが、これを で表すことにする。そして、毎年の純収益の、毎年の費用に対すｋ

る比率を求め、これを単位面積当たりの値で示すと、

Ｅu＋∑Ｅa－ｋ

ｕ・ｋ

と表される。これを最大にする輪伐期は、林業利潤率最高の輪伐期と呼ばれ、林

業利潤の土地生産性および資本生産性を意味するものである（平田種男，1964）。

１１．林業収益率最高の輪伐期

林業利潤率の式において、国民経済的な理由から、分子の費用 を削除すると、ｋ

単位面積当たりの費用収益率の式、

Ｅu＋∑Ｅa

ｕ・ｋ

が得られる。これを最大にする輪伐期は、林業収益率最高の輪伐期と呼ばれる。

この輪伐期は、地域全体の利益についての土地生産性および資本生産性を表して

いるので、地域林業の輪伐期を示すものである（平田種男，1964）。
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１２．内部収益率最高の輪伐期

１２－１．内部収益率

内部収益率とは、便益と費用の現在価値を等しくするような投資の収益率であ

る。 Internal Rate of Returnの訳であり、頭文字を取ってＩＲＲと略されるこ

とが多い。いま、 年後まで続くプロジェクトにおいて、 年後の便益を 、ｕ ｔ Ｂt

費用を とし、割引率を とすると、内部収益率は、Ｃt ｒ

u Ｂt u Ｃt
∑ ＝ ∑t tt=1 （１＋ｒ） t=1 （１＋ｒ）

の関係を満たすような割引率のことである。

内部収益率は、プロジェクトの純現在価値をゼロにするような割引率であると

も言える。また、内部収益率は純現在価値を非負にする割引率の中で最大の割引

率である。

内部収益率を求めるには、割引率 を少しずつ変化させては計算してみるといｒ

う試行錯誤的な方法を行うしかないが、コンピュータを利用すれば容易に求める

ことができる。

１２－２．内部収益率最高の輪伐期

裸地に造林する林業に内部収益率を適用すると、プロジェクトの期間 年が輪ｕ

伐期に相当し、便益は主伐収入と間伐収入、費用は、造林費 と、年管理費 、Ｃ ｖ

毎年の地代 になる。よって、ｂ

u(ｖ＋ｂ)((1＋r) －１)u-a uＡu＋∑Ｄa（1＋r） Ｃ（1＋r） ＋
ｒ

＝u u（１＋ｒ） （１＋ｒ）

の関係を満たす割引率のうち、最大の割引率を与える輪伐期が、内部収益率最高

の輪伐期となる。

内部収益率最高の輪伐期は、費用として投入した資金を最も高い利回りで運用

する場合の輪伐期である。これで求めた輪伐期は非常に短伐期になる。
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１２．内部収益率最高の輪伐期

１２－３．造林利回り最高の輪伐期

多くの場合、林業家は自分が所有する土地で林業経営をしているので、林地の

価格や地代を客観的に査定することが困難である。よって、林地や地代を省略し

た内部収益率が用いられることが多い。これを造林利回りという。すなわち、造

林利回りとは、

uｖ((1＋r) －１)u-a uＡu＋∑Ｄa（1＋r） Ｃ（1＋r） ＋
ｒ

＝u u（１＋ｒ） （１＋ｒ）

の関係を満たす割引率である。この割引率のうち最大の割引率を与える輪伐期が、

造林利回り最高の輪伐期となる。

１２－４．内部収益率の問題点

内部収益率が最大ということは、費用として投入した資金を最も高い利回りで

運用しているということなので、一見最も合理的であるような気がするが、実は

問題点を含んでいる。利回りが最高ということは、投資期間が同じ場合は、投資

した費用に対する収益の倍率が最も大きいということであって、費用収益率が最

大ということに等しい。よって、内部収益率は、以前に指摘したような費用収益

率の問題点をそのまま含んでいる。簡単な例を使って、もう一度説明しよう。

林業は土地産業である。事業規模を拡大しようとしても、条件の良い土地は簡

単には手に入らないし、遠くの土地を手に入れても管理が大変で新たな出費を必

要とする。よって、結局は、ある一定の土地面積のもとで林業経営をすることに

なる。いま、仮に１haの林地を持っている林業家がいて、同じ輪伐期で粗放林業

にするか集約林業するか迷っているとしよう。下の表は、費用収益率が高い林業

が、必ずしも利益が大きい林業に一致するとは限らないことを示している。

施 業 費 用 収 益 利 益 費用収益率

粗放林業 10万円 1,000万円 990万円 100倍

集約林業 1,000万円 10,000万円 9,000万円 10倍
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１３．プロジェクト評価基準

一般によく使われているプロジェクト評価基準は、純現在価値（ＮＰＶ）、内

部収益率（ＩＲＲ）、便益費用比率（Ｂ／Ｃ ratio）である。このうち内部収益

率については、前節で説明したので、この節では、純現在価値と便益費用比率に

ついて説明する。

１３－１．純現在価値（ＮＰＶ）

純現在価値とは、Net Present Valueの訳で、 頭文字をとってＮＰＶと略され

ている。これは、便益と費用を一定の割引率で現在価値に割り引き、純便益の現

在価値を算出することによって、プロジェクトを評価するものである。

ｕ ｔ Ｂt Ｃtいま、 年後まで続くプロジェクトにおいて、 年後の便益を 、費用を

とし、割引率を とすると、ＮＰＶは、ｒ

u Ｂt u Ｃt
ＮＰＶ ＝ ∑ － ∑t tt=1 （１＋ｒ） t=1 （１＋ｒ）

で表される。

林業を裸地から始め永久に続ける場合にＮＰＶを適用すると、土地純収益説が

導かれる。

１３－２．便益費用比率

これは、便益費用分析の一つとしてよく用いられているもので、benefit-cost

ratioの訳であって、Ｂ／Ｃ ratioと略される。 費用の現在価値に対する便益の

現在価値の比をとったものであり、以下の式で表される。費用収益率と異なり、

プロジェクト期間が異なる場合も比較できるが、比特有の問題点を内包している。

u Ｂt
∑ tt=1 （１＋ｒ）

Ｂ／Ｃ ratio ＝
u Ｃt

∑ tt=1 （１＋ｒ）
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１４．期待値による評価

１４．期待値による評価

一般に投資には安全なものと危険なものとがあり、危険な投資ほど利率が高い。

そこで投資家は、それぞれの投資が実現する確率を見積もり、様々な投資の組み

合わせの中での期待値を算出し、最も有利な組み合わせを選択しようとする。そ

のような資産の組み合わせはポートフォリオportfolio と呼ばれている。ここで

は、話を簡単にするために、すべての投資が安全である場合について考察しよう。

いま、ある事業家が1,000万円の資金を持っていたとする。彼は、この1,000万

円を有効に運用することを願っているが、下の表の様に、投資対象はＡ、Ｂの２

種類しかなく、それ以外は銀行に預けるしかないとする。銀行の利率は年3.27％

とし、50年後には５倍になるものとする。適切な投資対象が無い場合でも、銀行

に預けておきさえすれば50年間後には５倍になるので、銀行の年利率を基準にす

ることにし、現在価値を算出する割引率をこれと同じ、すなわち、年3.27％とし

よう。そうすると、投資Ａの現在価値は200万円、銀行預金の現在価値は990万円

となり、第１案の期待値は1,190万円となる。 一方、第２案の投資Ｂの期待され

る現在価値は2,000万円となり、 第１案よりも大きい。よって、第２案の方が有

利であることが簡単に判定できる。

割引率には、相当に安全で、かつ、巨額の資金の場合にでも運用できる利子率

をつかうのが普通である。資金の運用能力は個人によって異なるので、割引率も

人によって異なることになる。しかし、林業経営者が有能な資金運用能力を持っ

ていることはまれなので、この例で示されたように、銀行や郵便貯金あるいは国

債の利子率が参考になる。さらに、インフレーションにも考慮する必要がある。

資金運用案 投資額 50年後の 費用収益率 期待される

予想収益 現在価値

第１案 投資Ａ 10万円 1,000万円 100倍 200万円

銀行預金 990万円 4,950万円 5倍 990万円

第２案 投資Ｂ 1,000万円 10,000万円 10倍 2,000万円
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１５．循環型社会の評価基準

既に述べたように、現在、プロジェクト評価基準としてよく用いられているの

は、ＮＰＶ（純現在価値）、ＩＲＲ（内部収益率）、 Ｂ／Ｃratio（便益費用比

率）などであるが、どの評価基準も完璧ではなく、一長一短がある。しかし、現

実には、経済活動そのものが、こうした考え方の影響を受けており、資本の論理

により個々の資本が増大していくのと引き換えに、地域の環境が劣化したり、国

内産業が空洞化したりして、全体の利益が損なわれている。

全体の利益を損なうような経済活動を続けている限り早晩破綻することは目に

見えているので、地域全体の利益を評価することができるプロジェクト評価基準

が必要となる。この節では、循環型社会の評価基準について考えてみよう。

１５－１．拡大型社会から循環型社会へ

今まで人類が経験してきた社会は持続不可能な社会として位置づけられる。今

までの社会の一番の特徴は、新天地があったということであろう。新天地や未開

拓地がある場合は、投下資本をできるだけ早く高利回りで回収し、より有利な条

件の土地に移動して行った方が得である。そうした経済活動の結果、環境は地球

的な規模で破壊され、大気や水や土地は汚染されることとなったと言えよう。

持続可能な社会の一番の特徴は、新天地がないということである。もちろん、

持続可能な社会においても、経済学的な意味でのフロンティアは存在し続ける。

人類は、創意と工夫により新しい商品や市場を開拓していくであろうから、その

意味ではフロンティアはなくならない。しかし、我々は、常に、現在の技術水準

のもとでの持続可能な社会について考えておく必要がある。

新天地がない社会では、どのくらいのスピードで資源を食いつぶしていき、ど

のようなローテーションで生物資源を再生させていくかが問題になる。持続可能

な社会では、もはや新天地は存在しないから、その土地や地域の付加価値を高め

ることに努力が注がれるであろう。よって、将来にわたってその土地に住み続け、

事業を一定のローテーションで営む場合の評価基準が必要となる。

－60－



１５．循環型社会の評価基準

１５－２．循環型社会の評価基準

循環型社会の評価基準は、基本的には、元金と利子との関係から導かれる。毎

年一定の利子を受け取る場合の、元金と利子の関係は以下の通りである。いま、

元金を 円とし、年利率を とすれば、１年後には 円の利子が得られる。ｘ ｐ ｘ×ｐ

翌年も 円を元金として再投資すれば、１年後には 円の利子が得られるのｘ ｘ×ｐ

で、年利率が変化しなければ、毎年、 円を永久に受け取ることができる。ｘ×ｐ

ローテーションの世界では、元金は永久に預けっぱなしであるから、利子の大き

さでプロジェクトを評価することになる。あるいは、利子 円を年利率 でｘ×ｐ ｐ

割って、元金 を推定し評価することになる。ｘ

つぎに、この考え方を一般の事業に応用してみよう。いま、ローテーションの

長さを１年とし、毎年受け取る便益を 、毎年必要な費用を とすると、純便益Ｂ Ｃ

は となる。純便益を一定の割引率 で割った値、 は純現在Ｂ－Ｃ ｒ （Ｂ－Ｃ）／ｒ

Ｘ Ｐ価値と呼ばれるものである。ところで、いま、資本を とし、資本の増加率を

Ｘ×Ｐ＝Ｂ－Ｃ Ｐとすると、 という関係が成り立つから、この両辺を資本増加率

で割り、割引率 を右辺の分母分子に導入すると以下のように表される。ｒ

ｒ Ｂ－Ｃ
Ｘ＝ ×

Ｐ ｒ

以上の関係は、ローテーションの長さが１年以上の場合も基本的には同じである。

１５－３．自分の土地に自己資金で造林する場合の評価基準

つぎに、ローテーションの長さが１年よりも長い場合について考える。

いま、ローテーションの長さを 年とし、 年目の便益を 、 年目の費用をｕ ｔ Ｂ ｔt

tで表すことにする。 年までの便益の現在価値の和は 、Ｃ ｕ Ｂ ＝∑（Ｂt／(1＋r) ）t ０

t年までの費用の現在価値の和は と表される。 また、ｕ Ｃ ＝∑（Ｃt／(1＋r) ）０

土地の評価額を とする。なお、話を簡単にするために、インフレーション等にＬ

ついては一切考えないことにする。

たとえば、ある人が、自分の土地に、自己資金で木を植え、 年後にすべてのｕ

木を伐採したとしよう。最初に投下された資本は、土地 と造林費の現在価値合Ｌ
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計 である。 年間の間には伐採収入 があり、 年後には土地だけが残っＣ ｕ Ｂt ｕ０

て、一つのローテーションが終わる。これを数式で表すと

u u（Ｌ＋Ｃ ）×（１＋Ｐ） ＝ Ｌ＋Ｂ ×（１＋ｒ）０ ０

となる。両辺から初期資本 を引くと（Ｌ＋Ｃ ）０

u u
０ ０ ０（Ｌ＋Ｃ ）×（(１＋Ｐ) －１） ＝ Ｌ＋Ｂ ×（１＋ｒ） －Ｌ－Ｃ

uＬ ｕ （(１＋Ｐ) －１）となり右辺からは が消える。両辺を 年間の資本の増加率

uで割り、右辺の分母分子に 年間の割引率 を掛けるとｕ （(１＋ｒ) －１）

u u
０ ０（１＋ｒ） －１ Ｂ ×（１＋ｒ） －Ｃ

（Ｌ＋Ｃ ） ＝ ×０ u u（１＋Ｐ） －１ （１＋ｒ） －１

となる。右辺の第２項の分子は、伐採収入を 年後まで保持した場合の価値の合ｕ

計から造林費用の現在価値合計 を引いた値を示しており、分母は 年間の割Ｃ ｕ０

引率を示している。分子の は次のローテーションの費用を示していると解釈Ｃ０

できるから、結局、この第２項は、将来期待される純収益の現在価値を示してい

る。

１５－４．自分の土地に借金で造林する場合の評価基準

つぎに、自分の土地に、借金で植林した場合について考えてみよう。話を簡単

にするために、借金の利率と割引率が等しいと仮定する。今度は最初に投下され

た資本は土地のみであり、 年後には借金に利息をつけて返すことになるから、ｕ

u u uＬ×（１＋Ｐ） ＝ Ｌ＋Ｂ ×（１＋ｒ） －Ｃ ×（１＋ｒ）０ ０

ように表される。これを、先ほどと同じように変形すると、

u u（１＋ｒ） －１ （１＋ｒ） ×（Ｂ －Ｃ ）０ ０

Ｌ ＝ ×u u（１＋Ｐ） －１ （１＋ｒ） －１

ｕ ｕとなる。右辺の第２項の分子は、伐採収入の 年後の価値合計から造林費用の

年後の価値合計を引いた値を示しており、先ほどの場合と違っている。このよう

に循環型社会における評価基準は初期資本の所有形態の違いに応じて変化する。

は純現在価値であるから、他人資本の場合は、ＮＰＶによる評価と同じＢ －Ｃ０ ０

結果をもたらす。すなわち、土地純収益説が誘導される。
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１５－５．法正林の評価基準

循環型の評価基準を法正林に適用すると以下の様に表される。

たとえば、ある人が、 haの法正林を取得し、法正林経営を始めるものとしよｕ

う。最初に投下された資本は、土地 、法正蓄積の価格 、造林費 、 haＬ Ｖ Ｃ ｕＮ Ｎ Ｎ

の管理費 で構成されることになる。 年後には土地と法正蓄積がそのままｕ×ｖ １

残り、主伐収入 と間伐収入 が得られて、一つのローテーションが終わる。Ａu ∑Ｄa

これをha当たりに直した数式で表すと

Ｌ ＋Ｖ ＋Ｃ ＋ｕ×ｖ Ｌ ＋Ｖ ＋Ａu＋∑ＤaＮ Ｎ Ｎ Ｎ Ｎ

×（１＋Ｐ） ＝
ｕ ｕ

となる。両辺からha当たりの初期資本 を引くと（Ｌ ＋Ｖ ＋Ｃ ＋ｕ×ｖ）／ｕＮ Ｎ Ｎ

Ｌ ＋Ｖ ＋Ｃ ＋ｕ×ｖ Ａu＋∑Ｄa－Ｃ －ｕ×ｖＮ Ｎ Ｎ Ｎ

×Ｐ ＝
ｕ ｕ

となり右辺からは が消える。両辺を資本の増加率 で割り、右辺の分母Ｌ ＋Ｖ ＰＮ Ｎ

分子に割引率 を掛けるとｒ

Ｌ ＋Ｖ ＋Ｃ ＋ｕ×ｖ ｒ Ａu＋∑Ｄa－Ｃ －ｕ×ｖＮ Ｎ Ｎ Ｎ

＝ ×
ｕ Ｐ ｕ×ｒ

となる。右辺の第２項は、森林純収益説の式を割引率 で割った値を示している。ｒ

ここで、割引率 はある値に固定されているので、右辺の第２項を最大にする輪ｒ

伐期は、森林純収益説の輪伐期に一致する。

１５－６．将来期待される純収益の現在価値（ＰＶＦＰ）

以上見てきたように、循環型社会の評価基準を使えば、土地純収益説も森林純

収益説も統一的に説明できる。また、新たに、自分の土地に自己資金で造林する

場合の評価基準を示すことができた。

ここで示した評価基準は、いずれの場合も、右辺の第２項は将来期待される純

収益の現在価値を示しており、この値の大小によって評価されている。よって、

この評価基準をPresent Value of Future Profits の頭文字をとって、ＰＶＦＰ

と呼ぶことにする（TANAKA 1991）。
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１５－７．ＰＶＦＰとＮＰＶの比較

ＰＶＦＰ＝ＮＰＶ＋（初期に投下ＰＶＦＰとＮＰＶとの間には、理論的には、

という関係が成り立つ。よって、ＰＶＦＰは自己資本がどれだされた自己資本）

けあるかによって値が変わってくる。

下の図は、ＰＶＦＰとＮＰＶとの関係を示したものである。横軸は初期に投下

された自己資本の額、縦軸はＰＶＦＰの値を示している。ＰＶＦＰの曲線と原点

を通る45度の直線との差がＮＰＶを表す。図から明らかなように、ＮＰＶを最大

にする初期自己資本とＰＶＦＰを最大にする初期自己資本は異なる。また、容易

に類推できるが、便益費用比率を最大にする場合とも異なる。

ＰＶＦＰでは、自己資本と他人資本とを区別しているが、地域全体や国全体で

考えるときは、すべての投下資本を自己資本とみなしてＰＶＦＰで判断するのが

合理的であると思われる。なぜなら、ＰＶＦＰを用いることによって、社会全体

が受け取る純便益を推定することができるからである。

線
曲Ｐ

Ｖ 最 最Ｐ

Ｆ 大 大Ｆ

Ｐ Ｎ ＰＶ

Ｐ ＶＰ

Ｖ Ｆ

Ｐ

初期に投下された初期資本
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１６．純収穫論争

以上見てきたように、経済的に合理的な輪伐期といっても、立場や価値観の相

違により、最適な輪伐期は異なってくる。19世紀の中頃から、最適な輪伐期に関

する論争が 150年近くも続いており、純収穫論争と呼ばれている。

第２次世界大戦後、アメリカの林学者達は、この問題に決着を付けようと、著

名な経済学者に依頼して、経済学的に見てどの説が最も合理的かを判定してもら

った。その結果、サミュエルソンは、土地純収益説が最も理解できると回答した。

土地純収益説は、基本的にはＮＰＶと同じであるので、サミュエルソンにとって

一番馴染みのある説であったと思われる。それに反して、森林純収益説は、数式

を見る限り非常に素朴な式なので、その点で不利であったのではないかと思う。

はたして、林学者達は、法正林のことをきちんと説明した上で判定を依頼したの

であろうか。前にも述べたように、土地純収益説に対抗する説として、森林純収

益説が唱えられたという経緯を忘れてはいけない。

思うに、ＮＰＶなどの評価基準は、地球規模での環境問題がまだ話題にならな

い頃に出てきた理論であり、人類社会の発展段階においては有効であったと思う。

また、ＮＰＶは資金を提供する側の論理、たとえば、銀行家の論理であると思う。

日本の伝統的な林業地で行われている高伐期な林業は、利回りが低すぎるので、

外国の林業関係者の多くにとっては、なかなか理解できないもののようである。

ＰＶＦＰは、永久に続くローテーションを考えた場合に出てきた概念である。

一般に行われている事業では、多くの場合、技術革新や経済環境の変動が激しい

ので、永久のローテーションを考えるようなことはしない。しかし、ＰＶＦＰは

私たちが現在取るべき行動に対して一つの指針を与えてくれるであろう。

持続可能な社会を考えるということは、循環型の社会を考えるということであ

り、循環型の社会とは、何らかのローテーションを念頭においた社会である。Ｐ

ＶＦＰは一定のローテーションで投資を永久に繰り返す場合のプロジェクト評価

基準の一つである。ＰＶＦＰを上手に用いることにより、持続可能な社会におけ

る地域全体の富について考察することが可能ではないかと考えている。
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第５章 恒続林思想と照査法

１８世紀末から１９世紀のはじめは、資本主義社会の黎明期であり、政治、経

済、宗教、思想などのあらゆる面で改革が行われた時期であった。その時代の流

れとは、一つは、ルネサンス、宗教改革、フランス革命等の流れを組むもので、

人間性の尊重、特に個人の解放を願うもので、硬直した旧体制（アンシャンレジ

ーム）を打破しようとするものであった。もう一つは、産業革命に代表されるよ

うに、科学技術の進歩に支えられた近代化への道であった。

そのような時代背景のもと、林学も官房学から脱皮し、ハルティッヒ、コッタ

によって体系化され、フンデスハーゲン、カール・ハイエルによって法正林思想

が作られた。それは、戦争や濫伐で荒廃した森林を復旧・整備するとともに、森

林を持続的に利用するための規範を確立しようとするものであった。また、造林

技術の発達は大面積の人工植栽を可能にし、計画的な森林経営への道を開いた。

しかし、資本主義の発達に伴い木材が商品価値を持つようになると、森林経営

の目的に変化が生じた。新しい農学の影響を受け、農業的な考え方で林業を行お

うとした。1798年、近代農学の基礎を築いたとされるテーアは、「農業とは貨幣

獲得を目的とするひとつの営業であり、合理的な農業とは最高の純収益をあげる

農業である」と述べたが、その考え方はグスタフ・ハイエル、プレスラーの土地

純収益説やユーダイヒの林分経済法に反映された。当時、資本主義の発達により

結果として大地主が出現し、特に、プロイセンではユンカー（地主貴族）が新興

勢力として台頭したが、彼らは営利主義的な森林経営を大規模に行ったのである。

1830年頃から始まる営利主義的な森林経営は、トウヒやモミの同齢単純林の大

規模な造林と皆伐を内容とするものであり、農作物を育てるような育林法が合理

的であると思われていた。しかし、単純な林相からなる大面積人工林の出現は、

大規模な病虫害や風水害の頻発を招いた。今日的な解釈をすれば、当時の森林計

画には生態学的な配慮がなされていなかったと言えよう。こうした状況の中で登

場したのが、天然更新による混交林の造成、そして、恒続林思想と照査法である。
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１．大洪水と森林被害の頻発

収益の獲得を目的とした農業や林業は、下の表に抜粋したように、各地で様々

な問題を引き起こした。フランスの事例が多いのは、ミシェル・ドヴェーズ著の

「森林の歴史」（猪俣禮二訳、白水社，1973）からの引用が多いためである。

資本主義的農業経営の影響により、山岳地の森林は開墾され、牧草地に変わっ

ていったが、このことが相次ぐ河川の大氾濫をもたらした。保安林が設定され、

国家事業として大造林が行われるようになったのもこの頃からである。

また、同齢単純林ばかりが大規模に造成されたため、地域の生態系に歪みが生

じ、各地で木食い虫や毒蛾が大発生し、せっかく植えた森林も壊滅的な被害を受

けることがあった。

１９世紀のヨーロッパでの大洪水と森林被害の一例

1834 スイスで大洪水

1839 スイスで大洪水

1840 フランスで大洪水

1843 フランスで大洪水

1852 オーストリアとバイエルンで保安林設定のための法律案議決

1853 ナポレオン三世の大造林 600ha

1856 フランスで大洪水

1859 フランスで大洪水

1859 ナポレオン三世の大造林（～1863） 7654ha

1867 スイスで大洪水

1875 ボヘミヤ地方で木食い虫の大発生 360万haの森林が壊滅

1882 フランス山岳地帯の大造林（～1940） 20万ha以上

1888 スイスで大洪水

1895 ニュルンベルク周辺の松林４万ha以上が毒蛾の大発生により被害

1899 プロイセンで保安林設定のための法律案議決

－67－



第５章 恒続林思想と照査法

２．木の育て方は木に尋ねよ

「林木にいかに育成されたいか問え、林木はそれについて、書物が教えるより

も、あなたがたによく教えるであろう」。 この言葉は、パイル（Pfeil）が林学

者としての心構えを述べたものであると言われている。森林という複雑な生態系

を対象とする林学では、自然観察がとりわけ重要であることを示す名言である。

パイルは、営林署で修行しながら林学を苦学し、後にベルリン大学の教授、そ

してエーベルスワルデの高等山林専門学校の校長になった人である。林業の現場

をよく知っており、実地に応用できる林学を構築しようとした人であった。

当時は、収穫規整法や林価算法に見られるように、数学を応用した理論の展開

はさかんであったが、自然科学に対する認識はまだ低く、森林の更新や成長に関

する知識は乏しかった。パイルは、森林土壌学や森林立地学、そして森林植物学

の重要性を認め、これらを林学に取り入れた。また、彼の研究は、多くの個々の

現象を一つ一つ解明していくという帰納的な方法で進められた。パイルの森林に

対する謙虚な姿勢が、上記の言葉に要約されている。

ところでパイルは、「国民経済学と国家財政学に関する林業の原則」（1822）

という著書の中で、林業経営の目的は最高の土地純収益の獲得にあると述べてい

る。当時の針葉樹の輪伐期は100～120年であったが、パイルはもう少し短縮した

方がよいと考えていた。これは、テーアに始まる近代農学の影響を受けたためで

あると考えられる。しかし、グスタフ・ハイエルが1858年に土地純収益説を発表

したとき、パイルはいち早く反論を発表し、土地純収益説は守銭奴的な教義であ

って、ただ金銭のみで森林を観察し、その他を全く閑却したところに誤りがある

と指摘した。パイルは、落枝落葉の堆積と地力の維持との関係に関心を持ってお

り、そうした生物学的な知見を考慮に入れない輪伐期の決め方には反対していた。

パイルが研究対象としていた森林経営は、恐らく、同齢単純林の皆伐高林であ

ったと思われる。そういう意味では法正林思想の枠組みから抜け出すものではな

かったが、自然観察の重要性を認識し、帰納法的な研究手法を林学に取り入れた

功績は大きい。
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３．自然に帰れ

既に述べたように、19世紀の森林計画では、主に、折衷平分法が用いられ、こ

れに法正蓄積法、齢級法、林分経済法の考え方が加味されていた。しかも、森林

計画の手法は、国や州ごとに、森林法の中に規程として定められていたので、そ

の作業は画一的なものになりがちであった。しかし、19世紀後半には、人工林に

病虫害が多発したり、風倒害が相次いだことにより、人工林一辺倒の森林政策に

対して反省する気運が生まれ、自然に即した混交林の造成法の研究が各地で行わ

れるようになった。

1878年に、ミュンヘン大学の教授になったガイヤー（Gayer）は、 人工植栽に

よる針葉樹の同齢単純林の造成に反対し、天然更新による混交林の造成を主張し

た。ガイヤーも営林署で修行しながら林学を苦学した経験を持ち、現場ではモミ

やブナの天然更新について研究をしていた。その研究成果は、彼の二つの代表的

な著書である「森林利用」（1863）と「造林」（1880）にまとめられているが、

両著とも版を重ね、前者は第９版まで、後者は第４版まで出版されている。

ガイヤーの思想は、あえて一言で言えば、「森林施業は自然に帰るべきであり、

自然の法則に従って自然の総ての生産力を利用すべきである」というものである。

当時は、森林の造林法や育成法は、森林経理の思想や施業命令による形式的な規

程に縛られていたが、ガイヤーは、「造林学は、自然科学を基礎とすべきであり、

自然を素直に観察することによって得られた経験を正しく理解するようにすべき

である」と主張した。ガイヤーは特に天然下種更新について研究し、後述の画伐

作業について、その基礎を築いた。その研究は、特に、地元バイエルンとスイス

に多くの影響を与えた。

ガイヤーは、「造林は現場職員の仕事である」という名言も残している。この

言葉は、当時の画一的で権威主義的な森林計画制度を批判したものであり、より

よい森林施業を行うには、現場の実状を一番よく知っている現場職員が、自らの

責任において判断し実行する方がよいというものである。複雑で多様な森林を取

り扱う場合の心構えとして、耳を傾けるべき言葉である。
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４．前更作業

風害に対してとられた対策は、一つは風上により若齢の林分を配置すること、

もう一つは伐採列区の周囲に防風林帯を設けることであった。前者の対策は離伐

によって行われるが、これについては林分経済法のところで既に述べた。後者の

対策は、林縁樹に下枝を繁茂させていわゆる「林套」を作ったり、広葉樹の防風

林帯を作るものであるが、そのために必要な上木の伐採は開放伐と呼ばれた。

成育不良や病虫害に対しては、天然下種更新によって、その土地の条件に応じ

た混交林を造成することが試みられた。以下、天然下種更新について説明する。

天然下種更新には、上木を伐りすかすことにより母樹の傘下に稚樹を発生させ

る上方天然下種更新と、更新面を伐開し周辺の母樹から飛んでくる種子を発芽さ

せる側方天然下種更新がある。種子が重くて飛散しにくい樹種の場合は上方天然

下種更新となる。林縁（Saum）での側方天然下種更新では、日当たり具合に応じ

て陽樹と陰樹の両方が発生するので、この作業法を特に林縁天然下種更新という。

天然下種更新を利用して一定の期間内に伐採と更新を行う方法を漸伐という。

漸伐では、主伐を数回に分けて行うが、これは、上木を段階的に疎開することに

よって、稚樹の発生と成育を安全確実にするために行うものである。上木が全部

伐採される前に、前もって更新させるので前更作業とも呼ばれている。

前更作業は、通常、予備伐、下種伐、後伐の３段階からなる。予備伐では、林

冠の閉鎖を弱度に破ることにより、林木に種子の結実を促すとともに、林床に光

を入れ、地表を稚樹の発生に適した状態にする。つぎに、種子の豊作年に下種伐

を強度に行い、十分に疎開させて稚樹を発生させる。残存する上木は、後継稚樹

を風害、乾燥害、および、霜害から守るためのものであり、更新が確実になった

時点で後伐する。後伐は、稚樹の成育に応じて数回に分けて行うこともある。

漸伐には、１回の結実年を利用して短期間に更新する傘伐（さんばつ Schirm

schlag）と、数回の結実年を利用して比較的長期間にわたって更新する画伐（か

くばつ Femelschlag）がある。したがって、更新面には、傘伐の場合にはほぼ同

齢の、画伐の場合には林齢にある程度の幅がある一斉林が造成されることになる。
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中部ヨーロッパでは、モミ、トウヒ、マツ、ブナの天然下種更新は比較的容易

である。バイエルンの国有林では、漸伐作業によって、ブナなどの広葉樹が少量

混交する針葉樹の一斉林を造成しようとした。その作業法は、林縁を利用する側

方天然下種更新の画伐であって、バイエルン法あるいは林縁画伐作業と呼ばれた。

具体的には、まず、林内に複数の孔状の更新地を作る目的で、予備伐、下種伐、

後伐を行い、そこに林縁画伐作業で稚樹を発生させる。つぎに、そのようにして

形成され、林内に島状に分布する孔状更新地を、前更作業によって、順次、周辺

に拡大していく。最終的に、前更作業が林分全体に及び、更新が完了する。

なお、伐採の方向は、暴風の主方向に向かって進める。すなわち、暴風は西、

南西、及び北西から吹くことが多いので、更新は東から西、または、北東から南

西に向かって進める。風害の恐れの少ないところでは、更新を北から南に向かっ

て進めるのがよいとしている。その理由は、北側の林縁は日陰になることが多い

ため乾燥し難く、稚樹の発生や成長に良好なためである。

更 下 更
予 種 後備 伐

新 伐 新伐下
予 種

未 備 伐 下 後 完
伐 種

伐 後
着 予 了

備
伐 下

手 種 林後予 伐
備 伐林 伐 分

後伐
更新未着手林分 予備伐跡地 下種伐跡地分 跡地

主 風 伐 採 の 方 向

バイエルン式林縁画伐作業（井上(1974)を参考にした）
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６．帯状画伐作業

バーデン国フライブルク大学の森林経理学の教授であったワーグナー（Wagne

r）は、ヴュルテンベルク国のガイルドルフの森林管理に携わっていたが、そこで

の研究の結果、1902年に林縁画伐作業に択伐作業を取り入れた Blendersaumschl

agを始め、1912年には 「Der Blendersaumschlag und sein System」を出版した。

Blenderとは、Plenterと同義語であって、択伐のことであるので、直訳すれば択

伐林縁作業となるが、帯状（たいじょう）画伐作業と意訳されている。

この作業法は、下の図に示したように、主風の方向に向かって、帯状の更新面

を持つ林縁画伐作業を進めていくものであり、風上から風下に向かって、幼齢林、

若齢林、壮齢林、高齢林を整然と配列させ、しかも、それらの森林の周囲を広葉

樹の防風林帯で取り囲むようにするものである。このように森林を配列させたも

のを伐採列区という。ワーグナーはこれを法正状態とし、森林経営の目標とした。

また、伐採列区の中に輪伐期までのすべての林齢の林分が整然と配列した状態を

理想状態と呼び、法正状態と区別した。

広 葉 樹 林 帯

広 更 幼 若 壮
新 更葉 未 齢 齢 齢

樹 着 新
手 林 林 林林 林 級

帯 分 分 分 分

主 風 伐 採 の 方 向

ワーグナーの帯状画伐作業（片山・田中(1954)を参考にした）
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林縁天然下種更新では、林縁に沿って更新が行われるので、林縁の総延長が長

いほど更新も多く行われることになる。また、天然下種更新では稚樹を風害など

から守る必要があるが、主風の方向には変動があるため、主な風上に上木を配置

することが望ましい。このような条件を兼ね備えた作業法が、1903年にヴュルテ

ンベルク国のラーゲンブラント営林署長のエーベルハルト（Eberhard）によって

考案された楔形（くさびがた）傘伐作業（Keilshirmschlag）である。 この方法

は、上方更新と側方更新の両方を利用しているが、主として上方更新で楔を進め

ていくので、楔形傘伐作業と名前が付けられている。バーデン国で広く行われた。

楔形傘伐作業の更新面は、下の図のように、主風の方向に配置する。楔の角度

は、風害の多いところでは広く、陰樹を多く発生させたい場合は狭くするが、概

ね、楔の底辺を楔の中心線の長さの２分の１から３分の１にする。中心線の間隔

は約100ｍである。 なお、この方法では、上木を更新面と反対の方向に伐倒する

ため、稚樹を傷つけることがない。

木 材 の 小 出 し 道

車 車伐更新未着手林分 備 伐予 種搬 出 境 界 下 後
下 伐予 種備 伐伐 倒 木 と そ の 方 向 伐道 道

木 材 の 小 出 し 道

伐更新未着手林分 備 伐予 種搬 出 境 界 下 後
下 伐予 種備 伐

主 風 伐 採 の 方 向

楔形傘伐作業（片山・田中(1954)を参考にした）
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８．恒続林思想

天然下種更新に基づく森林の造成は、当初は、漸伐を前提としたものであって、

広葉樹が混交していたり、異齢林であったりしたが、基本的には一斉林の造成を

目指したものであった。しかし、森林の観察に基づく、より良い森林施業法への

研究は、森林を有機体として認識することと、皆伐の否定へと発展していった。

そうした研究の一つの到達点が、植物学者メーラーの恒続林思想である。

８－１．森林は一個の生命体である

メーラー（Moller）はベルリン生まれの都会っ子であった。高校生の時に森林

家になりたいという希望を父に伝えたところ、父からクリスマスプレゼントとし

てロスメスラー著の「森林」を贈られ、その本に書かれていた「森林は一個の生

命体である」という記述に深く感銘し、植物学への志を強くしてエーベルスワル

デ高等山林専門学校に進学した。

専門学校での講義には失望するところが多かったようであるが、土壌学や植物

学からは多くを学んだ。また、ダーウィンの「種の起源」を読み、特に第３章か

らは、生命有機体の相互関係について多くの啓発を受けたという。その後、ボル

クグレーヴェの講義と実習を受ける機会があり、自然科学的知識を基礎とする植

物生態地理学を教わった。ボルクグレーヴェは、著書の「荒野と森林：植物社会

のいわゆる自然的植生形の形成および維持に関する特殊的研究と一般的結論」と

「樹木育成論」の中で、植生の形成には人間の行為が最重要な役割をはたすこと、

表土の除去ならびに皆伐による裸地化は森林の生産力を低下させることなどを記

しているが、それらの内容は、メーラーに多大の影響を与えた。

専門学校卒業後は研究室に残り、助手として研究生活を送ったが、27歳の頃に

ブラジルにあるドイツの植民地ブルーメナウに赴任し、３年間熱帯林について研

究する機会を得た。また、帰途、北アメリカの森林を視察した。熱帯林では植物

の受光競争の激しさを目の当たりにし、そうした観察を通して、メーラーは、林

業家の役割は間伐によって林木相互間の受光競争や生存競争を仲裁することであ
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ると考えるようになった。また、ドイツの森林は、一般概念である「森林」の単

なる一つの特別な場合にすぎないことも知った。

帰国後しばらくして営林署長になったが、立派な森林が皆伐高林作業によって

不成績造林地へと置き換わっていくのを見るにつけ、皆伐は否定されるべきであ

るという気持ちをますます強くしていった。

36歳の時に母校エーベルスワルデ高等山林専門学校の教師になり、植物学の正

教授を経て、1906年、46歳の時に同校の校長兼森林監督官になった。メーラーの

講義は、一方では従来の造林学を教え、他方では、メーラー自身がずっと研究し

てきた内容、すなわち、森林を一個の生命体と見なして森林を取り扱う方法を教

えるものであった。しかし、メーラーの考えを実践に移す具体的な作業法を確立

するまでには至らなかった。

当時は、天然下種更新に基づく森林の造成法に関して多くの研究が成されてお

り、代表的な文献としては、ワーグナーの「森林における場所的秩序付けの基

礎」（1907）、マイヤー（Mayr）の「自然法則を基礎とする造林」（1908）など

が発刊されていた。それらの著書はいずれもガイヤーの考え方を基礎にしていた

が、メーラーにとってはどの作業法も納得のいくものではなかった。それは、森

林という一つの生命体を取り扱う以上、一つの作業法に定式化するのは行き過ぎ

ではないかという思いがあったからである。ガイヤーの精神に立ち返るべきであ

り、森林有機体を連続させること、恒常性をもたせることが、何よりも重要であ

ると考えていたからである。メーラーは、森林を恒続させるためには択伐林でな

ければならないと考えていたが、その内容については各々の森林の状況を鑑みて

個々に対応すべきだと考えていた。そして、理想と現実との間に実践的な妥協点

を見いだそうと模索を続けていたのである。

1911年の春、一つの出会いが転機をもたらした。学生のフォン・カリッチュか

ら、彼の叔父が、メーラーの理想とする森林施業と同じ様な森林経営を行ってい

ることを教えられたのである。その年の秋、ベーレントーレンにあるフリードリ

ッヒ・フォン・カリッチュの森林を見学したメーラーは、そこで、長年理想とし

ていた森林経営に出会うのである。
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８－２．フォン・カリッチュの森林施業

フォン・カリッチュ（von Kalitsch）は、 ベーレントーレンにある約900haの

アカマツ林で、1883年から独自の森林施業をしていた。地味は痩せていて地位は

低かったが、蓄積量、収穫量ともに多く、また、天然下種更新による稚樹も順調

に生育していた。このような森林が出来上がった理由は、フォン・カリッチュが、

皆伐を行わなかったこと、毎年、自分自身で伐採木の印付けをして、全体を間伐

したこと、および、落枝落葉を採取しなかったことにあった。

メーラーは、ベーレントーレンでの施業例を世間に公表するとともに、これを

一般化しようと試みたが、残念ながら、第一次世界大戦（1914～1918）のために

中断せざるをえなかったのである。

８－３．農業と林業の違い

当時、近代農業の発達に伴い、多くの人々は、林業も農業をお手本にして近代

的な経営へと脱皮すべきであると考えていた。農業と林業の違いは、単なる成育

期間の長さの違いであって、農業が日単位で、林業は年単位で経営されるもので

あるという認識が一般的であった。よって、ハルティッヒやコッタに始まる林学

は、森林を林小班に区分し、林分ごとに同齢単純林を造林し、伐期に達したら皆

伐し、林地を一度更地にして、また次の同齢単純林を植栽するという森林経営の

体系を築いていった。その発想は、畑に農作物を植えるのと同じであった。その

後の法正林思想も純収益論争も、すべて皆伐高林作業を前提とした論議であった。

しかし、農業と林業との間には、決定的な違いが一つある。すなわち、農業では、

一般に種子を収穫するので、栽培植物の成熟期が収穫期となり、その後、栽培植

物の寿命は一斉につきるが、林業では、樹木の栄養体である幹を収穫するので、

自然の収穫期というものはなく、さらに、個々の樹木には寿命があるが、樹木の

集合体である森林には本来寿命というものがないという相違である。すなわち、

森林は、天然の状態では、絶えず更新が行われている有機体であり、永遠に存続

することが可能な生命体なのである。メーラーは、森林の有するこの特徴を造林

の指導理念として、林業独自の経営法を構築しようとしたのである。
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８－４．恒続林思想

フォン・カリッチュの森林施業は、ベーレントーレンという土地の固有な条件

に順応した施業であったが、その目指すところは、森林を健全な状態に保ち続け

ようとするものであった。そしてそれは正にメーラーが考えていたことと一致し

ていた。森林の形態ならびに森林施業の内容は、土壌、気候、林分の状況等に応

じて様々な様相を呈するが、森林施業の規範となるべき指導原則は、健全なる森

林有機体の恒続を図ることにある。このように考えたメーラーは「恒続林施業」

という新語を作り、「アカマツ恒続林施業：ベーレントーレンの侍従フォン・カ

リッチュの森林に関する研究」という論文を1920年に学会誌に発表し、つづいて

1922年には「恒続林思想」を著した。しかし残念なことに、メーラーは同年11月

に急逝してしまった。

恒続林思想（Dauerwaldgedanke）の内容は以下のように要約される。

森林は一個の生命体であり、土地も含めて有機体を形成している。この森林有

機体を将来にわたって存続させ、その相互関係を健全に作用させることについて

十分に配慮した森林施業を行うことを最高基本原則とする。経営方針としては、

上記の最高基本原則の範囲内で、森林からできるだけ多くの純収入を保続的にあ

げることを期待し、できるだけ高蓄積で、かつ、成長量も大きく、また、価値の

高い森林を造成するよう努力する。恒続林思想はその名の通り思想であって、具

体的な作業法を規定したものではないが、育林技術上の要点は次の通りである。

①皆伐を決して行わない

②天然更新を利用して異齢混交林をつくる

③伐採は全林にわたって年々単木的に行う

④落葉落枝の採取を行わない

なお、恒続林と択伐林はよく似ているが、恒続林は一定の林分構成を要求せず、

また、絶え間なく更新していることを要求していないという点において、択伐林

とは根本的に異なる。

また、恒続林思想は、絶対的な自然保護を主張するものではない。森林有機体

の平衡状態を破壊から防ぐためには、人為を加えることも認めるものである。
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９．照査法

恒続林思想は多方面に多大な影響を及ぼしたが、思想であって作業法論ではな

かったので、具体例が少なく、実地には応用しにくい面があった。

一方、スイスでは、恒続林思想とは全く別個に、照査法という新しい森林施業

法がビオレイによって確立された。その基本的な考え方は恒続林思想と重複する

ところが多いが、具体的な森林管理法についても提言したところに特徴があった。

照査法は、その名が示す通り、定期的に調査を繰り返すことによって、森林構

造の推移、ならびに、蓄積や成長量の変化を査定しようとするものである。照査

法は、確かに集約な施業であって、一部の森林にしか適用できないものであるが、

その考え方と実践的な方法論については、今日でも、学ぶべきことが多い。

まず、はじめに、ビオレイに影響を与えたとされるギュルノーの考え方につい

て簡単に触れておこう。

９－１．ギュルノーの「経理手帳」

フランス人ギュルノー（Gurnaud）は、 フランスのナンシー林業専門学校の卒

業生である。フランス東部のジュラ地方の町村有林の経営に携わり、メーラーと

は別個に、森林は林地と林木の有機体であると考え、天然下種更新による異齢混

交林の造成について研究をした。ギュルノーは、伐採を保育の一種と考え、残存

木の成長に配慮した択伐を主張し、彼独自の成長量計算法を発案した。1878年の

パリ万国博覧会では、「エペロンの森林で行われた、面積法実施のための経理手

帳」という論文を発表したが、その内容は、森林の生産性を経験的な方法に基づ

いて高めようとするものであり、新しい森林施業法の基礎を与えるものであった。

ギュルノーの考えは、次の一節に要約される。「森林生産の諸要素、すなわち、

それらに関与する成長物質と自然力が、いずれの林区、および林区の上に横たわ

る空気柱の中に、絶えず供給され、造林の効果は、土壌と空気圏が、永続的に、

完全に、利用される状態にあるかどうか、また活用すべく用意された諸力を、把

握するか否か、にかかっている。」（山畑一善訳「照査法」 都市文化社刊より）
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９－２．ビオレイの「照査法」

スイス西部のヌーシャテル州の森林官であったビオレイ（Biolley）は、 収穫

表や各種の公式法に基づく従来の森林施業法でなく、正確な観察に基づいた新し

い森林施業法を適用することを、講演や論文で主張し続けていた。1878年に発表

されたギュルノーの「経理手帳」は、ビオレイを勇気づけたとともに、それまで

のビオレイの方法の欠点を補うものであった。1890年に、ビオレイは自分が考案

した方法をヌーシャテル州全域に導入し、実地のなかで改良を重ねていった。第

一次世界大戦が終わるのを待って、1920年に、長年の研究を取りまとめた「経験

法に基づく森林経理、特に照査法」を出版した。照査法という名称は、Kontroll

methode の意訳であるが、この方法の本質を上手くとらえた名訳である。

９－３．照査法の森林調査法

照査法では、以下のような独特な森林調査法を採用している。

①森林を定期的に調査する

森林調査の間隔は成長の速度に応じて決めるものであるが、スイスでは経験

的に６年置きとされている。よって、森林を６地区に分け、毎年その一地区を

調査する。

②森林は林班によって半永久的に固定的に区画され、これが照査の単位となる

よって、小班という概念は存在しない。

③照査では、胸高直径が一定の太さ以上の立木の直径が、一定の括約幅で全林に

にわたって毎木調査される

④樹高は測定しない

このことは、調査精度の点で問題であり、照査法の欠点であると思うかもし

れないが、一般に樹高の測定は困難であるので、樹高測定を省き調査能率の向

上をはかる方がはるかに実用的なのである。

⑤直径しか計測しないので、材積計算には一変数材積表が使われる。

一変数材積表は「タリフ」とも呼ばれるが、照査法では特に「経理表」と呼

んでいる。
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９－４．シルブ

森林の成長量を正確に計算するため、成長量計算では、伐採木の材積にも経理

表を用いる。すなわち、通常、売却することが予定されている伐採木は、伐倒後、

より正確に計測されるが、照査法で成長量計算を行う場合は、伐採木の材積を、

森林調査の結果から現有蓄積を計算する際に用いた材積単位と同じ単位で査定す

ることにするのである。そのため、立木の材積計算に用いる材積の単位をシルブ

（SV）と呼び、伐採木の丸太材積を表す単位である立方メートルと区別する。つ

まり、森林調査では立木の材積を正確に計測することは困難であるので、直径か

ら「経理表」と呼ばれる一変数材積表によって推定した材積を用いることにし、

これをシルブと呼ぶのである。そして、このシルブを使って成長量計算も行う。

なお、伐採木については、シルブと立方メートルの両方の材積を求めることが

できるので、林班単位で、シルブと立方メートルとの換算率を求めておき、この

換算率を用いて実際の収穫量を予測する。

照 査 法 の

直径階 期首蓄積 期末蓄積 伐 採 期末蓄積

および ＋

直径級 1943 1949 1943～1949 伐採量

番号 直径 本数 ＳＶ 本数 ＳＶ 本数 ＳＶ 本数 ＳＶ

15 74 1 5.6 1 5.6

Ⅴ 1 5.6 1 5.6

14 70 1 5.0 - - - - - -
13 66 - - - - - - - -
12 62 2 7.8 5 19.4 - - 5 19.4
11 58 5 16.8 6 20.2 2 6.7 8 27.0
10 54 11 31.7 7 20.2 1 2.9 8 23.0

Ⅳ 19 61.3 18 59.8 3 9.6 21 69.4

9 50 13 31.6 17 41.3 5 12.2 22 53.5
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９－５．照査法の成長量計算

照査法では、定期的に森林調査を繰り返すが、個々の立木に番号を付けていな

いので、個々の立木の成長量を査定することはできない。樹木番号を付けない理

由は、番号付けには経費と手間がかかり、また、番号が付けられている林分の調

査は、番号の確認に手間がかかるので、調査の能率が低下するからである。

よって照査法では、以下に述べるような独特な方法によって成長量計算を行う。

まず、立木を主木と副木に分け、主木のみを森林調査や成長量計算の対象とす

る。ここで、主木とは、胸高直径が一定の太さ以上の立木のことである。

つぎに、主木を数個の直径級に分け、さらにその直径級を直径階に分ける。こ

こで、直径階は、森林調査の際に用いた直径の括約幅と同じにする。期首と期末

の森林調査結果を取りまとめ、下に示したような直径階別の一覧表にして対比さ

せる。伐採木についても同様に直径階別の一覧表にしておく。また、対応するシ

ルブについても、直径階別の和を求め一覧表に併記しておく。

成 長 量 計 算 面積2.63ha

成 長 量 計 算

期首蓄積 成 長 量
＋ 進級木

成長量 林 班 ｈａ 年ｈａ
％

本数 ＳＶ 本数 ＳＶ ６年間 年平均 当たり 当たり

- - 1 5.6

1 5.6
- -
- -
5 19.4
8 27.0
5 14.4

19 66.4 3 8.6 5.1 0.9 1.9 0.3 1.47

3 8.6
22 53.5

（山畑一善訳「照査法」都市文化社刊の表21から抜粋）
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この表を用いて成長量計算を行うが、ここで、立木の成長に関して一つの仮定

を設ける。すなわち、立木を直径の大きさの順に並べた場合、期首と期末で、そ

の順位は変化しないという仮定である。この仮定が十分に妥当なものであること

は測樹学的に確かめられている。この仮定を用いて、直径の大きな立木から順に

直径階に割り振っていく。このようにして、直径階別立木本数分布の推移を計算

し、その結果から直径級毎に成長量と成長率を求めるのである。なお、この計算

によって、副木から主木に進級してきた立木の数を知ることもでき、その値は、

森林の保続を判定する上で重要な指標となる。

成長量計算の具体例を前ページの表の第Ⅳ直径級について見てみよう。期首に

70cm階にいた立木は、成長の結果、期末には74cm階に進階し、第Ⅴ直径級に進級

している。第Ⅳ直径級の立木本数は、期首に19本、期末に18本あり、期間内に１

本が進級し、３本が伐採されているので、第Ⅲ直径級からは３本進級してきたこ

とになる。すなわち、18＋1＋3－19＝3 である。いま、期首蓄積を 、 期末蓄ＶB

積を 、 その期間に伐採された材積を とすれば、その期間の実際の成長量はＶ ＮE

Ｚ ＝ Ｖ ＋ Ｎ － ＶE B

で与えられる。第Ⅳ直径級の19本の立木材積は、 ＝61.3SV、 ＝66.4SVＶ Ｖ ＋ＮB E

なので、６年間の成長量は林班当たり5.1SVとなる。 よって、林班当たりの年成

長量は0.85SV／年となる。表では四捨五入により0.9SV／年と表されている。 成

長率は、林班当たりの年成長量0.9SVを期首蓄積61.3SVで割ると1.47％となる。

９－６．照査法の伐採計画

上記のような計算の結果、各直径級について、蓄積、成長量、成長率などが示

される。森林官は、各直径級の値を比較し、森林の生産能力を高めることを目的

として、保育的な伐採計画を立案する。すなわち、森林の生産能力が恒常的に高

度に発揮される状態になるように、現在の森林を誘導していく。

伐採木の選定は、現場職員の経験と勘に頼るが、定期的に繰り返される森林調

査により伐採の影響を照査できるので、大きな誤りを犯すことは少ない。

なお、照査法では、主伐と間伐の区別はない。
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９－７．択伐林における理想的な蓄積組成

照査法では、伐採木の選定を現場職員に任せているが、やはり、何らかの基準

または指標がないと、実際にはやりにくい。

ビオレイは、ヌーシャテル州のモミ・トウヒを主体とする択伐林について、理

想的な径級別蓄積比を提示している。小径木を17.5cm～32.5cm、中径木を32.5cm

～52.5cm、大径木を52.5cm以上とした場合、施業目標として提示された蓄積比は、

２：３：５である。この数値は、ビオレイの長年の観察と照査に基づいて、帰納

的に得られたものであり、普遍的なものではない。

９－８．照査法の今日的意義

学生の頃、「照査法」の本を初めて読んだとき、樹高の計測を省略していたり、

シルブという仮の材積単位を使っていることを知り、随分と粗っぽい方法である

と思った。しかし、その後、幾つかの森林計画の作成に携わっていくうちに、ビ

オレイの実践家としての偉大さを認めるようになり、いつしか傾倒していった。

森林の現況を把握することは、労力の点で、また、経費の点で、とても大変な

ことである。もし仮に、正確な森林調査ができたとしても、それはその時点の森

林の状態を表しているにすぎず、森林は、その後も成長などにより年々変化して

しまう。よって、大胆な割り切りが必要であり、森林管理体系は実行可能なもの

でなくてはならない。その点、ビオレイの方法は実に良く考えられている。

照査法は集約な施業であるから一般には実行できないとされている。確かに地

形が急峻な場所や、交通が不便な場所では無理であろう。しかし、照査法は、今

日でもなお、スイスで実行されている。このことは、照査法が実践的にも優れた

方法であることを示すものである。

現在、多くの国の大部分の林業地では、相変わらず皆伐高林作業が続けられて

おり、その弊害も表れてきている。そうした状況の中で、天然林施業が改めて見

直されているが、新しい森林管理体系は、照査法の精神に基づき、照査法を現代

技術と組み合わせて再構築したものになるであろう。定期的にモニタリングを繰

り返し、現状を把握することは、すべての管理において基本であるからである。
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第６章 ＯＲによる森林計画

1945年に第二次世界大戦が終了したが、戦後には、様々な科学技術が花を開き、

急速に発展していった。なかでも世界を大きく変えたものは、確率的なものの考

え方とコンピュータの発達であろう。この新しい波は、林学の分野にも押し寄せ

てきた。確率論は、当初は、森林標本調査法をはじめとして、主に、森林計測学

の分野に影響をもたらした。コンピュータは、以前はとても計算できなかった膨

大な量の計算を短時間で計算することを可能にした。森林計画の分野では、コン

ピュータを利用して、オペレーションズ・リサーチという数理計画の技法を、森

林計画の作成に応用する研究が行われた。

オペレーションズ・リサーチとは、数学的・科学的方法によって、最適な実行

案を選択したり、実行計画を作成する技法の総称であって、システムの運用・経

営・軍事などでの意思決定に利用されている。元来の意味は「作戦研究」である。

通常、operations research の頭文字をとって、ＯＲ（オーアール）と呼ばれる。

現代数理科学事典などをみれば分かるように、ＯＲの中には各種の技法がある

が、本書では、森林計画への基本的な応用例として、線形計画法、目標計画法、

０－１整数計画法を概説する。

１．ＯＲの歴史

ＯＲは軍事研究の産物である。第二次世界大戦の開戦の頃、イギリスはレーダ

ーを開発していたが、レーダーを用いた防空体制を改善することを目的として、

科学者の研究チームが編成されたのが始まりである。物理学者のブラケットらは、

様々な作戦研究に科学的な手法を利用して大きな成果をあげた。一方、アメリカ

でも同様に、物理学者のモースを中心としたＯＲチームが編成され大きな成果を

おさめた。戦後、ＯＲチームに参加していた研究者達は、それぞれの研究室に復

帰し、ＯＲを学問として発展させていったのである。
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２．線形計画法

２－１．線形計画法とは

線形計画法は、ＯＲの代表的な手法の一つである。linear programmingの頭文

字をとって、ＬＰとも呼ばれている。

線形計画法とは、連立１次不等式（または等式）の制約条件のもとで、１次式

の目的関数の値を最大または最小にする解を見つけだす方法のことである。この

ような定義からは、非常に難解な印象を受けるが、実は、その基本的な考え方や

初歩的な問題は、高校の数学にも出てくるものである。あとで簡単な応用例を示

すが、変数が２つの場合は、図を使うことによって解をみつけることができる。

この図のイメージを頭の中に描きながら、変数が増えていった場合の解法を考え

ればよい。最適解を見つける計算は非常に面倒であって、これを手計算でやると

なると途方もなく大変な作業になるが、実際にはコンピュータを利用するので、

計算方法の詳細を知らなくても線形計画法を使うことが出来る。線形計画法を森

林計画に応用するユーザーの立場からすれば、現実の問題を線形計画法の問題に

正しく定式化する能力の方が重要である。また、求められた最適解の現実問題へ

の実行可能性や限界について知っておくことも大切である。

２－２．線形計画法の歴史

数学の世界では、特定の条件のもとでの、ある関数の最大値や最小値を求める

問題については古くから研究されていた。線形計画法の形に定式化して問題を解

いたのは、1936年にソビエトの数学者カントロビッチによって発表された生産計

画に関する論文が最初であると言われている。その後、1941年にヒッチコックが

輸送問題を、1945年にはスティグラーが栄養問題を解いている。しかし、線形計

画法を一般化して体系的に研究したのは、アメリカのダンチッヒを中心とする米

国空軍所属の研究者グループであった。1947年に、ダンチッヒは、線形計画法の

一般的な解法であるシンプレックス法（単体法）を開発した。この解法がきっか

けとなって、線形計画法は広く応用されるようになった。
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２－３．生産問題の応用

生産問題とは、限られた原材料や労働力などの制約条件下で、複数の種類の製

品を生産しているとき、売上高を最大にするような生産計画を立てるものである。

これを林業の問題に応用してみると、例えば、次のような問題に定式化できる。

いま、ある森林家が、人工林を50ha、天然林を30ha持っていたとしよう。手入れ

された人工林からは毎年平均してha当たり30万円の売り上げがあり、手入れされ

た天然林からは毎年平均してha当たり90万円の売り上げがあるとする。しかし、

一方では、１haの人工林を手入れするのに平均して４日かかり、１haの天然林を

手入れするのに平均して６日かかるものとする。 その森林家は年間300日しか働

けないとした場合、毎年の売り上げを最大にするには、人工林と天然林を、それ

ぞれ何ha手入れすればよいか、という問題である。

毎年手入れする人工林の面積を ha、ｘ１

毎年手入れする天然林の面積を haとｘ ｘ２ ２

すると、制約条件は以下のような不等式

50 で表される。最後の２つの式は、負の解

を認めない非負条件である。

ｘ ≦ ５０１

ｘ ≦ ３０２

４ｘ ＋６ｘ ≦３００30 １ ２

ｘ ≧ ０１

ｘ ≧ ０２

売上高を で表すと、目的関数はＺ

１ ２max Ｚ＝３０ｘ ＋９０ｘ

となる。

0 これを左の図に示した図解法で解くと

0 30 50 この最大問題の最適解は、 ＝30ha、ｘ ｘ１ １

＝30ha となる。なお、最適解は、制ｘ２

図解法による最大問題の解 約条件の境界に、特に、交点に表れる。
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２－４．栄養問題の応用

栄養問題とは、複数の種類の食材から料理を作るときに、食材に含まれている

蛋白質、脂肪、糖分などの栄養素を一定量以上摂取するという制約条件下で、材

料費を最小にするような食材の組み合わせを決めるものである。

これを林業の問題に応用してみると、例えば、次のような問題に定式化できる。

いま、ある森林家が、針葉樹を600ha、広葉樹を900ha持っていたとしよう。１ha

の針葉樹林を択伐すると水源かん養機能が年間平均で３トン低下し、広葉樹林を

択伐すると２トン低下するとする。一方、毎年6000万円以上の収入をあげる必要

があり、針葉樹林を１ha択伐すると平均して100万円、 広葉樹林を１ha択伐する

と200万円の収入があるとする。また、雇用の関係で、年間600日分以上の仕事を

確保する必要があり、１haの針葉樹林の択伐は20日、１haの広葉樹林の択伐は10

日分の仕事になるという。年間に失われる水源かん養機能を最小にするには、針

葉樹林と広葉樹林を、それぞれ何ha択伐すればよいか、という問題である。

毎年の、針葉樹林の択伐面積を ha、ｘ１

広葉樹林の択伐面積を haとすると、ｘ ｘ２ ２

制約条件は以下の不等式で表される。

ｘ ≦ ６００40 １

ｘ ≦ ９００２

１００ｘ ＋２００ｘ ≧６０００１ ２

２０ｘ ＋ １０ｘ ≧ ６００１ ２

ｘ ≧ ０20 １

ｘ ≧ ０２

水源かん養機能の低下を で表すと、Ｚ

目的関数は

１ ２0 min Ｚ＝３ｘ ＋２ｘ

0 20 50 となる。ｘ１

この最小問題の最適解は、 ＝20haｘ１

図解法による最小問題の解 ＝20haとなる。ｘ２
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２－５．線形計画法による皆伐高林の収穫規整

生産問題と栄養問題の応用例は、説明のために無理矢理作った問題であるが、

ここでは、現実の森林計画への応用例として、線形計画法を皆伐高林の収穫規整

に適用した例を取り上げる。この方法は、鈴木太七によって考案され、1963年の

科学技術庁の報告書に発表されたものである。

森林計画の作成にあたっては、まず、保続を考慮して各分期の伐採量を定め、

つぎに、場所的な配置を考慮して具体的な伐採箇所を決める。ここでは、各分期

の伐採量の指定に対して、線形計画法を応用する。必要な情報は、収穫表、齢級

別面積表などである。

ある森林家の森林が次のような内容であったとする。

齢 級 １ ２ ３ ４ ５以上

面 積 （ha） 3,700 2,800 1,500 - -

蓄 積 （千m ） 370 700 540 - -３

収穫表の蓄積（m ／ha） 100 250 360 440 520３

いま、第 分期に第 齢級の森林を ha伐採し、 ３分期後に４齢級からなるｉ ｊ ｘi,j

法正齢級分配を築くものとしよう。分期の長さは齢級幅に合わせるので、３分期

保 続

現 況 １ 分 期 後 ２ 分 期 後

齢級 森林面積 森 林 面 積 森 林 面 積

1500－ｘ 1500－ｘ －ｘ３ 1500 1,3 1,3 2,4

2800－ｘ 2800－ｘ －ｘ２ 2800 1,2 1,2 2,3

3700－ｘ 3700－ｘ －ｘ１ 3700 1,1 1,1 2,2

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ｘ ＋ｘ ＋ｘ －ｘ1,1 1,2 1,3 1,1 1,2 1,3 2,1

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ2,1 2,2 2,3 2,4
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２．線形計画法

後の齢級別面積は、下の表に示したようになる。ただし、伐採された森林は直ち

に植林されるものとする。この表を保続面積表という。

よって、制約条件は、次のように定式化される。

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＝１５００1,3 2,4 3,5

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＝２８００1,2 2,3 3,4

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＝１７００1,1 2,2 3,3

ｘ ＋ｘ ＋ｘ －ｘ －ｘ ＝２０００1,1 1,2 1,3 2,1 3,2

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ －ｘ ＝２０００2,1 2,2 2,3 2,4 3,1

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＝２０００3,1 3,2 3,3 3,4 3,5

ｘ ≧ ０i,j

さて、目的関数であるが、収穫する材積量を最大にするのであれば

max Ｚ＝100ｘ ＋250ｘ ＋360ｘ ＋100ｘ ＋250ｘ ＋360ｘ1,1 1,2 1,3 2,1 2,2 2,3

＋440ｘ ＋100ｘ ＋250ｘ ＋360ｘ ＋440ｘ ＋520ｘ2,4 3,1 3,2 3,3 3,4 3,5

で与えられる。また、伐採売り上げの最大を目指すのであれば、齢級別の立方当

たりの単価を求めておき、それらを収穫材積と掛け合わせることによって目的関

数を作成すればよい。

面 積 表

３ 分 期 後 目 標

森 林 面 積 森林面積 齢級

0 ６1500－ｘ －ｘ －ｘ1,3 2,4 3,5

0 ５2800－ｘ －ｘ －ｘ1,2 2,3 3,4

2000 ４3700－ｘ －ｘ －ｘ1,1 2,2 3,3

2000 ３ｘ ＋ｘ ＋ｘ －ｘ －ｘ1,1 1,2 1,3 2,1 3,2

2000 ２ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ －ｘ2,1 2,2 2,3 2,4 3,1

2000 １ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ3,1 3,2 3,3 3,4 3,5
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２－６．線形計画法による面積平分法と材積平分法

前ページでは線形計画法を皆伐高林の収穫規整に適用する場合の基本について

説明したが、現実の森林計画に適用する場合は、さらに幾つかの制約条件が付け

加わる。特に、労働力に関する制約条件が付け加わることが多い。森林の伐採量

を増やすことは比較的簡単であるので、仮に、最適解が大面積を皆伐するような

結果になっても対応できなくはないが、植林や育林の仕事は、ほとんどが人力に

よってまかなわれるものであり、特に下刈りは何年も続くものであるから、一定

量以上の仕事を行うことは無理である。したがって、雇用の面から言えば、毎年

の仕事量がほぼ均等になるように制約条件をつけることが望ましい。つまり、保

続経営が理想である。

保続経営といえば、面積平分法と材積平分法が基本であるが、両平分法とも線

形計画の制約条件に組み込むことができる。前ページの例を使って具体的に示す

と以下のようになる。

まず、面積平分法の場合は、各分期の伐採面積を均等にするということなので、

ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＝ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ1,1 1,2 1,3 2,1 2,2 2,3 2,4

＝ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ ＋ｘ3,1 3,2 3,3 3,4 3,5

という制約条件になる。線形計画法の書き方に従うと、

ｘ ＋ｘ ＋ｘ －ｘ －ｘ －ｘ －ｘ ＝０1,1 1,2 1,3 2,1 2,2 2,3 2,4

といった表現になる。

つぎに、材積平分法の場合は、各分期の収穫材積を均等にするので、

100ｘ ＋250ｘ ＋360ｘ ＝100ｘ ＋250ｘ ＋360ｘ ＋440ｘ1,1 1,2 1,3 2,1 2,2 2,3 2,4

＝100ｘ ＋250ｘ ＋360ｘ ＋440ｘ ＋520ｘ3,1 3,2 3,3 3,4 3,5

という制約条件になる。

このように、平分法による収穫規整法は、実は、線形計画法に帰着する問題で

あったのである。ハルティヒが提唱した材積平分法は、計算が面倒なことから、

あまり普及せず、実際には、計算が簡単な折衷平分法が使われていたが、現代で

は、数百ha程度の森林であれば、パソコン版の線形計画法のプログラムを使って

収穫規整法の問題を簡単に解くことができる。

－90－



２．線形計画法

２－７．感度分析

線形計画法は、森林計画の手法に革命的な変化をもたらし、様々な問題に応用

されるようになった。しかし、この方法にも幾つかの弱点があることがわかって

きた。最も代表的な弱点は、最適解の安定性に関する問題である。

線形計画法は、制約条件に無理な設定がなければ、最適解を与えてくれる。し

かし、現実の問題では、経営環境の変化により、特に、市況や金利の変化により、

制約条件の中身や目的関数の係数が絶えず変化するので、それに応じて、最適解

も変化してしまうことが多い。この場合、最適解の変化の度合いが小さく、安定

していれば問題はないが、そうでない場合は、当初の計画を全面的に変更しなけ

ればならないというときもある。特に、林業の場合は、育林に非常に長い年月が

かかるので、その影響は大きい。したがって、線形計画法の問題を解いた場合は、

必ず、係数の変化に伴う最適解の安定性について分析しておく必要がある。この

分析を感度分析（sensitivity analysis）と呼んでいる。

２－８．線形計画法の応用上の問題点

線形計画法を適用する場合に、実行者が悩む点としては、適用の範囲をどこま

でにするかという問題がある。

たとえば、皆伐高林の収穫規整の問題では、３齢級後までの例を示したが、実

際問題、50年間の計画を立てた場合と、 100年間の計画を立てた場合とでは、解

は異なってくる。一応の目安は、一輪伐期後まで考えるというものであろう。

また、複数の事業区からなる森林経営の場合は、個々の事業区について立てた

計画と、全体について立てた計画とでは、最適解が異なってくる。各部門の最適

と全体の最適が異なるのは当然のことであるが、この問題を全体の最適解を採用

することで解決しようとすると、線形計画の規模が、次から次へと大きくなって

いき、最終的には、プログラム上の制限を超えて対応できなくなってしまう。

もう一つ、将来の目標状態を、どうやって決めるかという問題もある。これは

線形計画法を適用する以前の問題であるが、目標状態の違いによって最適解が大

きく異なるので悩むのである。
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３．目標計画法

線形計画法は、目的関数を最大、あるいは、最小にするような最適解を見つけ

だす手法であった。しかし、現実の問題では、経営目的が一つとは限らない。た

とえば、森林経営者には、収益の確保、収穫量の保続、雇用の安定、公益的な機

能による地域社会への貢献など、いろいろな目的がある。線形計画法では、それ

らの目的のうちの一つを目的関数とし、それ以外を制約条件として取り扱ってき

た。しかし、どれを目的関数にするかによって、最適解も微妙に変化してしまう。

また、制約条件についても、実際にはそれほど厳密に指定する必要がないことも

多いが、線形計画法では上限あるいは下限を厳密に指定することになり、その限

界値に、最適解が表れてくることも多い。そこで、多目的な問題を取り扱う手法

として考え出されたのが目標計画法（goal programming）である。目標計画法は、

線形計画法に、ちょっとした工夫を加えることによって編み出されたものである。

３－１．目標計画法の考え方

目標計画法では、すべての経営目的を、制約条件の中に取り込む。このことを

前節２－４の水源かん養機能の低下の問題を例にして説明しよう。

森林経営の目的は、6000万円以上の年収、 年間600日以上の雇用、水源かん養

機能の低下の最小化であった。しかし、年収や雇用の条件は下限であり、実際に

は、7000万円と 700日位を適当と考えているとしよう。また、水源かん養機能の

低下についても 120トン位を適当と考えているとしよう。

目標計画法では、上記の7000万円、700日、120トンを目標にして、制約条件を

次のように定式化する。

１００ｘ ＋２００ｘ ＋Ｌ －Ｌ ＝７０００１ ２
－ ＋

２０ｘ ＋ １０ｘ ＋Ｒ －Ｒ ＝ ７００１ ２
－ ＋

３ｘ ＋ ２ｘ ＋Ｐ －Ｐ ＝ １２０１ ２
－ ＋

０≦ ｘ ≦ ６００１

０≦ ｘ ≦ ９００２
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ここで、変数 、 、 、 、 、 は、目標変数と呼ばれる非負の変Ｌ Ｌ Ｒ Ｒ Ｐ Ｐ－ ＋ － ＋ － ＋

－ － － ＋ ＋ ＋数であり、 、 、 は、目標値に達しない場合の不足量を、 、 、Ｌ Ｒ Ｐ Ｌ Ｒ Ｐ

は、目標値を超えた場合の超過量を表している。

３－２．目標計画法の目的関数

経営計画の目的は、それぞれの目標値に出来る限り近づけることにある。した

－ ＋ － ＋ － ＋がって、各目標からの偏差、すなわち、目標変数 、 、 、 、 、Ｌ Ｌ Ｒ Ｒ Ｐ Ｐ

を、できるだけ小さくすることが目的となる。目標変数がすべて同じ単位で表さ

れている場合は、目標変数は非負であったので、それらの和を目的関数にし、そ

れが最小になるような解を見つければよい。たとえば、上述の例では、雇用も水

源かん養機能もすべて貨幣単位に直してしまう、というのも一つの手である。

しかしながら、実際には、それぞれの目標変数の単位は異なっているのが普通

であるので、簡単に和を求めることはできない。そこで、単位変換のための重み

をつけて、つぎのように表す。

－ － ＋ ＋ － － ＋ ＋ － － ＋ ＋min Ｚ＝ｗ Ｌ ＋ｗ Ｌ ＋ｗ Ｒ ＋ｗ Ｒ ＋ｗ Ｐ ＋ｗ ＰＬ Ｌ Ｒ Ｒ Ｐ Ｐ

ただし、 、 、 、 、 、 は重みである。ｗ ｗ ｗ ｗ ｗ ｗＬ Ｌ Ｒ Ｒ Ｐ Ｐ
－ ＋ － ＋ － ＋

現実に適用する場合は、不足量か超過量のどちらか一方だけを考察の対象にす

ればよいこともある。たとえば、収入の超過量 や水源かん養機能低下の未達Ｌ＋

成量 を小さくする必要はないので、目的関数は以下のようになる。Ｐ－

－ － － － ＋ ＋ ＋ ＋min Ｚ＝ｗ Ｌ ＋ｗ Ｒ ＋ｗ Ｒ ＋ｗ ＰＬ Ｒ Ｒ Ｐ

３－３．目標計画法を適用する場合の問題点

目標計画法の一番の問題点は、やはり、目標の決め方と、重みの決め方にある。

これは目標計画法を適用する以前の問題であるが、そのような下準備が必要なこ

とと、その下準備が最適解に大きく影響することから、実務の立場からすれば、

目標計画法の問題点と言えるであろう。地域の森林計画を作成する場合のように、

利害が対立することが予想される場合、たとえば、開発か保全かといった対立が

ある場合には、目標と重みを客観的に決めることが何よりも大切なことになる。
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第６章 ＯＲによる森林計画

４．０－１整数計画法

線形計画法や目標計画法では最適解は実数であった。しかし、現実の問題によ

っては、解は整数でなければならない場合もある。たとえば、人数を小数で表し

た最適解は実行しようがなく、それを四捨五入した値が必ずしも最適ではないか

らである。解を整数に限った数理計画法を整数計画法といい、特に、変数が０ま

たは１の２つの値しかとらない場合を、０－１整数計画法という。ここでは、皆

伐高林の収穫規整に、０－１整数計画法を応用した例を紹介する。

４－１．０－１整数計画法による皆伐高林の収穫規整

０－１整数計画法を収穫規整に応用したのは、ルーマニアのバラス（Balas）

が最初であり、1963年のことである。日本では、1974年に、南雲秀次郎が林道の

開設問題と絡めた研究を発表している。

０－１整数計画法による収穫規整問題は、以下のように定式化する。

いま、 個の林分からなる森林があり、各林分は、 分期後までに必ず１回伐ｍ ｎ

採されるという内容の計画を立てるものとする。 変数 を、 林分の 分期ｘ ｉ ｊi,j

における伐採に対応させることにし、伐採されたら１、伐採されなかったら０と

いう値をとるものとする。この定義により、 個の林分について、以下のようなｍ

制約条件をつくることができる。

、 ただし は０または１ｘ ＋ｘ ＋…＋ｘ ＝１ ｘ1,1 1,2 1,n i,j

０－１整数計画法によって求めた、各林分の最適な伐採時期

林分 分 期

ｎ番号 １ ２ ３ ４ … …

１ ０ ０ ０ １ … … ０
２ １ ０ ０ ０ … … ０
… … … … … … … …
… … … … … … … …

０ ０ １ ０ … … ０ｍ
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４．０－１整数計画法

なお、その他の制約条件は適宜つけるものとする。たとえば、 分期の収穫量ｋ

合計を一定量（ ）以上にするといった条件は、 林分の 分期における収穫Ｙ ｉ ｋk

量を と表すことにすれば、次のように表される。ｃi,k

ただし、 は１から まで∑ｃ ｘ ≧ Ｙ ｉ ｍi,k i,k k

また、目的関数は、その目的によって異なるが、たとえば、収穫量の最大化を

図るのであれば、次のように表される。

ただし、 は１から まで、 は１から までmax Ｚ＝∑ｃ ｘ ｉ ｍ ｊ ｎi,j i,j

４－２．枚挙法による解法

０－１整数計画法の実用的な解法は見いだされていない。そこで、一つの方法

として、枚挙法による解法がある。この方法は、大型計算機を使ってすべての場

合を計算させて比較するというものであり、悉皆列挙法ともいう。しかし、この

方法では、各林分に対して 通りの伐採時期があり、林分数が 個なので、結局ｎ ｍ

の 乗通りの計算が必要になってしまい、その数が膨大なため、実際には、解ｎ ｍ

けない。鈴木太七・田中和博（1981）は、伐採時期を適時とその１分期後の２通

りに絞って計算させたが、石橋整司・田中和博（1984）によると、スーパーコン

ピュータをもってしても、１時間の計算で解ける問題のサイズは、林分数にして

２６個であった。

４－３．収穫規整問題固有の性質を利用したＦＯＡ法

枚挙法では、すべての場合を計算しているが、森林は時間の経過とともに成長

していくので、このような収穫規整問題固有の性質を利用することによって、無

駄な計算を省くことができる。木平勇吉は、1981年に林業向けのアルゴリズムと

して、ＦＯＡ（Forestry Oriented Algorithm）を開発した。石橋・田中（1984）

は、ＦＯＡについても、スーパーコンピュータで試算してみたが、15分の計算時

間で解ける問題のサイズは、林分数にして３７個程度であった。

以上、見てきたように、０－１整数計画法を使えば、理論的には、林分を単位

とした森林計画を取り扱えるのであるが、実際には、応用はごく限られている。
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第７章 減反率と広義の法正林

第７章 減反率と広義の法正林

「産業連関表」という言葉があるように、個々の産業は他の産業と相互に複雑

に密接に関連している。林業も例外ではない。地域の森林資源の内容と動向は、

森林経営者のみならず、森林組合、育林労働者、伐出業者、木材市場関係者、木

材加工業者、木材流通業者をはじめ、最終的には、一般の消費者にとって、直接

の関心事である。また、森林には公益的な機能があるので、森林資源の内容は、

地域や流域の住民にとって、自分たちの生活に直接に関わる大切な問題である。

そして、市町村、都道府県、国にとっては、地域の振興や発展、あるいは環境保

全の施策を進めていく際の基礎となる重要な問題である。本章では、個々の森林

経営の立場を離れ、地域の森林資源の動向を予測する手法について学ぶ。

地域の森林資源は、個々の森林経営体の森林の集合体として捉えることができ

る。個々の森林経営者は、経営目標に応じた森林計画を作成し、それに従って実

行しようとしているので、個々の森林経営の森林資源動向を予測することは比較

的簡単である。しかし、個々の森林の施業内容は様々であるので、それらの集合

体としての地域全体の森林資源の動向を予測することは、非常に難しい。机上の

計算では、個々の林家の森林計画を集計していけば予測できるはずであるが、膨

大な面積の森林について個々に集計していくことは大変な作業である。また、森

林経営も経済行為の一つであるので、市場などの経営環境の変化に対応して、森

林計画の内容も絶えず変化しているということを考慮に入れる必要がある。計画

経済的な手法では上手く対応できないことは、既に歴史で実証済みのことである。

そこで、地域の森林資源の動向予測には、確率論的な考え方が応用されている。

1961年と1963年に、科学技術庁資源局から、木材の生産予測に関する報告書が出

されたが、その中で、鈴木太七は「減反率の理論」を構築し、発展させていった。

この理論は、確率過程論の中のマルコフ・プロセスを応用したものである。ここ

でマルコフ・プロセスとは、ある事象が起こる確率は、現在の状態のみに依存し、

過去の履歴によらないというものであるが、非常に応用範囲が広い手法である。
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１．齢級ベクトル

１．齢級ベクトル

１－１．森林資源構成表

地域の人工林の資源状態は、通常、樹種別に作成された齢級別森林面積・蓄積

表によって表される。この表のことを森林資源構成表という。資源構成表の齢級

は、一般に、５年を１単位として表され、15齢級までのものが多い。

森林資源構成表の森林蓄積は、通常、森林面積に収穫表の値を乗ずることによ

って求められている。よって、基本的に重要な資料は、齢級別森林面積表である。

ところで、森林蓄積の合計は、成長や収穫によって絶えず変化するが、森林面積

の合計は、土地が転用されない限り、一定であるという特徴を持っている。

１－２．齢級ベクトル

齢級別森林面積表は、齢級別の森林面積を、齢級の順番に並べたものである。

よって、この順序に並べられた齢級別の森林面積を、ベクトルとして考えること

ができる。これを、齢級ベクトルと呼ぶことにする。

たとえば、５齢級からなる以下のような齢級別森林面積表があったとすると、

齢 級 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

森林面積(ha) 7000 6000 5000 3000 1000

齢級ベクトルは、各齢級別森林面積を成分とする５次元ベクトル

（ 7000, 6000, 5000, 3000, 1000 ）

で表現される。

１－３．林齢空間

いま、 齢級からなる森林資源構成表があるとすると、齢級ベクトルは、 次ｎ ｎ

元のベクトル空間の中の１点として表される。このベクトル空間を林齢空間とい

う。地域の人工林の資源状態は、林齢空間の中の１点として表され、それの時間

の経過に伴う変化や、伐採による変化は、林齢空間の中の推移として表現される。
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第７章 減反率と広義の法正林

２．齢級遷移確率

２－１．齢級遷移確率

現在 齢級の森林によって占められている林地が、１分期後に 齢級の森林にｊ ｋ

よって占められている林地に変わる確率を で表し、これを 齢級から 齢ｐ ｊ ｋj,k

級への齢級遷移確率と呼ぶことにする。

森林の成長という特徴を考慮に入れると、現在 齢級の森林によって占められｊ

ている林地の１分期間の推移については、次の３通りしかない。

ｊ＋１ ｐ①伐採されないで１齢級歳をとり、 齢級になる場合 …… j,j+1

０ ｐ②伐採された後、裸地のまま放置され、 齢級になる場合 …… j,0

１ ｐ③伐採された後、翌年直ちに植林され、 齢級になる場合 …… j,1

通常、伐採跡地は翌年には植林されるので、①と③の場合だけを考えればよい。

２－２．齢級遷移確率行列

各齢級の齢級遷移確率を、数学の「行列」の形式にまとめたものを、齢級遷移

確率行列という（鈴木太七，1959）。この行列は、上記の①と③の場合以外の齢

級遷移確率はすべてゼロであるという特徴をもっている。

たとえば、いま、５齢級からなる齢級別森林面積表があり、各齢級において森

林が伐採される確率が、 ＝0.10、 ＝0.20、 ＝0.40、 ＝0.70、ｐ ｐ ｐ ｐ1,1 2,1 3,1 4,1

＝1.00であるとすると、齢級遷移確率行列は以下のように表される。ｐ5,1

齢級遷移確率行列

期 末

期 首 １齢級 ２齢級 ３齢級 ４齢級 ５齢級以上

１齢級 0.10 0.90 - - -

２齢級 0.20 - 0.80 - -

３齢級 0.40 - - 0.60 -

４齢級 0.70 - - - 0.30

５齢級 1.00 - - - -

－98－



２．齢級遷移確率

２－３．齢級ベクトルの推移予測

期末の齢級ベクトル、すなわち、１分期後の齢級ベクトルは、期首の齢級ベク

トルに齢級遷移確率行列を掛けることによって予測される。

たとえば、期首の齢級ベクトルを とし、（7000, 6000, 5000, 3000, 1000）

齢級遷移確率行列を前ページの表の通りであるとすると、期末の齢級ベクトルは、

下記のような、ベクトルと行列の積によって表される。

（7000,6000,5000,3000,1000） 0.10 0.90 0 0 0 0

0.20 0 0.80 0 0 0

0.40 0 0 0.60 0 0

0.70 0 0 0 0.30 0

1.00 0 0 0 0 0

＝（7000,6300,4800,3000,900）

ここで、行列の掛け算では、行列を前から掛けた場合と、後ろから掛けた場合

とでは、解が異なるということに注意しなくてはならない。本書では、横ベクト

ルに、後ろから行列を掛けるというスタイルをとっている。

２－４．林齢空間の不動点

期首の齢級ベクトルを 、齢級遷移確率行列を で表すことにすると、期末のｖ Ｐ

齢級ベクトルは と表される。２分期後の齢級ベクトルは、つぎの齢級遷移ｖ・Ｐ

確率行列 を掛けることによって、 で与えられる。ここで、 ＝ のＱ ｖ・Ｐ・Ｑ Ｐ Ｑ

場合は、２分期後の齢級ベクトルは のように表現される。ｖ・Ｐ２

ところで、期首のベクトルの内容によっては、 ＝ となることがある。ｖ・Ｐ ｖ

このようなベクトルは数学の用語で「固有ベクトル」と呼ばれている。また、齢

級遷移確率行列は確率行列なので、その固有値は１であることが知られている。

齢級ベクトルが林齢空間の中を推移していき、固有ベクトルに達すると、もはや

動かなくなり、不動点となる。不動点は安定状態である。

齢級ベクトル は、上記の齢級遷移確率行列の（10000,9000,7200,4320,1296）

固有ベクトルである。

－99－



第７章 減反率と広義の法正林

３．減反率と保存率

３－１．減反率の定義

新植された林分が、ちょうど 齢級で伐採される確率を、「 齢級の減反率」ｊ ｊ

と呼び で表す。 減反率の「反」は、田畑や山林の面積の単位であって、１町ｑj

の10分の１、約10ａの大きさである。ここでは、新植された森林が１あるとする

と、その森林が、齢級が増加するに伴い次第に伐採されていき、だんだんと面積

が減っていくという意味を込めて名前が付けられている。

３－２．現在 齢級の森林が第１分期に伐採される確率ｊ

新植された林分が 齢級まで伐採されずに残っている確率は、ｊ

１－ｑ －ｑ － … －ｑ1 2 j-1

で表される。これを「 齢級の保存率」という。ｊ

現在 齢級の森林が第１分期に伐採される確率 は、保存率のうちの減反率ｊ ｑj,1

ｑ ＝ｑ ／（１－ｑ －ｑ － … －ｑ ）j,1 j 1 2 j-1

となる。これを、「すでに 齢級のものの第１分期の減反率」という。ｊ

同様に、すでに 齢級のものの第 分期の減反率 は、つぎの通りである。ｊ ｋ ｑj,k

ｑ ＝ｑ ／（１－ｑ －ｑ － … －ｑ ）j,k j+k-1 1 2 j-1

３－３．減反率と齢級遷移確率との関係

減反率と齢級遷移確率との間には、つぎのような関係が成り立つ。

ｑ ＝ｐ ・ｐ ・……・ｐ ・ｐj 1,2 2,3 j-1,j j,1

ｐ ＝ｑ ＝ｑ ／（１－ｑ －ｑ － … －ｑ ）j,1 j,1 j 1 2 j-1

１－ｑ －ｑ － … －ｑ ＝ｐ ・ｐ ・……・ｐ1 2 j-1 1,2 2,3 j-1,j

３－４．換算面積

齢級の森林面積を、 齢級の保存率で割ったものを換算面積という。換算面ｊ ｊ

積は、 齢級の森林と同世代の森林が、最初に何ha新植されたかを示している。ｊ
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４．減反率法

４．減反率法

減反率を用いて、伐採面積表および保続面積表を計算し、これによって将来の

各分期の収穫材積と森林蓄積を齢級別に予測する方法を減反率法という。減反率

法は、地域の民有林の森林資源の動向予測に使われている。

伐採面積表は以下のように計算していく。ただし、説明の都合上、森林資源構

成表は５齢級までとし、第２分期まで計算するものとする。そして、 齢級の減ｊ

反率を 、保存率を とし、現在、 齢級の森林が haあるとする。ｑ ｒ ｊ ａj j j

①期首の現況森林面積を記入する

②換算面積を求める

③第１分期の伐採面積を予測する

④第１分期の伐採面積の和を求める

⑤第２分期の伐採面積を予測する

⑥第２分期の伐採面積の和を求める

……………………………………

以下同様にして、必要な分期まで予測する。

なお、保続面積表は、伐採面積表から容易に計算できるものなので省略する。

減反率法によって予測された各分期の伐採面積

期 首 伐 採 面 積 表
齢 級 森林面積 換算面積 第１分期 第２分期

ｉ １ ２計 ∑ａ ｙ ｙ
ａ ｘ ＝ａ ／ｒ ⑤ ｑ ･ｘ⑤以上 5 5 5 5 5 5
ａ ｘ ＝ａ ／ｒ ④ ｑ ･ｘ ⑤ ｑ ･ｘ④ 4 4 4 4 4 4 5 4
ａ ｘ ＝ａ ／ｒ ③ ｑ ･ｘ ④ ｑ ･ｘ③ 3 3 3 3 3 3 4 3
ａ ｘ ＝ａ ／ｒ ② ｑ ･ｘ ③ ｑ ･ｘ② 2 2 2 2 2 2 3 2
ａ ｘ ＝ａ ／ｒ ① ｑ ･ｘ ② ｑ ･ｘ① 1 1 1 1 1 1 2 1

ｙ ＝∑ｑ ･ｘ ｙ ＝∑ｑ ･ｘ ① ｑ ･ｙ1 i i 1 i i 1 1
ｙ ＝ｑ ･ｙ ｙ ＝ｑ ･ｙ2 1 1 2 1 1

＋∑ｑ ･ｘ ＋∑ｑ ･ｘi+1 i i+1 i
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第７章 減反率と広義の法正林

５．減反率の推定法

５－１．χ 分布を用いる減反率推定法２

減反率は、森林が植栽されてから伐採されるまでの、一種の待ち時間に関する

確率であると考えることができる。鈴木太七（1961,1963,1972）は、森林が毎年

平均 cmずつ太っていき、 cmになったら伐採されるという簡単なモデルを用いｍ Ｍ

て、森林の寿命が時刻 となる確率ｔ

-ｍｔ Ｍ-1Ｆ (ｔ)＝ｅ （ｍｔ） ｍ／（Ｍ－１）！Ｍ

を導いた。ここで、伐採齢の平均 と分散 は、Ｅ(ｔ) Ｖ(ｔ)

Ｅ(ｔ)＝Ｍ／ｍ

２Ｖ(ｔ)＝Ｍ／ｍ

と表されるので、この関係式を用いると、パラメータ 、 を推定することがでＭ ｍ

きる。

齢級の減反率 は、寿命が と の間になる確率であることからｊ ｑ ｊ ｊ＋１j

j+1
ｑ ＝∫ Ｆ (ｔ)ｄｔＭ

j j

となり、この積分は

Ｍ＝ｎ／２， ｍｔ＝χ ／２２

とおくと、自由度 のχ 分布に変形できる。よって、χ 分布表を利用して減反ｎ ２ ２

率を推定することができる。

ところで、伐採齢の平均 と分散 の求め方であるが、各分期の植栽Ｅ(ｔ) Ｖ(ｔ)

面積がほぼ等しい場合は、地域の齢級別の伐採面積統計を使って推定すればよい。

この推定法は、日本の森林計画の実務で公式に採用されている方法である。しか

し、現実には、日本では各分期の植栽面積は大きく変化しており、この推定法で

は誤差が大きい。減反率法による収穫予測結果が現実と乖離する理由は、いま採

用されている減反率の推定法が今日の日本の現状には不適当であるからである。

決して、減反率の理論そのものの欠陥ではない。しかし、一般にはそのように理

解されていないというのは、減反率法にとって悲劇である。
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５－２．減反率と伐採面積の関係

現在、一般に行われている減反率計算では、伐採齢の平均と分散を求めるのに、

１分期間の齢級別伐採面積の値をそのまま用いている。しかしながら、このよう

に齢級別伐採面積をそのまま使って減反率計算が行えるのは、あくまでも毎分期

の植栽面積がほぼ等しい場合だけである。しかし、現実には、過去数十年間の植

栽面積が毎分期ほぼ等しい訳ではないから、この方法を使う訳にはいかない。

このことを、モデルの減反率を使って、具体的に見てみよう。下の表の上段は、

毎分期の植栽面積が等しい場合、つまり換算面積が等しい場合の減反率と伐採面

積の関係を表したモデルである。下段は、毎分期の植栽面積が等しくない場合の

モデルである。こうして見てみると、同じ減反率であっても、換算面積が異なれ

ば伐採面積も変わってくることに気付く。ここで、齢級別伐採面積だけを用いて、

減反率を推定したとしたならば、上段と下段の減反率は全く違ったものとして推

定されるであろう。

減反率と伐採面積の関係

毎 分 期 の 植 栽 面 積 が 等 し い 場 合

齢 級 5 6 7 8 9 10 11 12

換算面積（ha） 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

減 反 率（％） 5 10 15 20 20 15 10 5

伐採面積（ha） 50 100 150 200 200 150 100 50

２伐採統計量 伐採齢の平均8.50齢級、分散3.2533齢級

毎 分 期 の 植 栽 面 積 が 異 な る 場 合

齢 級 5 6 7 8 9 10 11 12

換算面積（ha） 2000 1500 1000 800 1200 900 700 800

減 反 率（％） 5 10 15 20 20 15 10 5

伐採面積（ha） 100 150 150 160 240 135 70 40

２伐採統計量 伐採齢の平均8.12齢級、分散3.5286齢級
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５－３．Ｃ方式による減反率計算

毎分期の植栽面積が異なる場合は、減反率を推定する手段として、伐採面積率

を用いることが考えられる。すなわち、非伐採面積率（進級面積率）を齢級遷移

確率とみなして、減反率を求めようとするものである。もちろん、この方法では、

ある齢級での伐採量の大きな変動が、あとの齢級の保存率に影響を与えるという

欠点があることは否めない。そして、そのような大きな変動が、現実の資料の中

にしばしば見られることも事実である。その場合、実際に大きな変動があったの

か、それとも、資料のミスなのかが、はっきりしない。若齢級では、１分期後の

森林面積の方が大きいということもよくある。その理由の多くは、樹種の間違い

のようである。前回間違っていたものを今回訂正したということが多い。森林資

源構成表等の資料では、通常、過去に遡ってまで訂正することはないので、こう

した問題が起こる。下の表では、１齢級に不可解なことが起こっており、この場

合は、進級面積率を 100％としている。

Ｃ 方 式 に よ る

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

昭和41 昭和46 ５年間の 伐 採 進 級 標 本 標 本
齢級 年 度 年 度 伐採面積 面積率 面積率 保存率 減反率

Bi－Ci+ Di／Bi 100－ Gi- × Gi－面 積 面 積 １ １

１ １(ha) (ha) (ha) ×100 Ei Fi- Gi+

1 7549.63 7572.89 -78.45 - 100.00 100.00 0.00
2 6506.19 7628.08 76.91 1.18 98.82 100.00 1.18
3 3437.86 6429.28 242.09 7.04 92.96 98.82 6.96
4 2255.58 3195.77 40.65 1.80 98.20 91.86 1.65
5 2528.69 2214.93 7.40 0.29 99.71 90.21 0.26
6 3625.10 2521.29 259.98 7.17 92.83 89.95 6.45
7 3167.35 3365.12 41.27 1.30 98.70 83.50 1.09
8 4056.90 3126.08 531.26 13.10 86.90 82.41 10.80
9 2272.45 3525.64 192.04 8.45 91.55 71.61 6.05

10 2566.24 2080.41 486.69 18.97 81.03 65.56 12.44
11 1491.11 2079.55 171.36 11.49 88.51 53.12 6.10
12 1138.58 1319.75 190.51 16.73 83.27 47.02 7.87
13 233.58 948.07 17.76 7.60 92.40 39.15 2.97
14 204.80 215.82 29.85 14.58 85.42 36.18 5.28
15 242.41 382.02 35.34 14.58 85.42 30.90 4.51

16 26.39

－104－
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下の表のように、進級面積率から標本保存率を計算していくと、実は、困った

ことが起きる。というのは、15齢級の標本保存率に進級面積率を掛けても、なお、

約26％もの森林が保存されていることである。ここでは、これを仮に16齢級の保

存率と呼んでおこう。この問題を解決するには、森林資源構成表の最高齢級をも

っと引き上げればよいが、あと５齢級引き上げても解決しそうにないので、別の

工夫をしなくてはならない。

統計学によれば、こうした問題は、 時間打ち切り標本（censored sample）と

呼ばれている。Ｃ方式とは、標本減反率を時間打ち切り標本としてとらえて、伐

採齢の平均と分散を推定する方法であり、censoredのＣをとって名付けたもので

ある（田中和博，1979）。 一般に、χ 分布は、その自由度が大きくなると、ほ２

とんど正規分布とみなすことができるので、Ｃ方式では、減反率計算に用いられ

るχ 分布がかなり正規分布に近いものと仮定して、 統計学の「時間打ち切り標２

本からの正規分布の母数の推定方法」を応用している。

減 反 率 計 算 の 一 例

Ｖ Ｗ Ｘ Ｙ Ｚ

Ｃ方式の Ｃ方式の 昭和46年度を 昭和51年度 Ｃ方式による
保 存 率 減 反 率 基礎にした 現実面積 昭和51年度

換算面積(ha) (ha) 予想面積(ha)i-0.5
100×Ci／Vi Xi- ×Vi／100齢級の値 １

100.0 0.0 7572.89 5129 -
100.0 0.3 7628.08 7151 7573
99.7 1.3 6448.63 7454 7605
98.4 2.3 3247.73 6367 6345
96.1 4.2 2304.82 3185 3121
91.9 5.6 2743.51 2152 2118
86.3 7.1 3899.33 2415 2368
79.2 8.0 3947.07 3133 3088
71.2 8.4 4951.74 2886 2810
62.8 8.6 3312.75 3427 3110
54.2 7.9 3836.81 1912 1796
46.3 7.7 2850.43 1855 1776
38.6 6.9 2456.14 1052 1100
31.7 5.7 680.82 988 779
26.0 5.3 1469.31 521 481

20.7
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６．減反率の変動

６－１．平均伐採齢の増大

減反率による収穫予測が現実となかなか合わないもう一つの理由は、減反率そ

のものが変化しているからである。高度経済成長とそれに続く円高による低成長

により、外材が大量に輸入されるようになり、国産材の価格は低迷し、日本の林

業は疲弊している。それに伴い森林施業の放棄や高伐期化が進んでいる。森林資

源構成表を使ってＣ方式で計算してみると、平均伐採齢が一貫して増大傾向にあ

ることがわかる。減反率は、森林の成長の早い遅いといった要因だけでなく、経

済的・社会的な要因にも大きく支配されている。

６－２．経営対象林分の減少

木材価格の低下により、林業の採算が合わない地帯が増加している。林道から

遠く離れた所にある森林は、伐出経費や育林経費がかさむので、伐採が見送られ

る傾向にある。伐採可能な森林地帯とそうでない地帯との境界を「伐境」と呼ん

でいるが、伐境が経済的な要因により変化してきている。天野正博・野田 巌は、

1984の論文で、林道の近くにあり減反率が適用できる森林とそうでない森林とを

区別して木材の供給予測を行うことを提案している。

６－３．経済的・社会的要因による変動

しかし、日本の産業構造の変化は、山村地域を過疎に追い込み、林業関係者の

生活基盤までも変えてしまった。よって、減反率の推定に、社会的な要因をも加

味する必要が生じている。 イギリスの林業経済学者ブランドン（Blandon）は、

日本の森林所有者の伐採行動の特異性に興味を持ち、経済学的な手法を用いて、

伐採確率を経済社会的な要因で説明することを試みている（1985，1991）。彼の

最近の計量経済モデルでは、住宅から森林までの距離、個々の森林区画の平均規

模などの要因に加えて、森林所有者の年齢、職業、所得などの要因も説明変数に

取り入れられている。
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７．広義の法正林

以上見てきたように、減反率は時代とともに変化している。地域森林計画の担

当者は、私有林所有者の伐採行動を把握し、民有林からの木材供給が地域の振興

・発展に寄与するように施策を進めていく必要がある。そのためには、現在の伐

採傾向の特徴を知り、将来の森林資源がどのような構成状態になろうとしている

のかを把握しておく必要がある。つまり、現在の森林資源の構成状態が、林齢空

間の中でどちらの方向に動こうとしているのかを把握しておく必要がある。

鈴木太七の一連の研究によれば、減反率が不変の場合は、齢級ベクトルが、や

がて一つの安定状態に収束していくことが、数学的に証明されている。その安定

状態とは、前にも述べた不動点である。しかも、その場合、齢級ベクトルが、齢

級に対する保存率の分布（これを減反曲線と言っている）と相似の関係になるこ

とが知られている。下の図に示したように、齢級ベクトルが減反曲線と同じ割合

になっている場合は、齢級別の森林面積は分期が変わっても変化しない。このよ

うな状態にある森林を「広義の法正林」という。

森 森

林 １分期後 林

面 面

積 積

齢級 齢級

広義の法正林：齢級別森林面積が、減反曲線と相似の場合は、現在 齢級のｉ

森林面積は、１分期後に現在の 齢級の森林面積と等しｉ＋１

くなり、また、各齢級の伐採面積の合計は、１齢級の面積に

等しくなるので、齢級別森林面積は変化しない。
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広義の法正林は、従来の林学の常識を覆すものであった。林学関係者は、持続

可能な森林経営の齢級分配は、フンデスハーゲンらによって構築された法正齢級

分配以外にはないと、長い間、信じてきたからである。それが、減反率の違いに

対応して、無数の法正状態が存在することが示されたのである。広義の法正林は、

森林計画において、目標齢級分配の役割を果たすことになる。

８．累積齢級分配の法正状態

ところで、現実の森林の齢級分配は、広義の法正林の齢級分配にもほど遠いこ

とが多い。しかし、森林によっては、長期間にわたって、かなり安定した収入を

あげることができるものもある。高齢級の森林が過剰に存在する場合は、高齢級

の森林がそれよりも若い森林の代替林として機能することができるからである。

森林収穫の保続という観点からすれば、こうした森林も法正状態にあると解釈し

て差し支えない。

1982年に、南雲秀次郎は、累積齢級分配によって、上記のような拡張された法

正状態を判定する方法を提案した。

右ページの図において、例１は古典的な法正齢級分配の場合である。伐期に至

るまで各齢級の面積が１単位ずつ存在している。ここで、高齢級からの累積分布

を各齢級の左端で表示するものとすれば、古典的な法正齢級分配の累積分布は、

点線で示したような直線で表される。

例２は、２、４齢級がなく、その部分の森林が３、５齢級に加わっている場合

である。この累積分布は、例１で示した直線よりも常に上側にある。このことは、

３、５齢級の森林が、２、４齢級の森林の代わりなっていることを示している。

例３では、累積分布は、３齢級以上の森林が、直線よりも下側になっているの

で、拡張された意味でも法正状態ではない。

累積齢級分配による法正状態の判定は、直感的で分かりやすい。地域森林計画

を策定する場合は、まず、森林経営の対象地について累積齢級分配図を作成し、

その結果によって、その地域の森林の木材供給源としての成熟度を判定する。

－108－



８．累積齢級分配の法正状態

累
積

森 森
林 林
面 面
積 積

１ ２ ３ ４ ５齢級 １ ２ ３ ４ ５齢級

例１．古典的な法正齢級分配の場合

累
積

森 森
林 林
面 面
積 積

１ ２ ３ ４ ５齢級 １ ２ ３ ４ ５齢級

例２．高齢級の森林が過剰にある場合

累
積

森 森
林 林
面 面
積 積

１ ２ ３ ４ ５齢級 １ ２ ３ ４ ５齢級

例３．高齢級の森林が不足する場合
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第８章 森林の成長モデルと収穫予測

今までに紹介してきた森林計画の手法では、単位面積当たりの材積や収穫量が

分かっているものとして、話を進めてきた。しかし、実際には、森林の成長量や

木材の収穫量を予測することは非常に難しい。その理由は、一つには、森林が成

長するには長期間を要するため、いろいろな成長試験の結果がでるまでに長い年

月がかかること、もう一つは、森林の構成内容や林地の状態が多様であるため、

統一的な法則性を見い出すことが難しいことによる。

本章では、森林の成長モデルと収穫予測の手法について、基本的なものを概説

する。なお、最近の成長モデルについては、南雲秀次郎・箕輪光博共著「測樹

学」（地球社、1990）の中で箕輪が記した「第４章：林木生長論」を推薦する。

１．収穫表

１－１．収穫表と収穫予想表

収穫表は、成長条件が近似している地方で、一定の作業法のもとに育成された、

ある特定の樹種からなる同齢単純林分の、各成長因子の単位面積当たりの基準的

数値を、主林木と副林木とに分けて、地位ごと、齢階ごとに示した表である。こ

こで、主林木とは間伐のときに残される木のことであり、副林木とは間伐される

木のことである。また、地位とは、土地の肥沃度を表す等級の位のことである。

現在、日本で、主として用いられている収穫表は、林野庁と林業試験場（現在

の森林総合研究所）が国有林を対象として調製した32種類の収穫表である。その

内訳は、スギ11種類、ヒノキ10種類、アカマツ７種類、カラマツ２種類、トドマ

ツ１種類、エゾマツ１種類である。これらの収穫表は、本多静六原著の「森林家

必携」（林野弘済会、1975）などに記載されている。

収穫表は、立木密度別に調製されているものはまれである。よって、実際には、

各地方の収穫表を、各地域の実情に応じて補正した「収穫予想表」を用いている。
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１．収穫表

１－２．収穫表による収穫予測

収穫表を用いて、将来の蓄積量や収穫量を予測するには、つぎの手順による。

①地位を査定する。樹高成長は立木密度の影響をあまり受けないので、地位の

査定に使われる。主林木平均樹高を求め、対応する地方の収穫表の同林齢の

値と比較して、どの地位の収穫表を使うかを決める。

②地位係数を求める。地位係数は、林分の成長に関わらず安定している。

現実林の主林木平均樹高
地位係数＝

収穫表の主林木平均樹高

③立木度を求める。立木度は、林分の成長に伴い、１に近づいていく。

現実林の主林木胸高断面積合計
立木度 ＝

収穫表の主林木胸高断面積合計

④現実林の蓄積を求める。

現実林の蓄積＝収穫表の主副林木合計幹材積×立木度×地位係数

⑤将来の蓄積を予測する。伐採する場合は収穫量となる。

収穫表の将来の林齢の主副林木合計幹材積
将来の蓄積＝現実林の蓄積×

収穫表の現在の林齢の主副林木合計幹材積

三重大学附属平倉演習林スギ林林分収穫表（抜粋） 地位中

主 林 木 副 林 木 主副林木合計

平 均 ｈａ 当 た り ｈａ当たり ｈａ当たり

林齢 胸高 樹高 本数 胸高 幹材積 本数 幹材積 本数 幹材積
直径 断面積

２ ３ ３ ３年 ｃｍ ｍ 本 ｍ ｍ 本 ｍ 本 ｍ

5 2.2 0.8 4524 2.1 0.8 232 - 4756 0.8
10 5.1 3.8 4304 9.9 19.1 220 0.2 4524 19.3
15 7.8 6.3 3623 20.2 65.0 681 4.5 4304 69.5
20 10.1 8.4 2977 28.6 122.7 646 10.3 3623 133.0
25 12.2 10.1 2468 34.8 179.9 509 14.1 2977 194.0
30 14.1 11.6 2086 39.1 231.3 382 15.6 2468 246.9
35 15.8 12.8 1805 42.3 276.2 281 15.2 2086 291.4
40 17.3 13.8 1596 44.7 315.0 209 13.9 1805 328.9
45 18.6 14.6 1438 46.7 348.7 158 12.3 1596 361.0
50 19.8 15.3 1318 48.3 378.4 120 10.4 1438 388.8
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第８章 森林の成長モデルと収穫予測

２．密度管理図

２－１．密度管理図の概要

収穫表は、その地方の標準的な施業体系のもとでの森林の成長の様子を表の形

にまとめたものであった。よって、育林目標や育林体系が収穫表のそれと異なる

場合は、適合度はあまり良くなかった。 1968年、安藤 貴は、吉良竜夫ら（195

7）が求めた生態学の諸法則を林木の成長に応用することによって、植栽密度や間

伐内容の違いに応じた成長予測が行える林分密度管理図を考案した。

密度管理図は、各成育段階のha当たりの立木本数とha当たりの幹材積合計との

関係を両対数目盛の図に表したものである。図の左下から右上に向かって描かれ

ている曲線群は上層木の樹高を表しており「等平均樹高曲線」と呼ばれている。

図の右上の斜めの直線は「最多密度曲線」と呼ばれるもので、生態学の「２分の

３乗則」を理論的な根拠としている。図の下から立ち上がり、ゆるく左に曲がっ

ていく曲線が「自然枯死線」であり、「自然間引線」とも呼ばれる。この曲線は

成長に伴いやがて最多密度曲線に吸収されていく。図の右上から左下に急に下が

る曲線群は「等平均直径曲線」である。最多密度曲線と平行に走る直線群は「等

収量比数曲線」（Ry）を表しており、最多密度に対する材積比を表している。

２－２．密度管理図による収穫予測

植栽本数がha当たり5000本の林分について、具体的に予測してみよう。

①横軸の5000本から出発して、自然枯死線にそって、図の上方に進む。

②上層木の平均樹高が10ｍに達したところで、間伐を行うものとする。

図より、間伐前の立木本数密度は、約4200本／ha

幹材積合計は、 約 270ｍ ／ha３

平均直径は、 約 12cmである。

③間伐は、下層間伐を行い、間伐後の立木本数密度を、約2600本／haとする。

図より、間伐後の幹材積合計は、 約 240ｍ ／ha３

平均直径は、 約 14cmである。
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２．密度管理図

④よって、間伐収穫は、約1600本／ha、約30ｍ ／haとなる。３

⑤間伐後の林分は、今度は植栽密度3000本／haの自然枯死線にそって、図の上

方に進む。

⑥林分の上層木平均樹高が、つぎの間伐予定樹高に達したら、同様の方法で、

間伐前後の林分統計量を図から読みとる。

通常、収量比数Ryが0.8前後になるように間伐を行う。

⑦このように何回かの間伐を繰り返しながら、将来の収穫量を予測する。

⑧また、育林目標が定まっている場合は、目標とする林木を生産するための間

伐回数と間伐率を密度管理図を使って検討することができる。

２－３．密度管理図の問題点

たとえば、植栽密度5000本／haの林分を一度に3000本／haまでに間伐したとす

ると、その林分の成長は、植栽密度3000本／haの林分とは当然異なるはずである。

なぜなら、枝張りなどが違うからである。しかし、密度管理図では同じ成長経過

をたどることになる。これについては、立木度による補正法もあるが、密度管理

図は、本来、弱度の下層間伐を繰り返していく場合に適用できる方法である。

３ｍ
1500

最
1000 多ha

密
当 28m 度500

曲た 22m 線

り 200 線曲 Ry 0.916m 高幹 樹均平 Ry 0.8100材 等 等平均10m 14cm 直径曲線 Ry 0.7
積 12cm Ry 0.5 Ry 0.60

200 500 1000 3000 5000 10000
ｈａ当たり本数密度 本

林分密度管理図（模式図）
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第８章 森林の成長モデルと収穫予測

３．システム収穫表

システム収穫表とは、パソコンとの会話によって、林分の成長を予測するシス

テムの総称である。システム収穫表の開発は、1990年度から、木平勇吉を代表と

する共同研究によって始められ、現在、一応の区切りが付けられている。

下の表は、システム収穫表と従来の収穫表あるいは林分密度管理図とを比較し

たものである。

従来の収穫表では施業体系は固定的であり、林分の平均値や総量に関する情報

のみが示されていた。

密度管理図では、下層間伐しか取り扱えないという制限があるものの、施業体

系は経営目標に応じて自由に選択できるようになった。しかし、提供される情報

は、従来の収穫表と同様、林分の平均値や総量に限られていた。

間伐計画を立てたり、森林を評価する場合には、少なくとも径級別の立木本数

に関する情報が必要となる。システム収穫表は、様々な状態にある林分について、

様々な施業が行われた場合の将来の成長過程や直径分布などの情報をコンピュー

タとの会話によって自在に予測することを目的として開発されたものである。

システム収穫表はつぎの基本機能を有することを目標にしている。

①予測すべき施業の内容が自由である。

②対象となる森林の多様な初期状態に対応できる。

③得られる成長予測情報が多種詳細である。

④利用者にとって使い易いものである。

⑤予測に用いられる成長モデルが論理的である。

システム収穫表と従来の収穫表および密度管理図との比較

成長予測の手法 表現形式 施業体系 得られる情報

従来の収穫表 表 固定 平均値と総量

林分密度管理図 図 自由 平均値と総量

システム収穫表 パソコンとの会話 自由 分布情報と統計量
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３．システム収穫表

現在、以下に示したように11種類のシステム収穫表が開発されている。

これまでに開発されたシステム収穫表の名称と開発者

名称（ニックネーム） 開発者（開発時の所属）

・ヒノキ人工林収穫表作成プログラム 伊藤達夫（京都府立大学）
全国版（ヒノキ簡単収穫表）

・林分表と樹高曲線から将来の林分表と 田中和博（三重大学）
樹高曲線を予測するシステム
（シルブの森）

・北海道トドマツ人工林の成長予測 阿部信行（新潟大学）
プログラム（ＴＯＤＯ２） 石河周平（北海道立林産試験場）

・林分密度管理図に基づく人工林収穫 稲田充男（島根大学）
予測表作成システム（くにびき１号）

・人工林素材収穫表予測システム 龍原 哲（東京大学）
（素材収穫表）

・森林簿用成長予測システム 龍原 哲（東京大学）
（森林簿収穫表）

・人工林間伐指針システム収穫表 白石則彦（森林総合研究所）
（ＬＹＣＳ）

・相対化の手法によるシステム収穫表 山本博一（東京大学）
：同齢単純林、二段林、天然択伐林
（しらかんば）

・信州カラマツ林システム収穫表 鄭 小賢（信州大学）
（信州カラマツ） 木平勇吉（東京農工大学）

・九州におけるスギ・ヒノキのシステム 福島敏彦（福岡県森林林業技術
収穫表（九州のスギ・ヒノキ） センター）

・天然林択伐施業用収穫予測システム 石橋整司（東京農工大学）
（ＶＥＮＵＳ） 田中邦宏（東京農工大学）
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第８章 森林の成長モデルと収穫予測

４．林分表と樹高曲線

筆者が開発したシステム収穫表「シルブの森」の概要に入る前に、成長モデル

に関する基本的な事項について説明する。

４－１．フォレストインベントリー

森林計画では、フォレストインベントリーと呼ばれる森林調査を定期的に行う。

Inventory とは棚卸しのことである。通常、５年ないし10年おきに森林を調査し、

森林簿と照合する。照査法では胸高直径について全林毎木調査を実施しているが、

それには大変な労力を要するので、一般には、森林の中に複数の小区画を設定し

標本調査法を実行する。すなわち、全体を調査するのではなく、部分を調査し、

統計学の手法を用いて全体を推定する。調査用の小区画はプロットと呼ばれる。

４－２．林分表

プロット内の立木は、すべての木について幹の直径が計測される。幹の直径は、

輪尺と呼ばれる大きなノギスで地上高 1.2ｍの位置が計られるが、これが胸高直

径である。なお、ヨーロッパでは 1.3ｍを胸高直径としている。

プロット内の立木は幅２cmの直径階に振り分けられ、このようにして得られた

直径階別の本数分布は林分表と呼ばれる。林分表は直径分布とも呼ばれている。

下の森林調査のとりまとめ表の、左の２列が林分表に相当する。

森林調査のとりまとめ表

直径階 立木本数 平均樹高 単木材積 材積小計
cm 本／plot ｍ ｍ ｍ ／plot３ ３

… … … … …
８ 22 7.5 0.021 0.462

１０ 43 10.1 0.041 1.763
１２ 68 12.1 0.072 4.896
１４ 51 13.8 0.109 5.559

… … … … …
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４．林分表と樹高曲線

４－３．樹高曲線

樹木の高さを樹高という。樹高の計測には時間がかかるので、普通は、何本か

の標本木についてのみ樹高を計測する。樹高を計測する器具を測高器というが、

ブルーメライス測高器をはじめ、幾つかの専用の器具が開発されている。

直径と樹高の関係を求めるために、標本木の樹高データを使って、下の図のよ

うに、胸高直径に対する樹高の回帰曲線を求める。この回帰曲線を樹高曲線とい

う。樹高曲線は、ある時点における、あるひとつの林分内での、直径と樹高の関

係を示している。直径に対する樹高の成長曲線とは異なるので、区別すること。

樹高曲線は、一般に、上に凸な曲線である。あてはめには実験式が用いられ、

あてはめた曲線から各直径階の平均樹高を算出し前述のとりまとめ表に記入する。

****
樹 ***********

************
**********

*****
高 ***

胸 高 直 径

樹高曲線：樹高の胸高直径に対する回帰曲線
標本木の樹高を*印で示した
胸高直径から樹高を推定するために用いる

４－４．森林調査結果のとりまとめ

以上見てきたように、フォレストインベントリーの結果は、林分表と樹高曲線

に取りまとめられる。材積などの情報は、最終的には必要なものであるが、林分

表と樹高曲線から材積表などを用いて計算される２次情報である。よって、基本

的に重要なデータは、林分表と樹高曲線である。すなわち、前ページのとりまと

め表の左の３列である。
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第８章 森林の成長モデルと収穫予測

５．成長曲線

５－１．ベルタランフィの成長方程式

成長曲線に対する生物学的な意味付けを体系的に行ったのは、おそらくフォン

ベルタランフィ（Von Bertalanffy）であろう。 1957年と1960年に、ベルタラン

フィは、ある期間における生物の個体重の増加量は、同化量と異化量の差に比例

するという成長方程式を提唱した。すなわち、

個体重の成長速度 ∞ （ 同化量 － 異化量 ）

である。

ベルタランフィは、牛の個体重の増加について研究し、同化は腸壁を通して吸

収される栄養分の量に左右されるので、同化量は腸壁の表面積に比例すると考え、

また、異化は呼吸が中心であり体の隅々で行われるので、異化量は個体重そのも

のに比例すると考えた。いま、個体重を とし、腸壁の表面積が個体重の 乗にｗ ｍ

比例すると仮定すると、個体重の成長速度は

ｄｗ ｍ＝ ηｗ － κｗ
ｄｔ

と表される。ただし、 と は係数である。η κ

５－２．リチャーズ成長曲線

ベルタランフィの成長方程式をとくと

1
1-ｍ-ktｗ ＝ Ｍ（１－Ｌ･ｅ ）

となる。ここで、 、 、 、 はパラメータである。Ｍ Ｌ ｋ ｍ

パラメータ の値については、ベルタランフィは３分の２から１の間にあるとｍ

していたが、リチャーズ（Richards，1959）はこの制限を撤廃し、植物の成長に

もあてはめた。よって林学では、この成長曲線をリチャーズ成長曲線と呼んでい

る。なお、リチャーズ成長曲線については、 大隅眞一（1977,1989）、内藤健司

・白石則彦（1983a,b）、内藤健司（1983a,b,1984a,b）の論文を参照のこと。
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５．成長曲線

５－３．三つの古典的な成長曲線

リチャーズ成長曲線は、その特別な場合として、以下の古典的な成長曲線を含

んでいる。すなわち、 がゼロのときはミッチャーリッヒ（Mitscherlich）曲線、ｍ

が１に漸近していくときの極限はゴンペルツ（Gompertz）曲線、 が２のときｍ ｍ

はロジスティック（logistic）曲線となる。

ゴンペルツ曲線の成長方程式において、lnは対数を示している。ゴンペルツ式

は、対数空間の中におけるミッチャーリッヒ式であると解釈できる。これについ

ては、箕輪光博の一連の論文（1982, 1983a,b, 1984, 1985）を参照のこと。

同様に、ロジスティック式は、逆数空間の中におけるミッチャーリッヒ式であ

ると解釈できる。

曲 線 名 成 長 関 数 成 長 方 程 式ｍ

-kt
ｗ＝Ｍ(1-L･e ) dｗ／dt＝k(Ｍ-ｗ)０ ﾐｯﾁｬｰﾘｯﾋ

-kt
-L･e

ｗ＝Ｍ･e dｗ／dt＝kｗ(lnＭ-lnｗ)→１ ｺﾞﾝﾍﾟﾙﾂ
-kt

ｗ＝Ｍ／(1-L･e ) dｗ／dt＝k／Ｍ･ｗ(Ｍ-ｗ)２ ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ

５－４．ミッチャーリッヒ曲線の生物学的意味

いま、個体重 が体積 に比例し、さらに長さ の３乗に比例すると仮定しよｗ ｖ ｘ

う。なお、比例定数は とする。また、同化が表面積で行われるとして、パラメｃ

ータ は３分の２であると仮定しよう。これらの仮定をベルタランフィの成長方ｍ

程式に代入すると、

ｄｗ ｄｗ ｄｘ ｄｘ2 2/3 2 3＝ ＝ ３ｃｘ ＝ ηｃ ｘ － κｃｘ
ｄｔ ｄｘ ｄｔ ｄｔ

-1/3ｄｘ κ ηｃ
＝ （ － ｘ）＝ ｋ（Ｍ － ｘ）

ｄｔ ３ κ

となって、ミッチャーリッヒの成長方程式を得る。このことから、ミッチャーリ

ッヒ式は、１次元量、すなわち、直径や樹高など、長さの次元を持つ量の成長を

表す方程式であると解釈できる。
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５－５．ミッチャーリッヒ曲線の特徴

ミッチャーリッヒ成長曲線の成長方程式は２種類ある。ミッチャーリッヒ式

-kt ……………… (1)ｘ＝Ｍ（１－Ｌ･ｅ ）

を時間 で微分するとｔ

-kt ……………… (2)ｄｘ／ｄｔ＝ｋＭＬ･ｅ

となる。ところで、(1)式は、次のように変形できるので、

-ktＭＬ･ｅ ＝ Ｍ－ｘ

これを(2)式に代入すると

……………… (3)ｄｘ／ｄｔ＝ｋ（Ｍ－ｘ）

となり、(2)式と(3)式の２種類の成長方程式を得る。

(2)式は、成長速度が時間とともに指数関数的に減少することを示しており、

片対数グラフに成長速度をプロットすれば、右下がりの直線になる。このことか

ら、ミッチャーリッヒ成長曲線には変曲点がないことがわかる。

(3)式は、成長には上限値 が存在し、成長速度が上限値と現在の大きさとのＭ

差に比例することを示している。また、横軸に をとり、縦軸に成長速度をとっｘ

たグラフに(3)式を表すと、 傾き - 、ｙ切片 、ｘ切片 の直線になる。ｋ ｋＭ Ｍ

幹の横断面に見られる年輪幅は、成長速度を表していると考えられる。横軸に

成長前の半径をとり、縦軸に年輪幅をとったグラフに、各年輪幅をプロットして

いくと、右下がりの直線上に並ぶ傾向がある。このことは、幹の直径などのよう

な１次元量の成長がミッチャーリッヒ式で近似できることを示している。

年

輪

幅

期首半径Ｍ

年輪幅のデータに対するミッチャーリッヒ曲線のあてはめ
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５．成長曲線

５－６．地位指数曲線

樹高成長が立木密度の影響をあまり受けないことは既に述べた。この性質を利

用して、樹高は地位の査定に使われている。地位とは土地の生産力を表す概念で

あって、肥沃な林地を「地位上」あるいは「一等地」と呼び、痩せ地を「地位

下」あるいは「三等地」と呼んでいる。しかし、これは相対的な表現であるため、

絶対的な評価基準として、地位指数が導入されている。

地位指数とは、ある定められた林齢の時の上層木平均樹高のことである。たと

えば、スギの場合は、林齢40年を基準林齢にしており、その時の平均樹高が20ｍ

であれば、地位指数20としている。

林齢が40年でないときは、地位指数曲線を使って査定する。地位指数曲線とは

上層木平均樹高の成長曲線のことであって、林齢40年の時に平均樹高が20ｍとな

る上層木平均樹高成長曲線を地位指数20の地位指数曲線と呼んでいる。通常、地

位指数曲線は２ｍおきに作成され、樹種ごとに一枚の図に表されている。この図

を使って、地位指数を査定する。なお、地位指数は、同じ土地でも、樹種によっ

て異なる。たとえば、乾燥地を好む樹種とそうでない樹種とがあるからであある。

樹高成長曲線も、一般の成長現象と同じく、シグモイド型（Ｓ字型）の成長曲

線を描くが、同齢単純林の場合は、変曲点は成長のごく初期の段階に現れるので、

実際には、ミッチャーリッヒ曲線をあてはめて差し支えない。通常、パラメータ

、 を地域ごと樹種ごとに固定し、 を変化させて、地位指数曲線を作成する。ｋ Ｌ Ｍ

５－７．平均直径成長曲線

左の図に示したように、同齢単純林の場合は、成長の初期段階を除けば、平均

直径の成長にミッチャーリッヒ曲線がよく適合する。しかし、直径成長は立木密

度の影響を受け、間伐をして立木密度を低下させてやると太くなるという性質を

持っているので、単純なミッチャーリッヒ成長曲線では近似できない。

システム収穫表「シルブの森」では、ミッチャーリッヒ成長曲線に改良を加え、

上限値のパラメータ が立木密度の低下に応じて大きくなるという直径成長モデＭ

ルを採用している。

－121－



第８章 森林の成長モデルと収穫予測

６．林分遷移の方程式

６－１．成長に伴う直径分布の変化

利用可能な径級の丸太本数や材積を計算するには、直径階別の立木本数が必要

になる。６～１０節では、将来の直径分布を予測するモデルについて概説する。

ところで、森林は、たとえ同齢単純林であっても、成長に伴い、林木の大きさ

にばらつきが生じ、直径分布が年々変化していく。この直径分布の変動を、確率

過程の拡散の理論を使ってモデル化したのが、1966年に発表された、鈴木太七の

林分遷移の方程式である。

６－２．林分遷移の方程式

林齢 のときに直径 の林木が、林齢 のときに直径 になる確率を直径遷移ｔ ｘ τ ｙ

確率 と定義する。林木は、成長に伴い直径が太くなるか、ｐ（ｔ，ｘ；τ，ｙ）

あるいは、枯死するかの、どちらかである。いま、枯死を直径ゼロcmになること

と定義すると、林齢 年のときの直径分布 がτ ψ（τ，ｙ）

２ψ（τ，ｙ） １
＝ ｛α（τ，ｙ）ψ（τ，ｙ）｝２τ ２ ｙ

－ ｛β（τ，ｙ）ψ（τ，ｙ）｝
ｙ

－ γ（τ，ｙ）ψ（τ，ｙ）

を満足することを証明することができる。ただし、 は直径成長の分α（τ，ｙ）

散の変化率、 は平均直径の成長速度、 は枯死の確率でβ（τ，ｙ） γ（τ，ｙ）

ある。これを林分遷移の方程式という。この方程式は、確率過程論の「コルモゴ

ロフの前向きの方程式」に、枯死の項が付け加わったものである。

鈴木は、その後の一連の研究（1967a,b,c）で、 、 、 の関数について理α β γ

論的に研究し、幾つかのモデルを提唱した。林分遷移の研究は、その後も発展し

ていき、梅村武夫・鈴木太七の吸収壁のあるモデル（1974）、スロボダ Sloboda

のモデル（1976,1984）、鈴木太七・田中和博の二次元林分遷移の方程式（1981）、

後述の田中和博の確率論的成長モデル（1986,1988）などが発表されている。
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７．確率微分方程式

７．確率微分方程式

７－１．ランジュバンの方程式

確率的に変化する外力を持つ微分方程式を確率微分方程式といい、その解は、

分布を与える。線形確率微分方程式のことを、特にランジュバンの方程式という。

また、この外力は揺動力と呼ばれ、まったくでたらめな揺動力は、白色雑音（ホ

ワイトノイズ）と呼ばれる。白色雑音のみに支配されるランジュバンの方程式は、

いわゆるブラウン運動を表している。いま、白色雑音を で表すことにし、ｐ(ｔ)

１次元の場合について考えると、ブラウン運動は (1)式で記述される。一定の流

れがある場合、その流れを漂速と呼ぶが、いま漂速を２ で表せば (2)式となる。ｃ

また、原点からの距離に比例して、原点に復帰しようとする力（これを吸引力と

いう）が働く場合は、その比例定数を とすれば、(3)式となる。λ

揺動力のみの場合 ………… (1)ｄｘ／ｄｔ＝ｐ(ｔ)

漂速がある場合 ………… (2)ｄｘ／ｄｔ＝２ｃ＋ｐ(ｔ)

吸引力がある場合 ………… (3)ｄｘ／ｄｔ＝－λｘ＋ｐ(ｔ)

鈴木の直径成長モデル（1967b）は、 といｄｘ／ｄｔ＝ｋ（Ｍ－ｘ）＋ｐ(ｔ)

う確率微分方程式として表現できるが、これは、漂速 の中で、比例定数 のｋＭ ｋ

吸引力が働くというモデルである。

７－２．平均直径がミッチャーリッヒ式に従う場合の確率微分方程式

ところで、以下の３式は、いずれもミッチャーリッヒ式の微分方程式に白色雑

音が加わったものであるが、確率微分方程式の世界では、解はそれぞれ異なる。

ｄｘ／ｄｔ＝ｋ（Ｍ－ｘ）＋ｐ(ｔ)鈴木のモデル

-kt -ktｄｘ／ｄｔ＝ＭＬｋ･ｅ ＋ｃ･ｅ ･ｐ(ｔ)田中のモデル

-ktＬｋ･ｅ -ktｄｘ／ｄｔ＝ ｘ＋ｃ･ｅ ･ｐ(ｔ)スロボダのモデル -kt１－Ｌ･ｅ

たとえば、スロボダのモデルは、ある成長期間における、ある林木の直径成長量

が、その林木の期首の直径 に比例し、それに白色雑音が加わったものである。ｘ
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８．確率論的直径成長モデル

確率微分方程式を使うと、漂速や吸引力などの外力が加わる場合の拡散現象を

表現することができた。林分遷移の方程式は、直径成長を拡散現象としてとらえ

たモデルであるので、ここでは、直径成長に作用する外力ついて調べてみよう。

８－１．定期直径成長量の期首直径に対する回帰直線

同齢単純林では、林木によってばらつきがあるものの、林齢が同じであれば、

直径が太い木ほどよく成長することが認められている。すなわち、同齢単純林で

は、ある期間の直径成長量（これを定期直径成長量という）とその期間の期首の

直径との間に明瞭な正の直線関係が認められる。

回帰直線の傾きは、若齢時は急であるが、高齢になるに従い緩やかになり、ま

た、回帰直線のまわりの、各林木の直径成長量のばらつきは、直径の大きさに依

存しないなどの性質も観察される。なお、回帰直線のｘ切片については、成長に

伴いｘ軸を右に移動していくことが認められている。

以上の観察結果から、直径成長には直径の一次式で表現される外力が作用して

おり、その外力は、直径の大きな木に対してより大きく働いていることがわかる。

定

期 若齢林

直 壮齢林

径

成 高齢林

長

量

期 首 直 径

定期直径成長量の期首直径に対する回帰直線
右下がりの点線は、平均直径の推移を表しており、
ミッチャーリッヒ式で近似されるものである。
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８．確率論的直径成長モデル

直径の成長は、実際には、樹皮のすぐ下の形成層で起こっており、胸高位置の

形成層の量は、幹の周囲長にほぼ比例すると考えられるので、結局、直径にほぼ

比例すると考えられる。よって、直径成長量が形成層の量に比例すると仮定する

と、定期直径成長量が期首直径にほぼ比例し、期首直径の一次式として表現され

ることが説明できる。

８－２．確率論的直径成長モデル

確率論的直径成長モデルは、上述の回帰直線のまわりのばらつきを誤差変動と

してとらえたモデルである（田中和博，1986）。いま、林齢 年の時の胸高直径ｔ

を 、それの林齢 についての微分 を直径成長量とし、平均胸ｘ(t) ｔ ｄｘ(t)／ｄｔ

高直径の成長曲線を 、 それの林齢 についての微分、すなわち、平均直径Ｄ(t) ｔ

木の平均直径成長量を 、直径成長量の期首直径に対する回帰直線のｘ切片Ｄ'(t)

を 、 ランダム変動を表すホワイトノイズを 、 比例定数を とすれば、Ｃ(t) ｐ(t) γ

確率論的直径成長モデルは、以下の様なランジュバンの方程式で表される。

ｄｘ(t) Ｄ'(t) Ｄ'(t)Ｃ(t)
＝ ｘ(t)－ ＋γＤ'(t)ｐ(t)

ｄｔ Ｄ(t)－Ｃ(t) Ｄ(t)－Ｃ(t)

ここで、もし、ｘ切片がゼロであって、すなわち ＝０であって、 回帰直Ｃ(t)

線が常に原点を通るのであれば、直径成長量は期首直径に比例することになる。

これは、スロボダのモデル（1976）である。

直 ***************************径 **********************************************************************成 ****************************************************************************************長 ***********************************************************************************量 *************** Ｄ'(t)************* 平均直径成長量*************************

ｘ切片 平均直径 期首直径Ｃ(t) Ｄ(t)

確率論的直径成長モデル

*印は、各立木の直径成長量を表している
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９．確率論的樹高成長モデル

９－１．定期樹高成長量の期首樹高に対する回帰直線

樹高成長は、直径成長とは異なる性質を持っている。立木密度が著しく高くな

い同齢単純林では、林木によってばらつきがあるものの、林齢が同じであれば、

樹高の大小に関わらず、樹高成長量はほぼ同量である。すなわち、同齢単純林で

は、定期樹高成長量と期首の樹高との間には、ほとんど相関関係は認められず、

回帰直線の傾きは、ほとんどゼロと見なせる。

樹高の成長は、梢の先端の頂端分裂組織で起こっており、その分裂組織の量は

林木の大小に関わらずほぼ同量と考えられる。よって、樹高成長量が頂端分裂組

織の量に比例すると仮定すると、定期樹高成長量が期首樹高に関係なく、ほぼ同

量になることが説明できる。

９－２．確率論的樹高成長モデル

林齢 年の時の樹高を 、それの林齢 についての微分 を樹ｔ ｙ(t) ｔ ｄｙ(t)／ｄｔ

高成長量とし、平均樹高の成長曲線を 、 それの林齢 についての微分、すＨ(t) ｔ

なわち、平均樹高木の平均樹高成長量を 、ホワイトノイズを 、 比例Ｈ'(t) ｐ(t)

定数を とすれば、確率論的樹高成長モデル（田中和博、1988）は、以下のようγ

なランジュバンの方程式で表される。

ｄｙ(t)
＝ Ｈ'(t) ＋ γＨ'(t)ｐ(t)

ｄｔ

定

期 樹 ** **** ****** *樹 若齢林 **********************高 ********************************************高 **********************成 **********************壮齢林 *** ** * ***成 長 平均樹高成長量長 量 Ｈ'(t)高齢林量

期首樹高 平均樹高 期首樹高

定期樹高成長量と期首樹高の関係 確率論的樹高成長モデル
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１０．直径遷移確率行列

１０．直径遷移確率行列

１０－１．直径遷移確率の推定

確率論的直径成長モデルの関数やパラメータが具体的に決まれば、各時点の直

径成長量を、直径階別に予測することができる。この場合、同じ直径階に属する

林木の直径成長量の平均は、回帰直線で表される値である。実際には、この平均

値よりも多く成長する林木もあれば、そうでない林木もあり、モデルでは、回帰

直線のまわりに、各林木の成長量が正規分布をなしていると仮定している。よっ

て、このランダム変動を表す正規分布のパラメータが予測できれば、各直径階の

成長量の分布を予測することができ、その予測結果を離散的に表せば、直径遷移

確率を推定することができる。すなわち、一定の成長期間に、同じ直径階にとど

まる確率、一つ上の直径階に進級する確率、二つ上の直径階に進級する確率など

を、直径階ごとに求めることができる。

１０－２．直径遷移確率行列による直径分布の予測

林分表はベクトルと解釈することができるので、将来の直径分布は、現在の林

分表に直径遷移確率行列を掛けることによって予測される。減反率の章で、齢級

ベクトルの推移の予測に用いたのと同じ手法である。

たとえば、期首の林分表を とし、直径遷移確率行（100，300，400，200，50）

列を以下に示した通りであるとすると、期末の林分表は、ベクトルと行列の積に

よって、つぎのように予測される。

（100，300，400，200，50） 0.8 0.2 - - - - -

- 0.7 0.3 - - - -

- - 0.6 0.4 - - -

- - - 0.5 0.4 0.1 -

- - - - 0.4 0.4 0.2

＝（ 80，230，330，260，100，40，10 ）
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１１．システム収穫表「シルブの森」

１１－１．「シルブの森」の設計思想

森林資源管理のための森林調査の結果は、一般に、林分表と樹高曲線にまとめ

られる。よって、森林資源管理では、各林分の林分表と樹高曲線を基礎資料とし

てデータベース化することが基本となる。

システム収穫表「シルブの森」は、現在の林分表と樹高曲線から、将来の林分

表と樹高曲線を予測するシステムである。その概要は後述の通りであるが、「シ

ルブの森」は将来の林分表と樹高曲線を１年単位で予測することができるので、

それらの予測結果を、また、林分表・樹高曲線データベースで管理することにし

ている。この場合、実測値と予測結果の区別がつくように管理することが大切で

ある。実測値はいつまでも保存しておかなくてはならないが、予測値は状況の変

化に応じて、より適切な情報に置き換えられていくからである。

森林の状況を把握するための各種統計量や評価は、いずれも、林分表と樹高曲

線から計算するものとしている。解析法や評価法は、時代の流れやニーズによっ

て変わっていくので、柔軟に対応できるように、成長予測システムとは切り離し

ている。

森林の現況を表す帳簿は「森林簿」と呼ばれているが、全林分のデータを集計

したファイルを年次別に作れば、それが森林簿に相当する。

また、林分別にファイルを作れば、個別の林分の成長経過や将来予測を時系列

的に見ることができる。

以上の設計思想は、まだ構想の域をでないものもあり、今後の研究課題である。

森林調査

解析・評価 林分表・樹高曲線 成長予測

システム 管理システム システム

「シルブの森」の設計思想
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１１．システム収穫表「シルブの森」

１１－２．「シルブの森」成長予測システム

システム収穫表「シルブの森」は、地域別、樹種別に作成されるが、成長予測

システムの概要は下の図の通りである。期首の林齢・林分表・樹高曲線の内容に

応じて、各種の成長パラメータが決定され、間伐が実行される場合は、さらに、

関連する成長パラメータが修正される。確率論的直径・樹高成長モデルの予測結

果から、直径遷移確率行列などが推定され、最終的に、期末の林齢・林分表・樹

高曲線が予測される。以上のような成長予測を必要なだけ繰り返すことができる。

入 力

期首の林齢・林分表・樹高曲線

必

YES 要
林分表の修正 間伐の実行

な
NO

間伐効果モデル
だ

確率論的直径成長モデル・確率論的樹高成長モデル け

繰

直径遷移確率行列 樹高曲線転位モデル り

返

す

期末の林齢・林分表・樹高曲線

出 力

システム収穫表「シルブの森」の成長予測システム
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１１－３．樹高曲線の転位

同齢単純林の場合、林分の成長に伴い、樹高曲線がグラフの右上方に転位して

いくことが認められている。この転位は、当然、直径成長や樹高成長とは独立に

は論じられないものである。既に説明したように、同齢単純林の直径成長や樹高

成長については、定期成長量と期首の値との間に線形関係が認められるので、そ

れらの線形性を利用すると、ある種の樹高曲線式については、将来の樹高曲線式

のパラメータを比較的簡単に予測することができる（田中和博、1991b）。

「シルブの森」では、樹高曲線式として、実験式の修正ヘンリックセン式

Ｈ ＝ａ＋ｂ・ln（Ｄ ＋ｃ）i i

を採用している。ここで、 は直径階 の木の算出樹高、 は直径階 の中央Ｈ ｉ Ｄ ｉi i

値、 、 、 はパラメータである。ａ ｂ ｃ

１１－４．間伐の効果

間伐は林木の成長、とくに、直径成長に影響を及ぼす。間伐の効果については、

篠崎吉郎・吉良竜夫の「競争密度効果の逆数式」（1956）を基礎にしている。

競争密度効果の逆数式とは、平均個体重 と植栽密度 との間に、次のようなｗ ρ

逆数式が成り立つことを示したものであり、

ただし、 、 は成長に伴い変化する定数１／ｗ＝Ａ・ρ＋Ｂ Ａ Ｂ

生態学のロジスティック理論や密度管理図の基礎になっている理論である。

競争密度効果の逆数式は、林木の実占有面積と未利用面積との関係として新し

く解釈し直すことができ（田中和博、1991a）、 その新解釈によれば、逆数式の

係数を、ha当たりの胸高断面積合計の最大値などと関連づけることができる。

間伐が林木の直径成長に及ぼす影響は、間伐の内容によって様々であり、なお

検討の余地はあるが、「シルブの森」では、直径成長を表す回帰直線が、間伐に

よりグラフの上方に向かって平行移動すると仮定している。平行移動の移動量は、

平均直径木の平均直径成長量の増加量によって表されるので、間伐の効果は、平

均直径成長に及ぼす密度効果によって表現されることになり、競争密度効果の理

論が適用できることになる。
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１１－５．「シルブの森」の開発状況と今後の課題

システム収穫表が、他の一般的なソフト、例えば統計解析ソフト等と異なる点

は、ソフト以外に、地域別、樹種別の成長パラメータが必要になるということで

ある。成長パラメータの推定には固定試験地等の資料が必要になるが、森林の成

長は長期にわたるので、必要なデータがすぐには収集できないという問題がある。

「シルブの森」の成長パラメータについては、現在、三重大学生物資源学部森

林計画学研究室では、三重県中勢地域のスギと、紀北地域のヒノキの同齢単純林

について研究をしている。また、富山県林業技術センターと共同で、タテヤマス

ギの成長パラメータを推定しており、近々、試験運用に入る予定である。

「シルブの森」のソフトは、MS-DOS版N88日本語BASICで開発したものに修正に

修正を重ねているのが現状であって、新しい言語で全面的に作り直したいと思い

ながらなかなか専念できない状況にある。

システム収穫表は、当初、収穫表作成システムとして研究が始まったが、森林

は林分ごとに異なり非常に多様なので、個々の林分の成長予測にシステム収穫表

を適用しようという考えに変わり、そのためには、個々の林分の林分表と樹高曲

線を管理するデータベースが必要である、というように研究の内容が拡大しつつ

ある。また、ＧＩＳ（地理情報システム）との統合という課題も生じてきている。

森林管理の基本は、フォレストインベントリーなどの調査を繰り返し、現況と

動向を把握することである。しかし、森林調査は大変なので、コンピュータの中

で森林の成長をシミュレーションし、森林の管理に役立てようとしている。その

場合、実用性を考えて、入力データは、いまのところ、地域、樹種、林齢、林分

表、樹高曲線に限定している。

定期的にモニタリングを繰り返し、観測値や経験を重視するという立場は、照

査法の精神そのものである。照査法は一般には天然林施業の概念とされているが、

人工林の場合にもその考え方は応用できる。照査法はシルブという架空の材積概

念を用いて森林を適切に管理しようとした。そのシルブに相当する世界がシステ

ム収穫表によるコンピュータシミュレーションの世界である。そういう気持ちを

込めて「シルブの森」という名前を付けた次第である。
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１２．海外の収穫予測システム

森林の管理や森林計画の作成に際しては、膨大で、多様なデータを処理し解析

する必要があるので、コンピュータによる支援が必須となる。経営情報システム

（management information system, MIS）や、意思決定支援システム（dicision

support system, DSS）が、森林の管理に果たす役割は非常に大きい。この章の

最後の節では、海外で開発され実用化されている森林計画支援システムや成長予

測システムについて概説する。

１２－１．ＦＯＲＰＬＡＮ

クラッター（Clutter）らが著した「Timber management」（1983）によれば、

線形計画法を応用した森林計画支援システムは、アメリカを中心として、1960年

頃から本格的に開発が進められた。1968には、クラッターらのジョージア大学の

チームによって、民有林を対象としたシステムである MAX-MILLIONが開発され、

1971年には、 アメリカ合衆国国有林のネイボン（Navon）によって西部国有林の

伐採計画を対象としたTimber RAMが開発された。

その他にも幾つかのシステムが開発されているが、経済分析を取り入れたシス

テムとしては、ECHO:Economic Harvest Optimization Model (Walker, 1976) や、

TREES:Timber Resource Economic Estimation System (Tedder et al., 1979)な

どがある。

1980年には、 ユタ州立大学のジョンソン（Johnson）とアメリカ合衆国農務省

森林局によって、Timber RAMを発展させたFORPLANが共同開発された。FORPLANは、

木材収穫と土地利用計画を総合的に扱う森林管理計画ソフトであり、線形計画法

を用いて森林からの各種生産物の調整を行うものである。アメリカ合衆国の国有

林では、森林計画作成のための基本的解析ツールとして実際に使われている。

1983年にはFORPLANのVersion 2が開発され、現在では、パソコン版も開発され

ている。なお、FORPLANのVersion 2については、1986年に発行された概説書の翻

訳が、森林総合研究所北海道支所から、研究資料として1993年に出されている。
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１２－２．ＳＴＡＮＤ ＭＡＳＴＥＲ

ニュージーランドは、ラジアータ松を大量に生産し輸出している国である。ま

た、国をあげて森林経営情報システムを作り上げ、川上から川下までの木材や林

産物の流れを予測している。

ニュージーランドの森林経営支援システムは1970年代から開発が始まり、1980

年には、デッドマン（Deadman）によってSRS:Stand Record Systemというデータ

ベースシステムが開発され、1982年には、国立林業試験場のプロジェクトチーム

によって、成長予測システムSILMOD:Silvicultural Stand Modelが開発された。

SILMODはその他のサブシステムと一緒にSTANDPAKというシステムに統合されてい

る。1984年には、ガルシア（Garcia）によって、線形計画を応用するためのシス

テムである FOLPI:Forestry-Oriented Linear Programming Interpreter が開発

され、1987年には、テネント（Tennent）によって、dBaseⅢ を用いたパソコン＋

版統合型森林管理データベースシステムSTAND MASTERが開発されている。

１２－３．ＦＲＩＹＲ

オーストラリアでは、ＭＩＳとＤＳＳを結合した統合型森林管理・収穫規整シ

ステムFRIYR:Forest Resources Information and Yield Regulation Systemが、

1988年に、ビクトリア州環境保護局によって開発され、運用されている。このシ

ステムは、SIRというデータベースを用いており、SQL等の簡易言語で記述されて

いる。

FRIYRは、大きく分けると、次の４つのシステムからなっている。すなわち、

①データ入力・検索、②データベース、③成長モデル、④シミュレーション・経

営分析である。このうち、データの入力・検索に関係する部分がＭＩＳを構成し、

シミュレーション・経営分析に関係する部分がＤＳＳを構成している。データベ

ースと成長モデルは、ＭＩＳとＤＳＳの両方に関係している。
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第９章 ＧＩＳとＧＰＳ

その昔、ワーグナーは、「森林経理学の任務は、森林を場所的に時間的に秩序

づけることである」といったが、1990年代に入り、地図情報をコンピュータで処

理できるＧＩＳ（地理情報システム）と、カーナビゲーションにも応用されてい

るＧＰＳ（汎地球測位システム）が身近なものとなり、森林資源管理の手法も、

大きく変化し始めている。ここでは、ＧＩＳとＧＰＳの初歩的な用語を紹介し、

あわせて、森林計画への今後の応用可能性について述べる。

１．ＧＩＳとは

ＧＩＳとはGeographic information system のことであり、地理情報システム

と訳されている。ＧＩＳは、コンピュータに地図や調査データなどの地理情報を

整理して記憶させ、特定地域の状況を解析するシステムである。すなわち、ＧＩ

Ｓは、文字情報だけでなく地図などの図面情報も取り扱えるデータベースの機能

と、地形などについて高度な空間解析ができる機能とを合わせ持ったシステムで

ある。ＧＩＳは、単に、地図情報を検索・解析するシステムではなく、新しい地

図を作り出す機能を備えたシステムでもある。ＣＡＤとよく似ているが、ＣＡＤ

は設計・製図用の機能が充実しているシステムであり、これに対して、ＧＩＳは、

地形を構成するそれぞれの要素に対して情報を持っており、それらの情報を使っ

た検索・解析の機能が充実しているシステムである。

ＧＩＳは、1980年代の後半から、急速に発達した分野であり、日本に地理情報

システム学会が設立されたのは1991年のことである。

ＧＩＳは、当初は、森林も含めた土地利用分析のツールとして応用されていた

が、今日では、都市計画、農村計画、森林計画をはじめとして、ガス管や上下水

道などの管理、商業圏や社会現象の分析、生物種の生息地の分析など、応用は多

方面に広がっている。
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２．ラスターとベクター

ＧＩＳには、図面の認識の仕方に２通りの方法がある。すなわち、ラスターと

ベクターである。

２－１．ラスター

ラスターは、画像を微少な点の集まりとして認識する方法である。一つ一つの

点を画素またはピクセルという。画像は縦横に規則正しく配列された画素によっ

て構成されており、各画素はその点の色や濃度を数値に置き換えて記憶している。

スキャナーで読み込んだ情報は、ラスターデータとして記憶される。リモート

センシングの画像もラスターデータである。

ＧＩＳでは、ラスターデータは、一般に、背景の地図として利用されている。

２－２．ベクター

ベクターとはベクトルのことである。ベクターとは、境界線を多数の直線でた

どり、それぞれの直線の始点と終点を記憶する方法である。閉じた境界線は一つ

の面を表すので、ベクターは点と線と面を認識するものである。

たとえば、林班界や小班界などの境界は、ベクターデータとして認識され、河

川や道路などは、閉じていないベクターとして認識される。

ベクターデータを作成すると、ＧＩＳ独特のいろいろな処理や解析ができるよ

うなる。

閉じたベクターは、ポリゴンと呼ばれることがある。ポリゴンとは多角形のこ

とである。たとえば、一つの林分の境界線は、一つのポリゴンを形成する。

ベクターデータの作成には２通りの方法がある。一つはデジタイザーを使って、

ベクターを構成する直線の端点の座標を読みとっていく方法である。もう一つの

方法は、スキャーナーを使って読みとったラスターデータを、専用のソフトを使

って、自動的または半自動的にベクター化するものである。スキャーナーを使っ

た場合は、ベクター化の前に、不要な文字情報などを取り除く作業が必要になる。
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３．属性データ

ＧＩＳの地理情報は、画像情報と文字情報から成り立っている。この場合、画

像情報にも２種類あり、ＧＩＳ本来のベクター、ラスター情報と、写真などの画

像情報がある。後者の画像情報は、デジタルスチルカメラで撮影した写真や、ス

キャナーから取り込んだものであり、ラスター形式で記憶されているものである

が、座標を持っていないので、ＧＩＳ本来の画像情報と区別する必要がある。

個々のベクターやポリゴンに対して、幾つかの文字情報や画像情報を対応させ

ることができる。たとえば、林分界を示すポリゴンに対して、林小班名、面積、

所有者名、樹種、林齢、蓄積などの文字情報と、その林分を写した写真などの画

像情報を対応させることができる。最近では、音声情報も対応させることができ

るようになっており、たとえば、ある林分のポリゴンをクリックすると、その林

分によく飛来する鳥の映像と解説文が現れ、そのさえずりが聞こえてくるといっ

たことができる。この分野は、最近、急速にマルチメディア化している。

個々のベクターやポリゴンに対応する文字情報、映像情報、音声情報などは、

そのベクターやポリゴンの属性データと呼ばれている。

ＧＩＳでは、文字情報から画像やポリゴンを検索したり、また、逆に、画面上

のポリゴンからその属性情報を検索したりすることができる。

ＧＩＳによる森林管理では、各林分の属性データとして、当面は、森林簿のデ

ータを入力することになるであろう。しかし、森林簿のデータは、森林の現況の

みを表すものであるから、それだけでは不十分である。森林施業の履歴をはじめ、

病虫害や災害の記録、といった過去の情報から、システム収穫表で予測された未

来の情報までも取り込むことが理想である。

このように、ＧＩＳは、各種の属性情報を地理情報と関連させた膨大なデータ

ベースであるという側面をもっている。データベースは、日常業務で使われ、デ

ータが絶えず更新できる体制になっていてこそ意味がある。現在は、森林計画や

森林管理の分野でも、ＧＩＳを核としたデータベースの構築について、いろいろ

な模索が行われている段階である。
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４．レイヤーと主題図

ＧＩＳでは、地理情報を、複数の層構造のもとに表示、解析することが出来る。

この場合、一つ一つの層をレイヤーというが、通常、一つのレイヤーごとに主題

図を割り当てる。たとえば、森林管理の場合は、林小班界や林分界がポリゴンと

して表されているが、林班界だけの図面を作成し、それを「林班」という主題図

として一つのレイヤーに表示する。同じように、「小班」の主題図、「林分」の

主題図を作成し、それぞれ別のレイヤーに表示する。そして、森林区画の現状を

見たいときは、「林班」、「小班」、「林分」の三つのレイヤーを重ねて表示す

る。これは、ちょうど、ＯＨＰのシートに、「林班」、「小班」、「林分」の主

題図を別々に描き、３枚のシートを重ね合わせて、森林区画の現状を表示するこ

とと同じである。ただし、ＧＩＳの場合は、それぞれの主題図は、四隅などの座

標が与えられているので、必ずしも同縮尺の図面である必要はない。

主題図は、その他に、等高線、河川図、林道網図、土壌図、林相図、各種法令

の適用区域図など、いろいろある。どのような主題図が必要かについては、まだ、

それを判断するだけの十分な経験を持ち合わせていないが、たとえば、路網図に

ついては、一般道、林道、作業道を別々に作成しておいた方がよいであろう。た

だし、このあたりのことは、使用しているＧＩＳソフトの機能によって異なる。

一番下のレイヤーには、通常、国土地理院の地図または森林計画図をスキャナ

ーで読み取ったラスターデータを置き、背景の地図として利用することが多い。

前節で、画像情報を、ＧＩＳ本来のラスター情報と、そうでない画像情報とに

区別したが、ＧＩＳ本来のラスター情報とは、座標が与えられている図面であっ

て、レイヤーに格納することができ、他のラスター情報やベクター情報との重ね

合わせができるものである。

ＧＩＳの特徴のひとつは、複数の主題図から、新しい主題図を作ることができ

ることにある。よって、まず、基本となる主題図を作成しておき、あとは、必要

に応じて、それらの基本主題図を組み合わせることによって、目的の主題図を作

成していけばよい。
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５．ＧＩＳの基本機能

ＧＩＳの基本機能のうち、森林管理や森林経営で、実際に、よく使われそうな

ものを概説する。

５－１．眺め回しと部分拡大

コンピュータの画面に、必要な地域の地図を、適切な縮尺で表示することが出

来る。また、それをプリンターやプロッターに出力できる。従来の森林管理では、

5000分の１の森林基本図や森林計画図を取り出してきて、それをコピーしたり、

トレースしたりして図面を作成していたが、ハードディスクから地図を呼び出し、

それに色塗りしたりすることが、比較的簡単に行える。特に、今まで、数枚の地

図にまたがっていた地域が、一枚の地図に収まるのは便利である。なお、森林計

画図とは、森林基本図に、小班界や林道等のデータが追加されているものである。

５－２．検索

属性データからの検索例としては、森林を樹種別に齢級別に色分けしたり、要

間伐林分を抽出して図面に表示することなどがある。

画面から属性データを検索する例としては、画面上で指定した特定の林分の樹

種や齢級あるいは所有者名などを、画面に表示したり、プリンターに出力したり

することができる。たとえば、林道の路線を検討しているときなど、ここに林道

を通すと、誰の山を通過することになるのかといった一覧表を出力することがで

きる。

５－３．重ね合わせ

オーバーレイともいい、幾つかの図面を重ね合わせ、地理情報を解析する機能

である。単に、図面だけを重ね合わせるのではなく、重ね合わせに伴い、属性デ

ータも処理されるので、目的に応じて、新しい図面と属性データを作成すること

ができる。
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５－４．バッファー

点や線から一定の距離にある地域を抽出する機能である。縁取り機能ともいう。

たとえば、林道の沿線 100ｍの領域などを抽出することができる。ただし、水平

距離で計算していることに注意。タワーヤーダーによる集材範囲などを解析する

には、斜距離に直す工夫が必要になる。

５－５．距離・面積の測定

２地点間の直線距離や道路に沿った距離を計算することができる。最短経路を

計算させることもできる。

また、ポリゴンなどの面積を計算することができる。

５－６．メッシュ変換

地形を一定間隔の縦横の格子で区切り、その交点の標高を与えたものは、数値

地形モデル（ＤＴＭ：Digital Terrain Model）と呼ばれている。 ＧＩＳでは、

等高線のデータからＤＴＭを作成することができる。この機能をメッシュ変換と

いう。ＤＴＭを使うと、地形を数的に処理することができるので便利である。標

高の代わりに、ある特定の数値を用いることもできる。

ＤＴＭは、ある一定の間隔で画素が並んでいると解釈することができる。

５－７．ポテンシャル評価法

ＤＴＭを用いた地形解析の一例として、日当たり解析をあげることができる。

日当たり解析は、ＤＴＭを使って、快晴の場合の日照時間を、季節別などに分け

て計算する機能である。ただし、実際の日照時間は、雨や雲の影響を受けるので、

日当たり解析の結果とは異なる。

ＤＴＭを使った同様の解析例としては、水の溜まりやすい場所を調べる降雨滞

留量解析、展望できる領域などを抽出する景観解析などがある。

ＤＴＭなどのデータを使って、森林などが有する機能の潜在的な能力を数量化

して評価する手法は、一般に、ポテンシャル評価法と呼ばれている。
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６．ＧＩＳの応用可能性

森林経営において期待されるＧＩＳの役割について考えてみると、大きく分け

て、次の三つの機能があると考えられる。

６－１．お絵かき機能

森林の様子を地図に表すことは基本的な仕事である。しかし、あの大きな5000

分の１の計画図を捜し出してきて、それを広げたり、必要な部分をコピーしたり

するのは、結構面倒な作業である。しかも、目的とする地域が１枚の地図に収ま

らず数枚にまたがることもある。ＧＩＳを使えば、図面や地図の保管、検索、修

正、出力等は比較的簡単に行える。対象地域が適切な縮尺で１枚の地図に収まり、

しかも作業目的に応じて色分けなどができるというのは、もうそれだけで非常に

有り難い。ＧＩＳはお絵かきソフトとして使うだけでも十分なメリットがある。

６－２．地形解析機能

ＧＩＳを使うと等高線等のデータからＤＴＭやＴＩＮ（三角形不規則ネットワ

ーク）を作ることができ、ＤＴＭやＴＩＮを使うと様々な地形解析ができる。

また、林道からの距離については、バッファ機能を使えば簡単に解析できる。

もう数年もすると、戦後に植林した森林が伐期を迎え、国産材時代が到来すると

言われているが、実際に採算が合う林業対象地が何ヘクタールあり、そこからの

出材量がどれだけかといったような解析には、バッファ機能が役に立つであろう。

６－３．意思決定支援機能

ＧＩＳは、経営責任者達の意思決定を支援するために使われて初めてその本領

を発揮するといえる。現在、森林組合等では、地域の森林事情に通じた人が年々

少なくなっており、対象林分を抽出し、その所有者を調べる作業に大変な手間が

かかるという。こうした問題の取り扱いはＧＩＳが得意とする領域である。今後、

森林組合等では、ＧＩＳは必要不可欠なシステムになるであろう。
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６．ＧＩＳの応用可能性

森林計画の分野での、ＧＩＳの応用可能性をまとめると、以下のようなことが

考えられる。

①森林管理

・各種図面、データベースの作成

・施業の記録、道路等の維持管理の記録

・不在村所有者等からの問い合わせへの対応

②施業対象地の抽出

・要間伐林分などの抽出と図面への表示

・作業の共同化を進める場合の、所有者の検索

・林道等開設時の関係者の抽出

③森林評価

・林道からの距離の分布

・事務所からの到達時間の分布

・施業履歴に応じた森林の分類と評価

・林業不採算地域の抽出

④適地の判定

・路網計画

・タワーヤーダーの作業ポイントの抽出

・伐出システム別の森林面積、森林蓄積

・地位の査定 （傾斜、流水線、降雨滞留量、日照時間など）

⑤ハザードマップ（災害予知図）の作成

・崩壊地の記録

・風倒発生地の記録

・病虫害発生の記録

⑥森林レクリエーション関係

・散策路、遊歩道の適地の抽出、展望箇所の抽出

⑦生態関係

・動植物の生息地の把握
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７．現場のＧＩＳと中央のＧＩＳ

ここでは、ＧＩＳを森林管理に応用する場合の二つの側面、すなわち、現場の

ＧＩＳと中央のＧＩＳとの役割分担について私見を述べる。

７－１．現場のＧＩＳ

ＧＩＳは地理情報を処理・解析することができるデータベースであるが、一般

的に言って、データベースには最新の情報が入っていないと意味がない。そうで

ないデータベースは、どんなにお金をかけて導入してもほとんど使われないであ

ろう。データベースに常に最新の情報が入力されるためには、データベースが日

常業務で使われる必要がある。よって、森林管理のＧＩＳも、まず現場で日常的

に使われる必要がある。近い将来、現場ではワープロ感覚でパソコン版ＧＩＳが

使われるようになるであろう。それは、お絵かきソフトとして、あるいは、意思

決定支援システムとして使われるであろう。

７－２．中央のＧＩＳ

本庁などで使われる中央のＧＩＳは、現場のＧＩＳとは異なる性格を帯びるこ

とになる。そのＧＩＳは、公的な資料の作成や検索、照会のために使われるもの

であり、そのデータベースの内容は十分な審査や確認を経たものでなくてはなら

ない。そのデータ量の多さと責任の重大さという理由により、パソコン版のＧＩ

Ｓでは到底対処できないものである。

中央のＧＩＳには、たとえば、毎月１日現在あるいは毎年４月１日現在のデー

タを、現場のＧＩＳから吸い上げて登録することにしたらどうであろうか。もし、

中央で最新の情報が必要になった場合は、現場に問い合わせることにし、そのデ

ータは暫定データとして取り扱うことにすればよいであろう。

文書をワープロで作成することと文書を公式に管理することが異なるように、

図面等をＧＩＳで作成することと、図面とその属性情報を公式に管理することと

は異なる。公式に管理するのは中央のデータベースが担う役割である。
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８．三重大学森林計画学研究室のＧＩＳ

８．三重大学森林計画研究室のＧＩＳ

進学してくる学生のために、当研究室の研究のメインテーマである森林ＧＩＳ

の研究の現状を紹介しておこう。

８－１．研究のあゆみ

三重大学生物資源学部森林計画学研究室は、1990年度からＧＩＳを森林管理に

応用する研究について取り組み始めた。最初は、木平勇吉・川上 浩が開発した

ＧＩＳ Ｋｉｔ（1989）を用いて、演習林の森林分布の状況を解析した。1994年

度には、本格的なパソコン用ＧＩＳが導入されたので、それを使って、森林情報

の管理や間伐計画の支援について研究を始めた。1995年度末には、下記の設備が

導入され、三重大学におけるＧＩＳ研究の拠点の一つとして活動を始めている。

８－２．研究設備

ＧＩＳの応用可能性のところで述べたＧＩＳの三つの機能にあわせて、現在、

４種類のＧＩＳソフトを使っている。一つめは、ＣＡＤ系のワークステーション

版ＧＩＳソフトで、入出力の機能やラスター／ベクター変換機能が充実している。

二つめは、標準的な機能を持ったワークステーション版ＧＩＳソフトで、特に、

３次元の地形解析能力には定評がある。三つめは、パソコン版ＧＩＳソフトで、

パソコンながら、一通りの地形解析はできるという優れものである。ただし、日

本語は自由に使えない。４つめは、パソコン版簡易ＧＩＳソフトで、機能は若干

制限されているが、ウィンドウズの環境で作動し、日本語も使えるというもので

ある。それぞれに特徴があり、それらの長所を上手く使い分けている。

８－３．最近の研究

戦後に植栽された森林がそろそろ伐期を迎え、国産材時代が到来すると言われ

ているが、木材価格の低迷などにより、採算のとれる林業地は縮小の傾向にある。

当研究室では、ＧＩＳを用いて、森林資源を経済地理的な視点から解析している。
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９．ＧＰＳとは

ＧＰＳ（Global Positioning System ：汎地球測位システム）は、人工衛星か

らの電波を受信することによって現在位置を知る測位システムである。測量をは

じめとして、自動車のナビゲーションシステムなどにも使われており、広範囲の

分野で応用が期待されている。

ＧＰＳの電波は直進性が高く、光波とよく似た性質を持っているので、山岳地

では山の地形に、林内では樹木の葉や幹に遮られると受信できなくなるという問

題があり、森林経営にそのまま応用するのは難しい。ここでは、ＧＰＳの概要を

述べたあと、森林地帯でのＧＰＳの受信状況、ＧＰＳの森林管理への応用可能性

について述べる。なお、ＧＰＳの原理などについては、専門の解説書に譲る。

９－１．Ｃ／ＡコードとＰコード

ＧＰＳの人工衛星は、全部で２４個あり、それぞれの人工衛星には正確な原子

時計が搭載されており、絶えず時刻情報を発信している。地上の受信機はその信

号を受け取り、受信機の時計と比較して時差を求め、それに光速を掛けることに

よって、人工衛星までの距離を計算している。よって、最低４個の衛星から同時

に受信しないと測位計算ができない。

人工衛星からの電波は２種類あり、一般用のＣ／Ａコードと軍事用で高精度の

Ｐコードとがある。近い将来、Ｐコードも民間に開放されるという情報がある。

９－２．単独測位と相対測位

１台の受信機だけで、現在位置を測位する方法を単独測位という。単独測位は

手軽な方法であるが、精度は低く、Ｃ／Ａコードで約100ｍ、 Ｐコードで約16ｍ

の精度しかないので、測量の代わりにはならない。

複数の受信機を用いる方法を相対測位という。１台を既知の地点に設置し、も

う１台を測位したい場所に設置して、２台の間で電波の干渉の性質を利用して２

地点間の相対的な位置関係を測位する方法である。精度は１～２cmである。
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１０．森林地帯でのＧＰＳ受信

１０．森林地帯でのＧＰＳ受信

うっ閉した森林では、ＧＰＳの受信は無理である。したがって、森林地帯でＧ

ＰＳ測位をするには、受信アンテナを樹冠の上に専用のポールで持ち上げるか、

森林を伐開して障害となる立木を除去するかの二つに一つしかない。

専用ポールは、山岳地を運ぶには重いし、設営に時間が掛かるし、鉛直に持ち

上げるのは難しいという問題がある。立木の伐倒には抵抗感がある。結局、間伐

跡地や、林道・作業道の路上、新植地などでＧＰＳ測量を行うことになる。

確実に受信するためには、受信に先立ち、測位予定地点の森林の開空状況を魚

眼レンズなどで撮影し、その画像と衛星軌道を比較して、４個以上の人工衛星が

捕捉できるかどうかを確認すればよい。この場合、現地にパソコンを持ち込み画

像処理ができればよいが、そうでない場合は、現地に２度足を運ぶ必要が生じる。

森林内では、たとえ、４個の衛星から電波を受信していても、その測位精度は

通常の場合と比較して相当に劣る。その理由は恐らく、枝葉や幹によって、電波

が断続的に遮られるためであろう。

森林内でのＧＰＳ受信の誤差は、筆者らの経験では、単独測位の場合は、平均

的には数百ｍであり、ときには２km近くにもなることがある。干渉を応用した静

的相対測位法を用いた場合は、平均的には10ｍ前後であり、ときに数十ｍになる。

森林内での測位精度を高めるために、筆者らは、次のような工夫をしている。

まず、相対測位法で行うことにし、基準地点には１個の受信機を、測位地点には

複数の受信機を設置する。この場合、測位地点の複数の受信機の位置関係を測定

しておく。たとえば、測位地点を中心として、１辺２ｍの正方形プロットを設営

し、正方形の四隅と中心に受信機を設置するというものである。正方形の大きさ

は、幹の太さに応じて適宜きめる。解析にあたっては、複数の受信機の座標の単

純平均を用いたり、複数の受信機の位置関係を考慮に入れて、観測座標データに

プロットの形状を最小２乗法であてはめて、プロットの中心座標を求めるという

工夫をしている。このような工夫により、測位精度を、通常の測位精度の半分位

にまで高めることができる。すなわち、ほぼ10ｍ以内におさえることができる。
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１１．ＧＰＳによる森林管理

現在、日本では、外材の大量輸入による林業・木材業の空洞化により、山村社

会が疲弊し、森林経営意欲の減退、後継者不足等が生じており、森林の管理がな

おざりになりつつある。地域の森林事情に通じた人が少なくなってきており、森

林を相続したものの、その森林がどこにあり、境界も分からないという事例も増

えつつある。こうした傾向は今後とも増加するものと思われ、社会問題化する可

能性が高い。そのためには、森林の管理・育成を代行するサービス業を育成し、

そうした産業を核とした山村社会の再構築が必要になると思われる。

この場合、森林の測量が、森林管理の基本になることは言うまでもない。しか

し、従来の測量法では、作業が大変であり、労力や経費のことを考えると、ほと

んど不可能に近いことである。そこで、ＧＰＳによる測量と、ＧＩＳによる森林

管理が注目されている。

しかし、既に述べたように、森林地帯ではＧＰＳの精度は悪く、従来の測量シ

ステムをＧＰＳ測量に置き換えるという訳にはいかない。すなわち、ＧＰＳの受

信地点については、樹木に覆われておらず、谷底でない所という制約を受けるた

め、ＧＰＳ測量では任意の地点を測量することが出来ないからであり、また、受

信が可能な地点であっても、森林内での測位精度は悪く、最高の精度の受信機を

複数台使ったとしても、測位座標の変動の標準偏差が10ｍ近くもあるからである。

したがって、現状では、ＧＰＳ測量と従来の測量とを併用していくしかないで

あろう。たとえば、皆伐跡地のように、数cmの精度でＧＰＳ測量ができる場所に

ＧＰＳ測量の標識杭を設置し、皆伐の度毎に、そのＧＰＳ測量標識杭を新設して

いく。そして、それらのＧＰＳ測量標識杭を起点と終点にして、従来の測量方法

で、林地の境界などを測量していくという併用法である。

管理が放棄されている森林では、皆伐跡地などは生じないので、この方法は適

用できないが、そうした場所では、ＧＰＳ測量のために、森林を伐開するしか他

に方法はないであろう。

世代交代のことを考えると、ＧＰＳによる森林管理を早急に進める必要がある。
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１２．ＧＰＳを併用した森林調査

ここでは、森林調査にＧＰＳ調査を応用することの可能性について述べよう。

１２－１．ビッターリッヒ法との併用

ビッターリッヒ法とは、森林調査法の一種であって、ha当たりの胸高断面積合

計などを、確率論に基づき、プロットを設定せずに、推定することができる調査

法である。ビッターリッヒ法をはじめとする定角測定法の詳細については専門書

に譲るが、とにかく、プロットを設定しなくてもよい分、能率がよい方法である。

ビッターリッヒ法の中にカウント木法という方法があり、この方法を用いると

直径分布の推定が可能である。すなわち、林分表を推定することができる。なお、

ビッターリッヒ法やカウント木法については、従来、その精度が問題にされてい

たが、ある立木をカウントすべきかどうかを迷うときは、実測してみれば解決す

る問題なので、そうすれば十分に実用可能な調査法である。

よって、前節のＧＰＳ測量標識杭を森林調査の起点と終点にして、コンパス測

量をしながら、要所要所で、カウント木法を実施し、それらの結果を林分毎に集

計することで、各林分の林分表を推定することができる。

１２－２．ノンプリズム測距儀との併用

最近、ノンプリズム測距儀と呼ばれる測量機器が普及しつつある。この測距儀

はレーザー光線を用いて、対象物までの距離を計測するものであるが、ノンプリ

ズムのため、対象物の所に反射板を設置する必要がなく、山林内のように移動が

不自由な場所での調査には、大変便利である。さらに、ノンプリズム測距儀は、

方位角や高定角も同時に計測することができるので、立木位置の調査を簡単に行

うことができる。よって、尾根付近に分布する天然林の大径木の単木管理にこの

手法が適用できる。すなわち、尾根近くであるので、ＧＰＳの測位精度は高いの

で、その測位点から、各立木の位置をノンプリズム測距儀で確定し、他の木と識

別し、樹木の管理に応用するのである。
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第１０章 森林評価と住民参加

森林計画の実践は、調査、評価、予測、計画、実行、照査を、計画期間ごとに

繰り返すことによってなされる。このうち、実行結果の照査や森林の評価は、次

期の森林計画の基本方針を定める基礎資料となるものであり、大変重要な役割を

果たしている。ただし、この場合の「評価」とは、森林の取り扱いに対する評価

であって、いろいろな尺度や基準によって評価されるものである。たとえば、現

有蓄積と法正蓄積との差は、森林蓄積の適正水準に関する一つの評価である。

ところで、「評価」といった場合、対象物の価格を評定するという狭い意味で

使われることも多い。すべてのことを金銭で評価することはできない、というの

は自明の理であるが、現実には、金銭で評価され、不当な取り扱いを受けること

も多い。最近は、森林の公益的な機能の評価について関心が持たれており、幾つ

かの評価法も提唱されているが、公益的な機能を貨幣単位に換算して評価しよう

としているものが多い。それはそれで一つの考え方であるので、本書でも、代表

的な手法について概観することにするが、そうした評価法が万能なものではない

ことに留意してもらいたい。また、一旦、貨幣単位で換算されてしまうと、森林

という評価対象物とは無関係に、評価額だけが独り歩きしてしまうこともある。

貨幣単位による評価では、一つの評価対象物に対しても、各種の評価方法があ

り、その評価額が大きく異なることもある。たとえば、土地の価格にしても、売

買価に基づく評価と、地代に基づく評価とがあり、両者の評価額が、バブル経済

の頃には大きく乖離していたということは記憶に新しい。

結局、貨幣単位による評価とは、複数の評価対象物や選択肢に対して相対的な

序列を与えるものであり、多次元的な内容を、貨幣単位で表された１次元軸に変

換する行為である。よって、そこには、もともと無理がある。

この章では、まず、森林の木材生産機能に関する評価法について概説する。つ

ぎに、森林の公益的な機能に対する評価法の中から代表的なものを幾つか紹介し、

最後に、ＯＲのＡＨＰ法を応用した総合評価法と、住民参加について触れる。
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１．林地の林業的評価

森林を林業の対象として捉えて評価する場合は、森林を林地と林木に分けて、

それぞれ別個に評価する。そして、林地価と林木価の和を森林価としている。

１－１．林地売買価

この方法は、評価対象の林地と類似の条件をもった林地の売買実例の価格を基

準にして評価を行うものである。ただし、一般に、類似の条件を持つ林地の取引

事例は少ないので、地位級や地利級、各種の法的制限などを勘案して査定する。

この場合、地利級は、単に道路からの距離をいうのではない。道路と切り通しで

接している場合や、近くに適当な土場が設営できないような所は評価が下がる。

１－２．林地費用価

林地を取得するのに要した費用と、その林地に新たに付加価値を付加するのに

要した費用との後価合計によって林地を評価する方法である。この場合、投入し

た費用の割には付加価値が付かなかったということもままある。たとえば、自力

で橋を付け林道を通した場合、費用価法による評価では高い評価額となるが、客

観的な評価では、付近にある林道沿いの同条件の林地とほぼ同じ評価額に査定さ

れる。このように、土地については、条件の悪い土地ほど、条件の改善に費用が

かさむ傾向がある。こうした事情から、いわゆる「差額地代」が発生する。

１－３．林地期望価

これは、収益還元価法とも呼ばれるものであり、本来は、毎年の地代を年利率

で割って、査定するものである。林学では、標準的な森林施業によって、その土

地から定期的に一定額の純収益が永久にわたって獲得されるとした場合の現在価

値合計、いわゆる「土地期望価」（第４章を参照のこと）のこととしている。な

お、森林経営者の判断によって、森林施業に独自の改善を行い、純収益が増加し

たとすると、その増加分の純収益は、本来は、森林経営者に属するものである。
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２．林木の林業的評価

２－１．市場価逆算法

伐期に達した林分の林木は、丸太の市場価格から伐採搬出に要する経費を差し

引いて評価する。このようにして求めた評価額は立木価格と呼ばれている。

いま、 を施設費を計算に入れない場合の、 直径級 の林木の立木単価とすｘi ｉ

ると、その林分の立木価格合計 は、市場価逆算法により、次式で計算される。Ｘ

Ａi
ｘi ＝ ｆi（ － Ｂi）、 Ｘ ＝ ∑（ｘi・ｖi）－ Ｃ

１＋Ｌ･ｒ

ただし、 ：直径級 の林木の丸太市場単価（樹種別、材種別に求める）Ａi ｉ

：直径級 の林木の伐採搬出単価（伐木造材費、集材費、Ｂi ｉ

運材費、販売経費など）

：共通施設費Ｃ

：直径級 の林木の利用率（立木材積に対する丸太材積の割合）ｆi ｉ

：資本回収期間（搬出期間の1/2～2/3の期間、月数で示す）Ｌ

：収益率（伐出事業の月利益率、月利0.016を標準とする）ｒ

：直径級 の林木の立木材積計ｖi ｉ

なお、雑費は積算した事業費の10％として、加算する。

すなわち、 、 の値は積算値の１割り増しとする。Ｂi Ｃ

２－２．林木期望価

伐期に近い林分の林木は、伐期の推定立木価格を現在の価格に割り引くことに

ｍ ｕよって評価され、林木期望価と呼ばれる。いま、 年生の林分があり、伐期が

年であるとすると、林木期望価 は次式で与えられる。Ｈem

Ａu＋∑Ｄa（１＋ｐ） －（Ｂ＋Ｖ）（（１＋ｐ） －１）ｕ－ａ ｕ－ｍ

Ｈem＝
ｕ－ｍ（１＋ｐ）

ただし、 ：伐期 年のときの主伐収入、 ：地価、 ：管理資本、Ａu ｕ Ｂ Ｖ

：林齢 年のときの間伐収入、 ：年利率、Ｄa ａ ｐ

－150－



２．林木の林業的評価

２－３．林木費用価

幼齢林や若齢林の林木については、林木を現在まで育成するのに要した経費の

後価合計から、それまでに得られた収入の後価合計を差し引いて評価する。この

方法による評価額を林木費用価という。なお、再調達原価という立場に立ち、評

価時点の価格を用いる。 年生の林分の林木費用価 は、次式で与えられるｍ Ｈkm

ｍ ｍ ｍ－ａＨkm＝（Ｂ＋Ｖ）（(１＋ｐ) －１）＋Ｃ（１＋ｐ） －∑Ｄa（１＋ｐ）

ただし、 ：地価、 ：管理資本、 ：年利率、Ｂ Ｖ ｐ

：造林費（ 年生までの造林・育林費の前価合計）、Ｃ ｍ

：林齢 年のときの間伐収入Ｄa ａ

年生の幼齢林については、次式が用いられるｍ

Ｈkm＝Ｃ （１＋ｐ） ＋Ｃ （１＋ｐ） ＋………＋Ｃ （１＋ｐ）１ ２ ｍ
ｍ ｍ－１

ただし、 ：林齢 年のときの投入経費（造林費＋管理費＋地代）Ｃi ｉ

一般に、地位が悪い所ほど造林費がかさむ傾向があるので、林木費用価法の適

用には注意すること。

２－４．グラーゼル法

幼齢でも高齢でもない、中間の林齢の林木を、林木費用価と林木期望価の２通

りで評価すると、一般にその評価額が異なるので、評価に困る。よって、中間の

林齢の林木を評価する方法として、グラーゼル式（1912）とそれを補正したケス

トラー式が提案されている。いま、 年生の林木評価額を とすれば、ｍ Ｈm

２（ｍ－ｎ）
Ｈm ＝（Ａu－Ｃ） ＋ Ｃ

２（ｕ－ｎ）

の式において、 ＝0 の場合をグラーゼル式といい、 ＝10の場合をグラーゼルｎ ｎ

補正式（ケストラー式）という。通常、グラーゼル補正式を用いる。

は伐期 年の推定立木価格であり、 は10年生までの造林費であって、林Ａu ｕ Ｃ

木費用価の第２式による評価額を用いる。

この式の特徴は、利率を含んでいないことにあり、したがって、恣意の入り込

む余地が少ないので、実用的であり、広く適用されている。
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３．機会費用法

機会費用（opportunity cost）とは、平たく言えば、「犠牲にされたものの価

値」のことである。いま、ある経済財が多数の用途を持っているとしよう。仮に、

Ａ、Ｂ、Ｃの三つの用途があり、それぞれの効用が、Ａ＝5000円、Ｂ＝3000円、

Ｃ＝1000円であったとしよう。経済性の原則に従って選択をすれば、最も効用の

高いＡを選択することになる。しかし、この場合、Ｂ、Ｃは選択されないので、

ＢまたはＣを選択した場合の効用は、犠牲になっている。経済学では、次善の用

途からの効用を、最善の用途から得られる効用の機会費用と呼んでいる。すなわ

ち、Ｂの効用3000円は、Ａの効用の機会費用である。

なお、費用・便益分析では、費用の概念が、会計的な意味での費用とは異なり、

このように犠牲にされるものの価値を費用として捉えている。よって、機会費用

という名前が付けられている。

機会費用法による森林の公益的な機能の評価とは、以下のような考え方である。

たとえば、都心近くに、まとまった雑木林があったとしよう。この雑木林の土

地は市有地であり、その土地を造成すれば、いろいろな用途に使うことが出来る

ものとする。ビジネスとして考えられる最善の土地利用法は、そこを商業地とし

て活用することであったとしよう。その土地は、商業地として評価すると坪当た

り、毎月１万円の地代を稼ぐことができるとする。このことは、いま、年利率を

２％として資本価を求めると坪当たり６００万円に相当する。大雑把な計算であ

るが、とにかく、商業地としての土地利用は坪当たり６００万円の価値があると

評価されているとしよう。

さて、この土地は、最終的には、森林公園として利用されることになった。そ

れは、市民の要望によるもので、市当局も緑を残す方がよいと判断したからであ

る。この場合の機会費用とは、商業地として活用される場合の、毎月、坪当たり

１万円である。それよりも効用が高いと判断されて、雑木林が残されたので、雑

木林の効用は、毎月、坪当たり、１万円以上であると評価されたことになる。す

なわち、雑木林は坪当たり６００万円以上の価値があると評価されたことになる。
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４．ヘドニック法

この方法は、環境の質の違いが地価などに反映されていると見なし、地価など

を構成する因子を解析することによって、環境の質を評価する方法である。

ヘドニック法という名の由来は、1939年のコートCourtの論文で、hedonicとい

う言葉が使われたことによる。 hedonicとは「快楽の」という意味であり、哲学

的な意味は別として、日常的な意味では、この評価法の内容と少し違和感がある

ので、あまり使いたくはないのだが、すっかり定着してしまった。資産価値比較

法とでも呼びたいところである。「快適さ」という意味では、アメニティという

言葉があるが、居住空間や生活空間のアメニティを地価などから推定する方法と

いった方が適当かもしれない。

この評価法の一番分かりやすい例は、ハワイなどの観光地のホテルの部屋の値

段が、海が見えるか否かで異なることから、その差額が、一泊二日の間の海の眺

望権の価格を表しているという解釈である。

住宅地の地価は、いろいろな要因によって決まるものであるが、環境の質以外

の要因、たとえば、交通の利便性、商店街の規模、文教施設、医療施設等の要因

が類似する地域の、土地の形状等がほぼ同じ条件の住宅地の価格を比較してみる

と、環境の質の違いに対する評価額が推定できる。たとえば、街路樹が整備され

ている地域の住宅地の価格が、そうでない地域の価格よりも、平均して坪当たり

１万円高いとすると、それが、街路樹が存在することに対する一つの評価になる。

実際には、重回帰分析法あるいは数量化Ⅰ類を用いて解析する。すなわち、住

宅地の単位面積当たりの価格を目的変数とし、住宅地の価格に影響を及ぼす要因

を説明変数として解析する。このようにして求められた関数をヘドニック価格式

という。ヘドニック価格式の係数から、環境の質を表す因子が、住宅地の価格を

いくら押し上げているかを推定することができる。環境の質を表す因子としては、

たとえば、その住宅地の生活圏の中にある緑地の面積などが考えられる。緑地の

抽出にはリモートセンシングを利用することができ、その解析にはＧＩＳを利用

することができる。
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５．トラベル・コスト法

旅行費用法と訳されている。この方法は、森林利用者が支払った旅行費用をも

とに、その森林に対する需要曲線を描き、森林のレクリエーション機能を評価す

る方法である。1949年にホテリングHotelling によって提案されたことに始まる。

ある有名な森林公園があるとする。入園料は無料である。その公園には、年に

何度も訪れる近隣の人もいれば、遠く離れた場所から電車賃などの旅行費用を掛

けて訪問する人もいる。多額の旅行費用を掛けても訪問する人は、それだけの価

値をその公園に認めていると解釈できる。逆に、歩いても来れるような所に住ん

でいる人でも、全然関心を示さないこともある。森林公園のように多面的な性質

を持つものに対しては、その評価は、人によって分かれる。そこで、もし、森林

公園に対する需要曲線を求めることができれば、その便益を客観的に評価するこ

とができると考えられる。

旅行費用法では、まず、来訪者を、地域などによって幾つかのグループに分け、

それぞれのグループについて、１訪問当たりのコストと、訪問率、たとえば、人

口1000人当たりの訪問者数を調べる。つぎに、旅行費用に対する訪問率の関係を

求め、旅行費用の増加に伴う訪問率の減少を予測する。最後に、森林公園の利用

者から入園料を徴収すると仮定して、入園料が付加されることによる旅行費用の

増加に伴い来訪者数がどのくらいにまで減少するかを予測し、入園料を縦軸に、

訪問者数を横軸にとった図面に、その森林公園に対する需要曲線を描く。この図

において、需要曲線よりも下の部分の面積が森林公園の評価額となる。

いまの説明では、入園料を取っていないとしたが、入園料を取っている場合も、

入園料を下げることによる来訪者数を予測することで同様に解析できる。

経済学では、「それなしで済ますくらいなら支払ってもよいと考える価格が、

実際に支払う価格を超過している分」のことを、消費者余剰と呼んでいるが、旅

行費用法は、消費者余剰も考察の対象に入れて、評価を行うものである。

実際の解析では、その公園への来訪が旅行の主目的かどうかとか、車で来てい

る場合は何人で来たかで一人当たりの旅行費用が変わってくるなどの問題が残る。
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６．ＣＶＭ

６．ＣＶＭ

ＣＶＭとは、contingent valuation methodsの略であり、不確定評価技法とか

擬制市場評価法という訳もあるが、どうもしっくりいかないようであり、そのま

ま訳さずに、ＣＶＭとかコンティンジェント法と呼ばれている。contingentには、

いろいろな意味があるが、分担とか分担額という意味もあり、 またcontingency

は臨時の出費を意味し、contingency planとは、万一の場合の計画のことである

ので、それらを総合すると、「万が一の場合の、臨時の分担額」という意味では

なかろうかと思っている。

さて、この方法の内容であるが、ＣＶＭは、森林の公益的価値などのように計

測が困難なものの価値を、関係者に直接アンケート調査や聞き取り調査をして評

価する方法の総称であって、支払い意思額（willingness to pay, ＷＴＰ）を尋

ねる方法と補償受容額（willingness to accept compensation, ＷＴＡＣ）を尋

ねる方法とに、大きく二分される。

たとえば、ある森林が開発されようとしているとする。開発計画は、地域の自

然環境を破壊するものであり、住民にとって相当に不快なものであるとしよう。

たとえば、水源林の近くに産業廃棄物処理施設ができるといった内容である。こ

の計画を中止させる一つの解決策として、その森林を買い取ることが考えられる。

そこで、地域の住民の支払い意思額を調査するのである。

あるいは、森林が開発されようとしているとき、開発に伴う環境の劣化の代償

として、いくらの補償額であれば、その計画を受容するかを調査するのである。

こうした調査では、支払い意思額や補償受容額の値を直接問い合わせるのはあ

まり好ましくない。誰しも、支払額はなるべく少なく、受取額はなるべく多くし

たいからである。そこで、たとえば、支払い意思額の調査の場合は、調査者が一

定額を提示し、それを支払う意思があるかを尋ねる。こうしたサンプル調査を、

提示額と調査対象者を変えながら複数回行うなどの工夫をしている。

また、補償受容額を調べるときは、関係者の範囲をどこまでにするかといった

問題もある。
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７．ＡＨＰ

これまで紹介した評価法は、森林が有する機能の一部を評価するものであった。

ここでは、1993年に箕輪光博が用いた総合評価法、すなわち、森林が有する個々

の機能に対して重み付けをし、ＡＨＰを用いて、森林を総合的に評価する手法に

ついて概説する。

７－１．ＡＨＰとは

ＡＨＰ（analytic hierarchy process）は、ＯＲの意思決定法の一つであって、

サッティSaatyが 1979年に提唱したものである。この方法は、まず、評価因子を

幾つかの階層に分類し、つぎに、それぞれの階層の評価因子の相対的な重みを、

一対比較法という方法で決定するものである。

７－２．ＡＨＰによる森林の総合評価

たとえば、森林の総合評価を例にして説明すると以下の通りである。下の表に

示したように、森林の機能には、大きく分けて、木材生産機能、環境保全機能、

保健文化機能の３つの機能があるとする。木材生産機能は、樹種、成長量、地利

級、施業内容の４因子について評価され、環境保全機能は、水源かん養機能、土

砂流出防備機能、防風機能の３因子について評価され、そして、保健文化機能は、

レベル１ レベル２ レベル３ スコア（評点）

機 能 機 能 重み 機 能 重み Ａ林分 Ｂ林分

木材生産機能 0.5 樹 種 0.3 ８ ７
成 長 量 0.2 ７ ８
地 利 級 0.1 ５ ６

森 林 の 施業内容 0.4 ７ ５

環境保全機能 0.3 水源かん養 0.5 ４ ９
総合評価 土砂流出防備 0.3 ７ ８

防風機能 0.2 ５ ６

保健文化機能 0.2 風 致 0.7 ３ ８
保健休養 0.3 ２ ７

評 価 結 果 ５.62 ７.12
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７．ＡＨＰ

風致と保健休養施設の２因子について評価されるものとする。各評価因子の重み

は、後で説明する一対比較法により求められているものとする。

さて、いま、Ａ、Ｂ、二つの森林があるとし、それらの森林の総合評価を行い

比較することにする。Ａ、Ｂそれぞれの森林について、各評価因子の評点を10点

満点でつけたとしよう。

各評価因子の重みと、Ａ、Ｂ両林分の評点を、前ページの表に示しておいた。

レベル２の重みの和は１である。また、レベル３のうち、木材生産機能に属す

るものの重みの和は１である。以下、同様にして、各階層の評価因子の重みの和

は１である。なぜなら、それら毎に、一対比較法で重みを割り振ったからである。

一番下の階層の評価因子の、全体の中での重みは、各レベルの重みを掛け合わ

せることで求められる。すなわち、樹種の重みは0.15となり、保健休養の重みは

0.06となる。このようにして求めた、全体の中での重みを、各林分の評点に掛け、

林分毎に、重み付き評点の合計を求めると、それぞれの森林の総合評価を得るこ

とができる。この例では、Ａ林分のスコア5.62に対し、Ｂ林分のスコアは7.12と

なっており、Ｂの林分の方が高く査定されている。

７－３．異なる評価結果のＡＨＰによる調整

ＡＨＰでは、重みと評点が与えられれば、あとは機械的に計算処理をしていけ

ば総合評価を得ることができる。この場合、評点については、計量可能な指標や

基準に基づいて、点を与えることにしておけば、対立する当事者同士の間でも、

比較的合意が得られやすい。しかし、前ページの表のレベル２の重みについては、

当事者の立場により、意見が分かれるであろう。

こうした場合の一つの工夫としては、レベル１とレベル２の間にもう一つ「評

価者」という階層を作ることが考えられる。すなわち、たとえば、評価者として、

施業担当者、地元住民、都市住民、学識経験者の４グループを考え、それぞれの

重みを、たとえば、0.4、0.3、0.15、0.15とするといったような工夫である。重

みは、当然、そこで生活をしている人に多くを配分する必要がある。こうした評

価法はまだ不十分な点が多いが、少なくとも、意思決定の過程はより透明になる。
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８．一対比較法

一対比較法 method of paired comparisons とは、 個の対象を比較する場合ｎ

に、２個ずつのあらゆる組み合わせについて比較を行い、それらの結果をもとに、

個の対象物に対してスコアを与える評価法であり、心理学的尺度構成法の一つｎ

である。一対比較法の特徴は、一対ずつ比較するということで、被験者に対して

最小限度の判断のみを課している点にある。一対比較法には各種の方法があるが、

ここでは、平均倍率によって比較し、その分散は無視するという、もっとも簡単

な例を用いて、その概念を説明しよう。

いま、森林の代表的な３つの機能、すなわち、木材生産機能、環境保全機能、

保健文化機能について、その重みが分かっているものとして、それぞれ 、 、ｗ ｗ１ ２

であったとしよう。 一対比較を行うと、環境保全機能は木材生産機能よりもｗ３

倍重要であると評価される。同様に、保健文化機能は木材生産機能よりｗ ／ｗ２ １

も 倍重要であると評価される。これをまとめると表－１のように表されｗ ／ｗ３ １

る。この表を行列 とし、重みのベクトル ＝（ , , ）を掛けると、Ａ ｗ ｗ ｗ ｗ１ ２ ３

ただし、この場合は ＝３ｗ･Ａ＝ｎ･ｗ ｎ

が成立することが容易に確かめられる。よって、重みを求めることは、行列 のＡ

固有ベクトルを求める問題に帰着する。

ところで、現実の場合は、たとえば、被験者を100人選び、 一対比較により、

一方の機能が他方の機能よりも何倍重要であるかについて答えてもらうことにす

ると、 100人の単純平均は表－２のようになり、一般には、相互の倍率の間には

整合性のない結果が得られる。よって、ＡＨＰでは、表－２の最大固有値を求め、

それに対応する固有ベクトルを、求める重みとみなしている。

表－１ 表－２

機能 木材 環境 保健 機能 木材 環境 保健
生産 保全 文化 生産 保全 文化

木材生産 木材生産 １ 1/2 1/5１ ｗ ／ｗ ｗ ／ｗ２ １ ３ １

環境保全 環境保全 ２ １ 1/2ｗ ／ｗ １ ｗ ／ｗ１ ２ ３ ２

保健文化 保健文化 ５ ２ １ｗ ／ｗ ｗ ／ｗ １１ ３ ２ ３
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９．緑地人口密度

９．緑地人口密度

以上、代表的な森林評価法を概観してきたが、そのようにして求められた評価

結果は、決して不変のものではない。むしろ、人々の価値観が変化していくのと

同様、時の流れや、時代の流れに応じて変化していくものである。評価結果に影

響を及ぼす要因は様々であるが、ここでは、特に、「他の類似の森林の消失に伴

う相対的な価値の高まり」について考察してみよう。

いま、ある地域に、ある種類の森林があったとしよう。この森林は、その地域

にはごく有り触れたもので、地域の住民は特に意識もしていなかった森林である。

しかし、その地域にも宅地化や工業団地化の波、ゴルフ場開発の波が押し寄せ、

そうした森林が次々と開発されていき、気が付いてみると、その森林の面積はご

く僅かしか残っていなかったとしよう。この間、住民の間に、郷土の自然を残そ

うと言う気運が次第に高まっていったとしたら、その森林の単位面積当たりの価

値が、森林の開発と反比例するように上昇していったことになる。この価値の高

まりをきちんと査定しようとすると大変な調査になるが、そのような調査をしな

くても、残りの森林面積が元の森林面積の10分の１になったとすれば、その森林

の単位面積当たりの価値が10倍になったという概算で十分であろう。

同じ様なことは、緑地についても言える。ある緑地公園が、その地域の人口増

加に比例するように利用者も増加していったとしたら、その緑地公園の面積は変

化しなくても、その価値は高まったと考えてよい。

そこで、ここでは、緑地人口密度という指標を提案する。これは、単位緑地面

積当たりの人口数のことである。よく、一人当たり緑地面積という指標が使われ

るが、その逆数である。逆数ではピンとこないこともあるので、実際に、その森

林に何人の人が依存しているのかを示そうとしたものである。

緑地人口密度に属する指標としては、たとえば、単位水源林面積当たり人口数

などが分かりやすいのではないかと思っている。

緑地人口密度という指標の長所は、近隣での森林開発に連動して指標値が変化

し、また、簡単に計算できて、理解しやすいという点にある。
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１０．選択的目的税

１０－１．定期的に重み付けを行うための社会システムを

森林は公益的な機能を備えているので、森林をどの様に取り扱うかは、地域社

会と深い関わりを持つ。とくに近年は、事実上放棄されている人工林や都市近郊

林が増加しており、これらの森林の管理について、地域住民や近隣の都市住民の

理解と協力、さらには森林管理への参加が必要になっている。

ところで、すでに見てきたように、ＯＲの手法として、目標計画法やＡＨＰな

どがあり、これらの手法は、様々な意見に対して、それぞれに重みを付け、それ

らの重みをもとに最適解を求めるというものであった。しかし、誰が、どのよう

な根拠をもって、どの様な重み付けをするのか。重み付けの仕方一つにしても、

まだまだ検討の余地がある。地域や流域の住民によって定期的に重み付けが行わ

れる社会システムが構築され、地域や流域の住民のニーズが、地域や流域の政策

や森林管理に反映される必要がある。

１０－２．資本のオフサイトな性質が環境破壊をもたらす

環境政策では、地域住民の意見や要望を取り入れる必要がある。その理由は、

一口で言えば、資本のオフサイトな性質が環境破壊をもたらすからである。

歴史をみれば明らかなように、資本活動は、好むと好まざるとに拘わらず、結

果として、より有利な場所に移動していくものである。そして、ほとんどの場合、

今まで利用していた土地や環境を劣悪なもの不毛なものにして去っていく。

これに反して、将来にわたってその地域に住み続ける人々は、一般的にいって、

その土地や地域の付加価値を高めるために努力を続けることが多い。

このように、その土地に住み続ける人と、一時的に利用する人との価値観は異

なり、しばしば利害さえも衝突する。そうであれば、その地域を食い物にしない

人々、将来にわたってその地域の付加価値を高めることに努力している人々の、

意見を尊重すべきである。ゆえに、環境政策では、地域住民の意見や要望を定期

的に取り入れる社会システムが必要なのである。
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１０－３．選択的目的税

地域の環境整備や森林管理に、地域住民の意見や要望を取り入れる社会システ

ムとして、選択的目的税を提案する。環境整備のための選択的目的税とは、自分

が支払う税金の一部について、その使い道を、確定申告の時に、いくつかのオプ

ションの中から選択するシステムである。

たとえば、地域の環境整備・保全のための目的税として、納税者一人当たり年

1000円を納めてもらうことにする。この税金は、そのまま、住民が属する地域の

環境整備・保全のために使われるが、その内容は、予め５項目なら５項目に分け

られているとする。たとえば、①河川の水質浄化、②水源林の整備、③都市近郊

林の整備、④鳥獣の保護・管理、⑤野外レクリエーション施設の整備、の５項目

があったとする。各住民は、確定申告のときに、このうちの二つを選ぶ、という

ような選択法が考えられる。もちろん、地域の環境整備・保全に関する予算は、

議会の審議を経た予算をメインとする。

一般に、大衆消費社会では、消費者のニーズは市場を通して把握される。それ

は、実際にお金を払うという行為がシビアな選択を行わせるためである。この市

場原理の長所を、地域の環境整備・保全のための予算配分（これは一種の重み付

けに相当する）に導入しようというのが、選択的目的税を提案する理由である。

選択的目的税は、まだ、構想の段階であって、具体的な方法については考えて

いない。この構想は、地域レベルの環境整備・保全など、地域住民の生活に密着

したものに限定しており、新規大型プロジェクト等の採否については対象として

いない。また、選択項目の内容については、各層の代表者や専門家を交えた委員

会等で毎年見直すものとする。

なにごとも、ともすれば、総論賛成、各論反対になりがちである。縦割り行政

の縄張り意識がある限り、各省庁や各部局が自分のところの予算を自ら削減する

ことは到底不可能であろう。選択的目的税であれば、地域住民の意向によって予

算が増減するので、予算の減少は担当行政官の責任ではなくなる。より多くの予

算を獲得するためには、地域住民の理解を得る必要があり、そのために各種の報

告書も地域住民を対象とした書き方に改められるであろう、と期待している。
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第１０章 森林評価と住民参加

１１．バイオリージョン

バイオリージョンbioregion とは、「生命地域」と訳されているが、気候、地

形、流域、土壌、野生植物、野生動物など、独特の自然の特徴によって決まって

くる地域の生命圏のことであり、それらの自然環境に順応し、調和した形で営ま

れている生活様式や都市の機能までも含めた概念である。

現在、地球の生命圏は危機的な状況に直面しつつあるが、地球全体を守るため

には部分を守る必要があるとの認識から、1973年、アメリカのバーグ Berg は、

プラネット・ドラム財団を設立し、バイオリージョンの概念を掲げて、地域の環

境問題に取り組み始めた。

バイオリージョンの考え方は、地域の生態系の機能の回復と保全をめざすもの

であるが、単に自然を守ろうという環境保護運動とは異なり、地域の生命圏を認

識し、それとの調和を目指して、都市も含めた形で、地域を持続可能な生活の場、

「生涯の場」にしようという考え方である。すなわち、人間もまたバイオリージ

ョンの一部であり、その生活スタイルは、自然の特徴に適応しそれらと調和する

ことが可能であるとの認識のもとに、リインハビテーションといって、自分たち

が住んでいる場所に根付くこと、地域と一体化することをめざすものである。

バイオリージョンの活動は、最初は、カリフォルニア州北部のマトール川流域

での生態系回復運動として始まった。マトール川渓谷は、森林の大量伐採と牛や

羊の過放牧に起因する土壌侵食によって、砂利や汚泥で埋められてしまい、サケ

やマスの産卵が大幅に減少していたが、河川の流域に植林をし、サケ・マスの稚

魚を放流することから始めていったという。

今では、北米を中心に、 200以上もの団体がボランティアに支えられながらバ

イオーリージョンに関わる活動をしており、相互にネットワークで結ばれている

という。その活動は多岐にわたるが、野生生物の保護や、清浄な水を取り戻すと

いった側面ばかりでなく、都市が抱えている諸問題、たとえば、廃棄物の処理に

関する問題にまで、地域ぐるみで取り組んでいこうとしている。また、各種の会

議やワークショップを開催し、それぞれの地域で幾つかの提言をしている。
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１２．住民参加と合意形成

１２．住民参加と合意形成

戦後の日本経済の発展は円高を引き起こし、我々は外国の製品を安く手に入れ

ることができるようになった。しかし、どんなに経済大国になっても、環境を輸

入することはできない。自分たちの生活環境は、自分たちで整備・保全するしか

ない。そして、地域の環境をどの様に整備していったらよいのかは、そこに住む

人でないと気が付かないことが多い。そういう意味で、公共性の高い森林につい

ては、その評価や計画を、地域の住民や近隣の都市住民と共有することが大切で

ある。森林のように非常に多面的な側面をもつ生命有機体の維持・管理には、様

々な分野からの視点や提言が必要であるからである。

様々な立場からの意見は、ときには、対立するであろう。そのため、最近では、

合意形成という言葉がよく使われている。この言葉からは、対立する意見を合意

に導くというような手法を連想させるが、こと森林計画に関する限りそうではな

い。森林の取り扱いは慎重でなくてはならない。ときには、憶病であった方がよ

いかもしれない。そして、森林の存続に関わるような決定的なことを一度に決め

ることは避けた方がよい。いつも、この先の５年をどうするかという計画を立て、

５年後には前回の計画を反省しながら、また、５カ年計画を作成していくのであ

る。森林計画ではフィードバックさせながら意思を決定していくのである。そし

て、それは終わりのない営みの継続でもある。対立する意見のどちらがよかった

かは、やがて結果として表れるであろう。そうした経験や学習を共通のものとし、

相互の理解を深め、信頼関係を築いていくことが、森林計画における合意形成の

過程である。

したがって、森林計画における合意形成とは、決して、交渉でもなければ、駆

け引きでもない。また、１回限りの勝負ではない。ましてや、不承不承、契約書

にサインをして、なくなく木を伐採するといった性質のものではない。

森林評価や合意形成については、ともすれば、ビジネス社会の手法が援用され

ることが多い。しかし、そうしたビジネス的な手法が、必ずしも、地域の環境や

日常生活の付加価値を高めることにはつながらないことに注意したい。
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おわりに

以上、森林計画学の内容を10章に分けて概説したが、ページ単位でまとめたこ

ともあり、説明が不十分な点、やむを得ず省略した点も多々ある。特に、第１章

と後半の５章については、最近の研究成果を十分に取り入れることができなかっ

た。これはもとより、筆者の怠慢であり、勉強不足の現れであるが、入門書とい

うことで許していただきたい。

1996年版としたが、将来、機会があれば、書き直したいと願っている。森林計

画は５年ごとに計画を見直していくので、それに倣って、節目節目で本書を改訂

することが理想である。恐らく、今度改訂するとすれば、森林評価と住民参加の

章が大幅に書き換えられるであろう。現在、それほど、この領域が重要視され、

社会的にも必要とされている。

森林計画学は総合的な学問であり、その内容は多岐にわたる。それは、森林計

画学が実学であるからである。実践では、常に、現実の森林をどう取り扱うかと

いう問題に対応することが求められている。現実の森林とは、何十年も、何百年

も前から、そこに存在していたものであり、それぞれに過去の施業や歴史を引き

ずっている。森林計画では、新たな森林を一から造成するための計画を立てるこ

とは少ない。ほとんどの場合は、前の世代から引き継いだ森林を、どのように取

り扱って、どのような形で次の世代に引き継ぐかという計画である。ある意味で

は、現在の森林をよりよい状態に誘導するための処方箋作りであるといえる。

林学は、医学や経済学と似ているところがある。医学は人体の働きに関するも

のであり、経済学は人間の諸活動に関するものであり、そして、林学は人間と自

然環境との相互作用の働きに関するものである。このように、立場の違いはある

が、ともに、総合的な学問であり、日常生活に深く関わっている。医学では血液

の循環が重要な働きをし、経済学では貨幣の循環が重要な働きをしている。林学

では、水や養分の超長期の循環が重要な役割を果たしている。３者とも「循環」

がキーワードになっている。営みが繰り返され、持続していくことに意味があり、

より健全な状態に推移させることに努力が払われている。終わりのない世界であ

り、その営みが終わるのは滅びるときである。
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森林経理の歴史は、持続可能で合理的な森林経営を模索してきた歴史であった

といえる。いろいろと紆余曲折もあったが、 200年余の歴史からえた教訓は次の

２つに集約されるであろう。ひとつは、観察あるいはモニタリングを繰り返すこ

との重要性であり、もうひとつは、現場の判断の重要性である。森林は非常に多

様性に富み、一律には取り扱えないものであるので、定期的に照査をして現況を

把握することが必要であり、その取り扱いは、森林の直接あるいは間接の受益者

である現場関係者の判断に基づくものがよいとするものである。いかに有能で真

面目な森林計画者がいたとしても、森林のように多様なものの管理を適切に行う

には限度がある。複雑で分かり難い問題に直面した時ほど、人間は、前例に頼り、

マニュアルに頼る。しかし、マニュアル通りの一律的な処置が、しばしば誤った

結果をもたらすのである。また、事情を知らないということは、人をして、とき

に大胆にさせるが、それもまた森林の管理を誤らせる原因の一つである。森林の

取り扱いを誤ったときに困るのは、その流域の人々なのであるから、その地域や

流域を生活の場としている人々の意見を取り入れて計画を立案するのがよい。彼

らは、自分たちの問題として、真剣に討議するであろう。なかなか結論は出ない

かもしれないが、問題の深刻さや複雑さは認識してもらえるだろう。こうした理

由から、公益的な森林の森林計画には、住民参加があった方がよいと考えている。

現在、地球環境は非常に困った状況に陥りつつある。私たちは地球規模では大

したことはできないけれども、身近な自然環境や森林を保全したり改善していく

ことなら少しは協力できそうである。自分たちの生活環境は自分たちで守るしか

ない、と感じたとき、具体的な改善案が出てくるであろう。富は創意と工夫によ

ってもたらされるものである。地域の付加価値を高めていくことが、豊かな生活

環境へとつながっていく。たとえ小さな改善であっても、そこに確かな手応えが

あれば、喜びとなり、自信がつく。やがて夢も生まれてくる。そして、それらの

喜びや夢を分かち合える人がいるということは、貨幣価値では到底評価できない

ものである。本書が、森林計画への参画のきっかけになれば幸いである。

本書の出版に際し、森林計画学会出版局の東京農工大学教授 木平勇吉博士に

は大変お世話になった。ここに記して厚くお礼申し上げる。また、私事で申し訳

ないが、妻ルミ子の理解と協力に心から感謝する。
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付録１

日本の森林計画制度

主要参考図書 日本林業技術協会編：新版 林業百科事典，丸善，1971

森林計画研究会 会報 340･341合併号，1991

林野庁：平成３年度 林業白書，日本林業協会，1992

小澤普照：森林持続政策論，東京大学出版会，1996

日本の森林法は、明治30年（1897）に制定され、その後、明治40年（1907）の

第二次森林法の制定、昭和14年（1939）の改正、昭和26年（1951）の第三次森林

法の制定を経て現在に至っている。各森林法の特徴は、下の表の通りである。

第三次森林法は、その後、何度も一部改正が行われており、時代の変化にあわ

せて拡充されてきたが、平成３年（1991）には、大幅な改正が行われ、流域管理

システムが導入された。流域管理システムの概略は次に述べる通りであるが、詳

細等については上記文献を参照のこと。

日本の森林法の流れ

第一次森林法 江戸時代末期、明治維新前後の全国的な森林荒廃に対して、

森林資源の保続培養と森林の国土保安・保全機能の保持を目

明治30年制定 的として作られた監督取締法規。

（1897）

第二次森林法 林業を振興、助長させるための法規が追加された。

・林道設置などのための土地使用、収用制度

明治40年制定 ・森林組合制度

（1907） ・公有林、社寺有林の施業案制度

※昭和14年（1939）の改正により、50町歩以上の私有林

についても施業案制度が適用されるようになった

第三次森林法 第二次世界大戦前後の過伐、濫伐により荒廃した森林の復旧

と造林を目指した。

昭和26年制定 ・洪水、林地崩壊の防備

（1951） ・林産物の最大保続生産

・ＧＨＱによる、「森林計画制度」への民主化
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平成３年４月の森林法の一部改正以前の森林計画制度の体系は、昭和37年の森

林法の改正により設けられた体系を原型とするものであって、

①農林水産大臣が全国の森林についてたてる全国森林計画

②都道府県知事が民有林についてたてる地域森林計画

③森林整備市町村がたてる森林整備計画

④森林所有者がたて、都道府県知事の認定を受ける森林施業計画

⑤営林（支）局長が国有林についてたてる地域施業計画

等から構成されるものであった。

しかし、日本経済の成熟化に伴い、森林に対する社会的な要請が、次の二つの

側面で大きく変化してきた。すなわち、一つは、森林の公益的機能、特に、水源

かん養機能と保健文化機能に対する国民の要請の高まりであり、もう一つは、日

本の林業・木材業の空洞化とそれに伴う山村社会の極度の疲弊である。いまや、

林業・木材業の衰退、山村社会の崩壊、森林の管理不足、森林の公益的機能の低

下といった心配が現実のものになりつつある。こうした状況をふまえて、平成２

年12月、林政審議会は、「民有林、国有林を通じて、

①緑と水の源泉である多様な森林の整備

②国産材時代を実現するための林業生産、流通・加工における条件整備

を林政の基本的課題とし、その達成のための諸施策の重点的な展開を図ることが

必要である」という内容の答申を行った。それを受けて、平成３年４月に森林法

の一部改正が行われたのである。主な改正点は、以下の通りである。

①民有林・国有林を通じ流域を基本単位とした森林計画制度の再編

②造林、林道投資計画制度の導入

③市町村森林整備計画の計画事項の拡充

④流域上下流間の森林整備に係わる協定締結の促進

⑤複層林、長伐期施業を促進するための特定森林施業計画の創設

⑥森林・林地の保全管理の適正化を図るための林地開発許可制度の改善

今回の改正は、森林計画制度を、従来の資源管理的な制度から、地域森林資源

に対する総合的な政策制度に脱皮させようとするものであろう。そこには、森林

管理の基本思想として、地域や流域を単位とする森林の管理、市町村の役割強化、

複層林施業や長伐期施業への移行などの流れが見られる。
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（国有林野経営規定）

森林資源に関する基本計画並びに

林産物の需要および供給に関する長期の見通し 事業運営の基本方針

林野庁長官

全国森林計画 森林整備事業計画

保安林整備計画

農林水産大臣 農林水産大臣

農林水産大臣 ５年毎に15年間の計画 ５年毎に５年間の計画

《民有林》 《国有林》

地域森林計画 地域別の森林計画

特定

保安林 都道府県知事 ［連携］ 営林（支）局長

の指定 ５年毎に10年間の計画 ５年毎に10年間の計画

市町村

森林整備計画

市町村が

間伐・保育等 特定森林施業 森林施業計画 施業管理計画

関して 計画

５年ごとに 営林（支）局長

10年間の計画 複層林施業、 森林所有者の 営林署ごとに

をたてる 長伐期施業を ５年間の計画 ５年ごとに

推進するため 知事の認定 ５年間の計画

森林所有者の

５年間の計画

知事の認定

日本の森林計画制度の体系

平成３年（1991)４月９日国会成立

森林計画研究会 会報340･341合併号（1991）より抜粋
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【全国森林計画】森林法第４条の規定に基づき、森林資源に関する基本計画並び

に重要な林産物の需要および供給に関する長期の見通しに即し、農林水産

大臣が閣議決定を経て５年ごとにたてる15年間の計画。

【森林整備事業計画】森林法第４条の規定に基づき造林、林道等の事業量等に関

し、農林水産大臣が閣議決定を経て５年ごとにたてる５年間の計画。

【保安林整備計画】保安林整備臨時措置法第２条の規定に基づき農林水産大臣が

たてる計画。特定保安林につき地域森林計画の変更等がある。

【国有林野の事業運営の基本方針】基本計画・長期見通しを勘案し、随時たてる。

【地域別の森林計画】国有林を対象とした計画。全国で158計画区。 森林法第７

条の２の規定に基づき、営林（支）局長が、全国森林計画に即し、森林計

画区域内のその管理経営する国有林について５年ごとにたてる10年間の計

画。今回の改正により、同一森林計画区の民有林の地域森林計画と、同一

時期にたてることになった。

【施業管理計画】地域別の森林計画等に基づき、国有林野につき、営林署ごとに、

５年ごとにたてる５年間の計画

【地域森林計画】民有林を対象とした計画。全国で158計画区。 森林法第５条の

規定に基づき、都道府県知事が、全国森林計画に即し、毎年ほぼ１／５の

森林計画区域内の民有林について５年ごとにたてる10年間の計画。

【市町村森林整備計画】都道府県知事によって指定された市町村が森林法第10条

の８の規定に基づき、当該市町村内の民有林の間伐、保育等に関し、５年

ごとにたてる10年間の計画。地域森林計画に適合すること。

【特定森林施業計画】森林法第18条の２の規定に基づき、特定施業森林区域内に

存する森林の森林所有者が、当該森林の全部又は一部につき、複層林施業

又は長伐期施業を推進するため５年を一期として作成し、都道府県知事の

認定を受ける計画。地域森林計画並びに市町村森林整備計画に照らして適

当と認められること。

【森林施業計画】森林法第11条又は第18条の規定に基づき、森林所有者が自発的

にその所有に係る森林（特定森林施業計画の認定に係る森林を除く）につ

き５年を一期として作成し、都道府県知事の認定を受ける計画。地域森林

計画並びに市町村森林整備計画に照らして適当と認められること。
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付録２

関連する主な学会・研究会と雑誌

五十音順

森林計画学会 「森林計画学会誌」「Journal of Forest Planning」

〒606 京都市左京区下鴨半木町１ 京都府立大学農学部林学科内

TEL 075-781-3131 内線263 FAX 075-722-8277

森林計画研究会 「森林計画研究会 会報」

〒100 東京都千代田区霞ヶ関１－２－１ 林野庁指導部計画課内

TEL 03-3502-8111 内線6201

森林ＧＩＳフォーラム 「森林ＧＩＳフォーラム ニュースレター」

〒106 東京都港区南麻布４－６－７ 統計数理研究所内

TEL 03-5421-8743 FAX 03-5421-8796

森林文化協会 「グリーン・パワー」「森林文化研究」

〒104-11 東京都中央区築地５－３－２ 朝日新聞東京本社内

TEL 03-5540-7686 FAX 03-5540-7662

森林立地学会 「森林立地」

〒305 茨城県稲敷郡茎崎町松の里１ 森林総合研究所森林環境部内

TEL 0298-73-3211 内線358

森林利用学会 「森林利用学会誌」

〒113 東京都文京区弥生１－１－１

東京大学農学部林学科 森林利用研究室内

TEL 03-3812-2111 内線5205 FAX 03-5800-6994

全国林業改良普及協会 「ＧＲ現代林業」

〒107 東京都港区赤坂１－９－１３ 三会堂ビル

TEL 03-3583-8461 FAX 03-3583-8465

大日本山林会 「山林」

〒107 東京都港区赤坂１－９－１３ 三会堂ビル ７階

TEL 03-3587-2551 FAX 03-3587-2553
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地理情報システム学会 「ＧＩＳ－理論と応用」

〒113 東京都文京区本郷７－３－１ 東京大学工学部都市工学科（気

付） TEL／FAX 03-5800-6964

日本生態学会 「日本生態学会誌」「Ecological Research」

〒603 京都市北区小山西花池町１－８ 土倉事務所・日本生態学会係

TEL 075-451-4844 FAX 075-441-0436

日本林学会 「日本林学会誌」「森林科学」「Journal of Forest Research」

〒102 東京都千代田区六番町７ 日本林業技術協会別館内

TEL／FAX 03-3261-2766

日本林業技術協会 「林業技術」「森林航測」

〒102 東京都千代田区六番町７

TEL 03-3261-5281 FAX 03-3261-5393

日本林業経営者協会 「林経協月報」

〒107 東京都港区赤坂１－９－１３ 三会堂ビル ９階

TEL 03-3584-7657 FAX 03-3585-7857

ＰＣ林学友の会 「Journal of PC-Forestry」

〒113 東京都文京区弥生１－１－１

東京大学農学部林学科 森林経理学研究室内

TEL 03-3812-2111 内線5201 FAX 03-5689-7253

林業科学技術振興所 森林・林業関係の図書の出版

〒102 東京都千代田区六番町７ 日本林業技術協会別館内

TEL 03-3264-3005 FAX 03-3222-0797

林業経済学会 「林業経済研究」

〒114 東京都北区田端２－７－２６－２０１

TEL 03-3828-6602

林業経済研究所 「林業経済」

〒114 東京都北区田端２－７－２６－２０１

TEL 03-3828-6602

林木の成長機構研究会 「林木の成長機構」

〒305 茨城県稲敷郡茎崎町松の里１ 森林総合研究所森林環境部内

TEL 0298-73-3211 内線354
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付録３

１９世紀のドイツを中心とした森林経理の歴史

主要参考図書 黒田迪夫：ドイツ林業経営学史．林野共済会，1962

片山茂樹：ドイツ林学者傳．林業経済研究所，1968

ドヴェーズ（猪俣禮二訳）：森林の歴史．白水社，1973

林 学 史 一 般 史

1359 エルフルト市有林で区画輪伐法

14～16世紀 ルネサンス

16世紀 ドイツ（特にザク

セン国）はヨーロッ

パ随一の金属生産国

大量の燃材を消費

1517 ルター 宗教改革

1561 ノエ・モイラー「狩猟および森林法」

ヨーロッパ最初の林学の専門書。

1597 ヨハンネス・コレルス「森林について」

針葉樹の植栽法、ナラ林の伐採法等。

1618 30年戦争（～1648）

1701 プロイセン王国成立

1713 カルロヴィッツ「経済的育林法」

ザクセン国の鉱山王

林業のみを論じた最初の本。

鉱山備林の荒廃を復旧させようとした。

1734 スティッセル、イエーナ大学で官房財政学の

一部として林学の講義を始める。

1757 モーゼル「林業経済原論」。官房学者

林業とは、森林の利用と維持にかかわる

業務である。

1759 ベックマン、材積配分法

1765 この頃、イギリスで、

産業革命始まる

1767 フィーレンクレー

「林業技術者用の数学の基礎」

1769 ワット、本格的な

蒸気機関発明

－178－



林 学 史 一 般 史

1776 アメリカ独立宣言

1783 石炭を利用する製鉄

法完成

1787 フライブルク大学に林学講座創設

初代教授はトルンク

1788 カメラルタキセ法がオーストリア皇室令に

採用される

トルンク「新完全林学教科書、すなわち、

森林法、森林警察、林業経済の体系的

基礎、理論と実践」

林業は国家及び公共社会のために利用

を考慮すべき。

1789 フランス革命

1791 ハルティッヒ「森林官のための林木育成指針」

1795 ハルティッヒ「森林経理指針」、材積平分法

コッタ、チルバッハに私立森林学校創設

1798 テーア、農業も収益

を追求するひとつの

営業であるという趣

旨の著書を著す

1804 コッタ「森林経理の体系的入門」 1804 ナポレオン、

面積平分法、簡単な複利計算を使用。 フランス皇帝に即位

1806 神聖ローマ帝国解体

1807 シュタインの改革

始まる

農奴・職人の解放

1808 ハルティッヒ「森林官ならびに森林官を

目指す人のための教科書」

1811 コッタ、齢級法を提唱 1811 ドイツ農業改革

1812 ハルティッヒ、前価計算に単利計算を使用

1813 ケーニッヒ、土地収穫価を発表

1814 ナポレオン退位

ウィーン会議

ドイツ連邦成立

1816 コッタ、ターラントに高等山林学校開校

1817 コッタ「造林指針」

1819 コッタ、前価計算に複利計算を使用

1820 コッタ「森林経理と森林評価の指針」
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林 学 史 一 般 史

1822 パイル「国民経済学と国家財政学に関する

林業の原則」

1824 ナンシー林業専門学校創立（フランス）

1826 フンデスハーゲン「新しい科学的基礎に基づく

森林の収穫査定」。フンデスハーゲン法。

1828 フンデスハーゲン「林業百科事典」

林業学が森林生産学と森林経営学の

２大柱からなると体系づけた。

1830 エーベルスワルデ林科大学設立 1830 イギリスで鉄道正式

に開業

1831 コッタ「林学概論」

ハルティッヒ「林学全書」

1835 ドイツで鉄道開始

1836 マルティン、マルティン法

1837 モールス符号による

電信通信開始

1841 カール・ハイエル「森林収穫規整」

1842 ケーニヒ、林価算法の理論を発表

1849 ファウストマン、土地期望価を発表

1852 オーストリアとバイエルンで保安林設定法議決

マンテル、マンテル法

1853 ナポレオン三世の大造林 600ha

1858 グスタフ・ハイエル「林業の純収益」

土地純収益説。

パイル、これを批判

プレスラー、指率法発表。

1859 ナポレオン三世の大造林（～1863） 7654ha 1859 ダーウィン

プレスラー、土地純収益説 「種の起源」

1861 アメリカで南北戦争

（～1865）

1862 ビスマルク

1863 ガイヤー「森林利用」 プロイセンの首相

（～1890）

1865 ドイツ農林業者大会、

ユーダイヒ、プレスラーの土地純収益説支持

1868 明治維新

1871 ユーダイヒ「森林経理学」。林分経済法 1871 ドイツ第二帝国成立

（～1918）
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林 学 史 一 般 史

1875 ボヘミヤ地方で木食い虫大発生

1878 ボルクグレーヴェ、森林純収益説 1878 パリ万国博覧会

ギュルノー「面積法実施のための経理手帳」

ガイヤー、自然に帰れと主張

1880 ガイヤー「造林」

1882 フランスで山岳地帯の大造林はじまる 1882 ドイツ・オーストリ

（～1940）のべ20万ha以上 ア・イタリア三国同

盟成立

1890 ビオレイ、照査法をヌーシャテル全州に導入

1895 ニュルンベルク周辺の松林に毒蛾大発生

1899 プロイセンで保安林設定法案を議決

1902 ワーグナー、帯状画伐作業

1903 エーベルハルト、楔形傘伐作業

1904 ウェーバー

「プロテスタントの

倫理と資本主義の

精神」

1907 ワーグナー「森林における場所的秩序付け

の基礎」

1908 マイヤー「自然法則を基礎とする造林」

1914 第一次世界大戦

（～1918）

1919 ビオレイ、照査法を発表 1919 ヴェルサイユ条約

1920 ビオレイ「経験法に基づく森林経理、

特に照査法」

1922 メラー、恒続林思想

1928 ワーグナー「理論森林経理学教本」。

法正林批判

1929 世界恐慌起こる

1939 第二次世界大戦

（～1945）

1949 東西ドイツ成立

1989 ベルリンの壁崩壊

1990 統一ドイツ誕生

1992 国連環境開発会議

（地球サミット）
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森林計画学入門

1996年版

索 引

【あ】

秋の法正蓄積 41

アグロ・フォレストリィ 13

アメニティ 153

アンケート調査 155

安定状態 99,107

【い】

異化量 118

育成天然林 25

育林体系 19,31

育林目標 113

意思決定支援機能 140

意思決定支援システム 132

一変数材積表 79,80

一斉林 25,74

一対比較法 156,158

入会林 27

異齢混交林 26,77,78

異齢林 25

陰樹 70

【う】

うっ閉 28,145

雨緑樹林 24

【え】

映像情報 136

栄養問題 85,87

枝打ち 30

枝番号 28

ＦＯＡ法 95

【お】

お絵かき機能 140

ＯＲ 84

ＯＲの歴史 84

オーバーレイ 138

奥山天然林 27

オペレーションズ・リサーチ 84

重み 93,156,157,158,160

重み付け 161

重み付き評点 157

終わりのない営み 163

終わりのない世界 164

音声情報 136

温帯林 24

【か】

海外の収穫予測システム 132

回帰年 29

χ 分布を用いる減反率推定法 102２

皆伐 26,66,74,75,76,77,146

皆伐高林作業 75,76,83

外部経済 6

開放伐 70

改良期 42

外力 123,124

カウント木法 147

拡散の理論 122

画伐 70,71

画伐作業 69

確率過程 96,122

確率微分方程式 123

確率論的樹高成長モデル 126,129

確率論的直径成長モデル 124,125,127,

129

重ね合わせ 138

下種伐 70

画素 135,139

下層間伐 112

画像情報 136

貨幣価値 165
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貨幣単位 148

カメラルタキセ法 42

夏緑樹林 24

環境政策 160

環境整備 161

環境破壊 160

環境は輸入できない 163

環境保全機能 156,158

還元価式 49

幹材積 9

観察 165

換算面積 100,101,103

感度分析 91

間伐 30,74,110,129,130

間伐回数 113

間伐計画 114

間伐効果モデル 129

間伐の効果 130

間伐率 113

官房学 23,42,66

完満 31

【き】

機会費用 152

機会費用法 152

聞き取り調査 155

期首樹高 126

期首直径 124

基準林齢 121

擬制市場評価法 155

期待値による評価 59

木の育て方は木に尋ねよ 68

基本計画 174,175

吸引力 123

吸収壁のあるモデル 122

胸高直径 116,125

競争密度効果の逆数式 130

共通施設費 150

喬林 26

切り通し 149

金員総収益最高の輪伐期 54

【く】

空間解析 134

区画輪伐法 32,36

楔型傘伐作業 73

工夫 165

グラーゼル式 151

グラーゼル法 151

グラーゼル補正式 151

群系 24

【け】

経営情報システム 132

経営目標 114

景観解析 139

径級別蓄積比 83

経済性原則 21

形成層 125

経理手帳 78,79

経理表 79,80

計量経済モデル 106

ケストラー式 151

現在価値 56

検索 138

現実林の蓄積 111

原生林 25

減反曲線 107

減反率 96,100,101,102,103,104,106

減反率計算 103,105

減反率の推定法 102

減反率の変動 106

減反率の理論 96

減反率法 101,102

現場のＧＩＳ 142

現場の判断 165

【こ】

合意形成 163

降雨滞留量解析 139,141
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公益的機能 6

公益的な森林 165

後価 48

後価式 48

広義の法正林 107,108

公共性原則 21

工芸的輪伐期 46

孔状更新地 71

恒続林思想 66,74,77

恒続林施業 77

高定角 147

後伐 70

高伐期化 106

公有林 27

広葉樹 9

広葉樹林 24

硬葉樹林 24

高林 26

高齢林 25

国産材時代 140,143,173

国土保全林 27

国民経済的輪伐期 54

国有林 27

国有林野の事業運営の基本方針 175

個体重 118

固有値 99

固有ベクトル 99,158

コルモゴロフの前向きの方程式 122

混交林 25,66,69,70

コンティンジェント法 155

ゴンペルツ曲線 119

ゴンペルツ式 119

【さ】

災害予知図 141

材積 9

材積収穫量最多の輪伐期 47

材積配分法 33

材積表 117

材積平分法 34,90

最大固有値 158

最多密度曲線 112

最短経路 139

再調達原価 151

最適解 85,91,92

差額地代 149

作業級 31

作業種 31

作業法 31,110

里山林 27

山火再生林 25

産業廃棄物処理施設 155

酸性雨 14

酸性霧 15

傘伐 70

【し】

ＧＩＳの応用可能性 140

ＧＩＳの基本機能 138

Ｃ／Ａコード 144

ＧＰＳ測量標識杭 146,147

ＧＰＳによる森林管理 146

ＧＰＳを併用した森林調査 147

Ｃ方式 105

Ｃ方式による減反率計算 104

ｊ齢級の減反率 100,102

ｊ齢級の保存率 100

時間打ち切り標本 105

事業区 28

シグモイド型成長曲線 121

地拵え 30

市場 161

市場価逆算法 150

市場原理 161

システム収穫表 114,115,128,131,136

自然維持林 27

自然環境 165

自然休養林 27

自然枯死線 112

自然的輪伐期 46
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自然に帰れ 69

自然間引線 112

持続可能な社会 60,65

下刈り 30,90

市町村森林整備計画 173,174,175

悉皆列挙法 95

実学 164

支払い意思額 155

資本価 152

資本回収期間 150

資本価式 49

資本の増加率 61

資本利益率 21

社会経済的輪伐期 54

若齢林 25

収益還元価 149

収益性原則 21

収益率 150

収益率最高の輪伐期 53

重回帰分析 153

収穫規整 19,32,88

収穫規整法 32,68

収穫表 41,110,114

収穫表による収穫予測 111

収穫予想表 110

収穫予測 106,110

収穫予測システム 132

収穫予定 19,32

修正ヘンリックセン式 130

住民参加 148,163,164,165

収量比数 113

私有林 27

樹冠 25

樹高 117

受光競争 74

樹高曲線 117,128,129,131

樹高曲線式 130

樹高曲線転位モデル 129

樹高曲線の転位 130

樹高成長 121,126

樹高成長曲線 121

主題図 137

主伐 31

主木 81

需要曲線 154

主林木 41,110
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